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第1章 序論  

1．1 研究の背景  

1．1．1 日本におけるモータリゼーションの進展   

わが国の自動車保有台数は1965年に約790万台であったのが、1996年3月には7，000  

万台を越えており、世界でも有数の自動車保有国である。この中でも、乗用車の普及はめ  

ざましく、自家用乗用車と軽自動車を合わせた保有台数を見ると、1965年は総保有台数の  

約半数であったのが、1996年には総保有台数の約8割を占めるまでに至っている。保有台  

数の推移に比例して、自動車の利用量を示す総走行台キロも増加の一途をたどってきてお  

り、その中でも乗周車の占める割合が年々増加している。   

乗用車の保有と利用は保有台数、走行台キロといった全国値で見れば同様の伸びを示し  

ているが、世帯当り保有台数（保有率）や1台当り年間走行距離といった保有水準、利用  

水準を示す指標に着目すると、地域による違いや時系列の変化が見られる。例えば、自動  

車がまだ高級品であった1960年代においては、相対的に平均所得の高い大都市地域におい  

て保有率が高かったのが、現在では大都市地域では保有が他地域と比較して低くなってい  

る。また、保有率の上昇に伴って、台当りの年間走行距離は減少する傾向が現れている．。  

このように、乗用車の保有・利用動向は地域差を伴って大きな時系列変化を示しており、  

地域によって保有行動や利用行動が大きく変化していることを示唆している。  

1．1．2 モータリゼーションに伴う社会的影響   

モータリゼーションの進展による最たるメリットは個々人のモビリティを大幅に向上さ  

せたことである二′クルマを持つことにより人々は好きなときに好きなところへ行くことが  

可能になり、また行動範囲も大きく広がった．っ このことは就業機会の増大、商圏の拡大、  

レジャーの広がりへとつながり、豊かな生活が享受できるようになっていった。その反面、  

人々のライフスタイルや都市・地域の構造がクルマなしでは暮らせないような形へと移り  

つつあり、それがさらに保有・利用の増加を促進していく構造へと変化してきている。そ  

のため、自動車利用需要を満たす道路整備が進まず、道路混雑の問題が顕在化するように  

なってきている一、また自動車利用の増加は、排出ガスによる大気汚染や燃料消費の増大に  

伴う二酸化炭素排出最の増大などの環境問題と密接に関わっている．，また、従来より地方  

圏において公共交通利用が低下しているが、これは車社会の進展とともに人々のライフス  

タイルや都市・地域構造が自動車利用を促進する形態に移行していることが原因の一つで  

あるし、さらに、直利用び〕増力［】に伴う交通事故の増加も重要な問建となっている▲）   

このように、モータリゼーションの進展は人々の暮らしをより便利なものへと変えてい  

った一方で、道路混雑や環境問題をはじめとする様々な問鰭が起きている．従来から道路  

混雑の解消方策として、インフラとしての道路の供給を増やすことがなされてきた。しか  

1   



し道路供給を増やした分だけ利用が増加するために、環境負荷もそれだけ増加してしまう  

悪循環を繰り返す可能性があるしつ そのため今後、道路混雑の解消と環境負荷の軽減をめざ  

すためには、自動車の需要量をコントロールすることが必要になると考えられる。このこ  

とは、自動車交通に代わる交通手段としての公共交通機関利用の促進や自動車利用の抑制  

による交通事故の減少策といった事柄とも関連することであり、どのような方策が需要を  

コントロールする政策として有効であるかを評価できるような分析の枠組みが必要となっ  

てくる．。  

1．1．3 自動車利用に関わる諸政策   

近年、交通渋滞の緩和、環境負荷の軽減を目標として交通需要を管理する交通需要マネ  

ジメント（TDM：TransI）OrtationDemandManagement）という考えが示されている（太  

田（1995），OECD（1994）など）．ユ ニれほ、車の利用者などの移動を行う人の交通行動の変更  

を促ナことにより渋滞の緩和、排気ガスの減少を目指すもので、交通手段の変更や、敢の  

効率的な利用を利用者に対して直接的に働きかける政策である〕例えば、アメリカにおけ  

る通勤時の相乗り促進条例、シンガポールにおける都心流入時の料金徴収などがある．。日  

本においても、各地で交通実験の形で時差出勤やバス利用による通勤時の混雑緩和の試み  

がなされている（建設省（1996））√⊃   

TDM政策は、局所的な交通需要を管理する短期的な政策として位置づけられる「一岬・ブ∴  

交通需要の発生要因としては、都市や地域の構造も大きく関わっており、例えば、ヨー一 口  

ッパのように都市が高密でコンパクトに形成されているところとアメリカのように低密な  

広がりをもった都市では乗用車の利用の仕方も自ずと異なってくる‘つ また、都市・地域構  

造は公共交通の成立性を左右する要因の一つでもある．。都市や地域の人口の分布や密度を  

変更することは長期にわたるものであるが、乗用車保有や利用に与える影響は大きいもの  

と考えられるため、今後の乗用車利用需要をコントロールしていく上で郡市の開発密度と  

地域の棉造がどの程度影響を与えているのかを把握することは重要である．1   

しかし、従来の乗用車利用の需要予測においては、全国値の予測しかなされておらず、  

都市・地域構造の違いによる影響が考慮されていないた捌こ、都市・地域構造が乗用車利  

用とそれに伴う環境負荷に対してどの程度影響を及ぼすのかを考慮することができなかっ  

た．、また、排出ガスの排出量や二酸化炭素排出量の推計に関しても、国全体の拭許は様々  

なところで行われているものの、地域毎に評価を行っている例は少ない1   

従って、本研究は環境負荷を考慮した駐利用のあり方の長矧的な政策を考慮できるよう  

に、地域梢造が乗用車保有と利用に対してどの程度の影響を及ぼすのかを把握し、環境風  

荷の評価ができるような分析の枠純みを示していく．。  



1．2 研究の目的と構成  

1．2．1研究の目的  

（1）パネル分析手法を用いた乗用車保有・利用の地域別時系列分析方法の揉示   

乗用車の保有と利用は、地域によりその状況が大きく異なっており、地域差が時間の経  

過とともに大きく変化している。そして、乗用車を取り巻く、交通渋滞、エネルギー消費、  

環境負荷の問題に対して、地域の状況に即した対応策の検討・評価が望まれている。   

しかし、従来より乗用車保有・利用に関する地域別分析（クロスセクション分析）、時  

系列分析は様々な形でなされてきたが、地域別かつ時系列で分析を行っているものはあま  

り多くない。また、地域別時系列分析を行っているとしても、複数時点毎に地域別分析を  

行っているだけで、地域別の時系列の推移を十分説明していることになっていないものも  

見受けられる。   

本研究では、保有・利用の地域特性、時系列特性を考慮し、また地域属性の影響度合の  

地域的時系列的差異を考慮することができるパネル分析手法を用いた乗用車保有・利用の  

分析方法を擾示する．。このことにより、乗用車保有・利用の地域・時系列構造を明らかに  

し、乗用車利用・に伴う諸問題の解決のための政策が検討できるような分析ツールとしての  

活用を図ることをめざす。  

（2）乗用車保有・利用構造の地域・時系列特性の把握   

自動車の保有と利用は、それぞれ保有台数、総走行台キロの全国値で互いの関係をみる  

と相関がほぼ1に近く、総有台数が増えれば総走行台キロも同様に増えるという関係であ  

る、つ しかし、保有と利用の度合、すなわち保有水準として「世帯当り保有台数」、利用水  

準として「台当り年間走行距離」をみると、地域的な違い、時系列的な変化が明確となり、  

また地域属性の違いによる保有と利用の違いを説明することが可能となる1   

そこで本研究は、上述したバネ／レ分析手法を用いた地域別時系列分析方法により、乗用  

車利用に関わる政策変数を含む地域属性が保有水準、利用水準に与える影響の地域・時系  

列特性を明らかにする。   

保有水準としては、乗用車の世帯当り保有台数を取り上げる。利用水準としては、乗用  

車の台当り年問走行距離を考慮すべきであるが、データの利用可能性から年間走行距離デ  

ータを都道府県別に毎年のデータを揃えることができないため、代理指標として乗用車の  

台当りガソ リン消費量を取り上げる〕そして、モータリゼーションの進展が急速に進んで  

きた19G5年（昭和4（）牢）から最近の1993年（平成5年）までの毎年の都道府県別デ←  

タを用いて、地域・時点の特徴を考渡したパネル分析モデ′レを構築し、保有水準、利用水  

準の過去の推移を高桁度で再現することを目指すと同時に、将来予測モデルとしての適用  

可能性も検討するく、  
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（3）乗用車利用に対する地域的政策の評価   

乗用車の普及は、道路整備の考え方を変え、地域構造をも変えてきた。そして、さらに  

その道路整備と地域構造が乗用車の普及を進めてきているのがこれまでの経過であるとい  

える。その反面、道路インフラの不足による道路混雑、排気ガスによる大気汚染、燃料消  

費に伴う二酸化炭素濃度の上昇、交通事故の増加といった問題が顕在化し、このまま乗用  

車の増加を野放しにすることは出来ない時に来ている。   

今後、乗用車利用の増加の問題に対応するためには、TDMのような局所的・短期的な政  

策だけではなく、地域全体としての長期的な視点から保有・利用の構造を変革させていく  

政策も必要である。   

本研究は、乗用車利用の需要発生と関わる政策変数となりうる地域属性に焦点をあて、  

その政策変数の変化が乗用車利用の増減、および乗用車利用に伴う環境負荷の増減に対し  

てどの程度影響するのかを地域別に明らかにする。   

具体的な政策要因としては、乗用車の普及、利用に大きな影響を与えてきたと考えられ  

る、道路整備水準、人口分布からみた地域構造、ガソリン価格を取り上げるっ これらの要  

因は、将来政策的に変えていくことが可能であり、乗用車利用の需要を地域レベルでコン  

トロ…ルすることが出来る可能性を持っものである、。  

】．．2．2 研究の構成   

本研究の構成は、図1．2．1に示す通りである．っ   

研究の背景で述べたように、日本におけるモータリゼ←ションの進展に伴い乗用車の保  

有・利用構造に変化が起きていることを背景に、地域構造に関わる政策の必要性が出てき  

ている′＿」第2章においては、モータリゼーションによる影響と従来の政策の考え方につい  

て宝とめ、今後の政策立案のために必要となる乗用車保有・利用分析手法の考え方につい  

て述べる．1   

第3章では、乗用蜜保有・利用の地域別時系列分析を進めるにあたっての、保有・利用  

と地域構造との関係の考え方、地域・時点区分の考え方、そして保有・利用に影響を及ぼ  

す要因の抽出を行う．「   

節2、：〕壁において提示した、保有・利用分析の枠組みを踏まえて、第4章においては  

乗用耽の保有水準に関して、第5蟹においては利用水準に関して、都道府県別の19G5年か  

ら1▲993年までの毎年のデータを用いて地域・時系列特性の把握を行う。   

第4童の保有水準の分析では、保有水準として世帯当り保有台数（保有率）を放り上げ、  

保有率の動「声i］、猥響要因との閲係〟）地域・時系列特性を踏まえた上で、バネ／レ分析モデル  

の適用を試みる】「′ そして、バネ／レ分析モデルの説明力と予測力の評価を行う、、   

第5章では、利用水準指標として台当りガソリン消費最を用いることを提案し、台当り  

消費量と揖響要因の地域■時系列特性を踏まえて、パネ′レ分析モデ′レを構築する．そして、  
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このモデルの説明力と予測力の検討を行う．。   

第6費では、第4牽と第5章において構築した保有率モデルと台当り消費量モデルを用  

いて、2（〕（）〔）年時点における乗用車利用の将来予測を試みるっ ここでは、単に将来予測を行  

うのではなく、モデルの説明変数として、乗用車利用の需要をコントロールできる可能性  

のある政策変数を用いていることから、政策が乗用車利用や利用に伴う環境負荷に対して  

どの程度影響を及ぼすのかを検討する〕   

以上の分析を通じて得られた知見を取りまとめて第7牽で本研究の結論を示す一つ  

＜節l牽参考文献＞  

太田傭敬川）三相）．「都市端境改静′■、＼の交通需要マネジメントrrl〕M）によるアプローチ」，資  

棟環境対策，Vol」〕LNo．1．，Ⅰ）l）．17－25．  

建設省（＝井眉），わが国におけろ交通帝要マネジメント実施の手引き（平成8年度版）．交通需  

要マネジメントに関する調査研究委員会．  

（沌（コl〕（1ざ）！）4），（】or将eドt：i（）n（コロrllノr（）1an（lI〕川－an〔lMaIla那meIll‥  
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第2車 乗用車利用に関わる政策のための需要予測方法   

本章では、日本におけるモー膚 タリゼーションの進展の過程とモータリゼーションに伴う  

社会的影響を踏まえた上で、乗用車利用の増加に伴う様々な問題に対して、 どのような需  

要予測手法を用いて乗用車利用駄を予測し、政策の立案を行ってきたのかを整理し、需要  

予測手法と政策評価における問題点を指摘する．1そして、今後の政策立案のために必要と  

なる地域別詔要予測手法としてパネル分析手法を適用することの意義を示す，二．  

2．1 日本におけるモーークリゼーーションの進展と社会的影響  

2．］．1 乗用車保イさ】‾の推移   

わが国（ノ拍動舶私灯台放鳥、1～う65年に約7f）（）ガ台であったのが、】しミ）ミ）6年には約7，り川）  

万台に達している1ニのうち、一川一般世帯において用いられる自家用乗用壁と軽自助師ノノ保  

有台数を見ると、用（一拍裾よ総保有台数山44．6（祐であったのが、1！）9G糾こは総保有☆敷明  

8（）．＝もをrtrめる宝でになっていろ 

乗用二弦叫呆有台事汀＝軋加情巨一・途を辿七ているが、世帯当りの保有台数（世稚：保有率）と  

いう保有水準に粟＝†してみろと、地域による違いや時系列の変化が見られる（図2．1．1）  

自動周㍑十モだ欄溝射訂－ごあった1f〕川）年代においては、相対的に平均所得が高・く、また法人所  

イ！一－ノルヒヰミがl‡‘J；か′＿ノた大部†軌阻城において保有率が高かった二．現在では大都市地域∽カ湘他  

図2．l．1it川㍗ユtlり保有台数ノ）推移（自暴瀾飛脚車十憧自動弱：都道昭職制：＝）購－さ）5隼）  
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地域と比較して保有率が低くなっており、地方においては、急速に保有率が上昇している  

ところもあればそうでないところもあり、地域における様々な要因が影響していると見ら  

れる．1  

2．1．2 保有と利用の関係の推移   

自家用乗用車の保有台数と走行台キロを全国値で比較すると、利用が保有に比例して増  

加している関係となっているが、利用水準の指標として走行台キロを保有台数で除した「年  

間走行距離」を、保有水準の指標として「世帯保有率」をとって両者の関係を見ると（図  

2．1．2）、保有水準が概ね0，2台／世帯までは増加しているがそれ以降は、保有水準の上昇に  

図2．1．2 年間走行距離と世帯保有率の関係  

（自家用乗用車；全国平均；1965～94年）  
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伴い利用水準が低下し、近年は1万km前後で推移しているっ   

一方、道路交通センサスのデータを用いてある1日の利用状況における保有と利用の関  

係をみる、つその日に運行された車両の日当り走行距離と世帯保有率との関係を1990年のデ  

ータを用いて県別に見てみると（図2．1．3）、保有率が高いほど走行距離が短くなる負の相  

関が見られ、地域別に見ても保有水準が高いところほど利用水準が低くなる傾向が見られ  

る〕   

このように、保有と利用とは概ね負の相関関係が認められるが、同時に時系列的、地域  

的な違いも見られる。このことから、将来の保有と利用は地域により異なる状況が表われ  

るものと考えられ、これを十分に政策立案・評価に反映することの重要性が指摘できる。  

2．1」〕モータリゼ←ションの進展に伴う影響   

人々の生活の中に乗用車が普及していくにつれ、人々のライフスタイルは大きく変化し、  

またそれに伴って、商業施設の立地変化に代表されるような都市施設の立地や人々の居住  

地・居住形態が大きく変化してきた。その一方で、ますます増加する自動車需要に道路整  

備が追いつかず、道路渋滞の発生が顕著になってきている，。さらには、自動車交通の増加  

に伴って排ガスによる大気汚染や交通事故の増加、燃料消費の増大による地球温暖化問題  

への危惧といった影響が懸念されている．っ   

乗用車利用の普及による影響を具体的に挙げてみると、生活環境の変化に関しては、乗  

用車を所有すろことで多少交通不便なところでも住むことが可能となるため、都市の郊外  

部でマ イホーーームを持つということが可能となる．っその結果、比較的低密な市街地が拡大す  

ることになり、これは例えば人口集中地区（DID）の人口密度の単調な減少という形で  

端的に表れているノまた、商業立地も乗用車保有を前提にして、郊外部の幹線道路沿いに  

大規模駐車場を備えたいわゆる仁仁一ードサイド店が多くなっているリ   

ニのように乗用塞利用がますます増加していく生活環境の中で、道路整備ほあまり進ん  

でいない‥そのため、道路混雑が各所で発生し、平均走行速度は年々遅くなっていく傾向  

にあるノ また、自動車利用の増加とと・もに交通事故件数も増加しており、道路整備の拡充  

とともに交通安全対策も重要な課題となっている．〕   

さらに、自動薙咋り用の増加は、排気ガスに伴う大気汚染にも影響を与えており、排出さ  
れる汚放物質の中の－・一つである二酸化窒素濃度はあまり改善されていない状況にある・Jま  

た、近年では二酸イヒ炭素濃度の上昇に伴う地球温暖化が懸念されており、二酸化炭素の排  

出源として運輸部削が2割近くを占めているといわれている（環境白杏（1995））Ll主とし  

て化石燃料をエわレギーとして用いている自動革の利用増加は、すなわち二酸化炭素排出  
釦〕上馴‖に直接つ木がっており、地球環境の面からも自動荘利用を管理していくことが望  

まれている  
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2．2 乗用車利用に関わる政策のための需要予測方法  

2．2．1道路整備計画における需要予測方法   

自動車利用に関わる最も重要な政策の一つは道路整備政策であり、我が国では昭和29年  

に策定された道路整備五箇年計画から本格的な道路整備が始まっている（富樫（1954））。  

昭和30年代の第2次～第4次五箇年計画においては、経済発展のた裾こ必要な道路の整備  

目標を設定し、その整備目標に向かって道路整備がなされていた（関盛（1959），豊田（1964），  

三野（1965））。昭和40年代に入ってからの第5次五箇年計画になると、交通量の増大、交  

通事故の増加を背景に、自動車走行台キロの予測を基礎指標として整備量の算定が行われ  

るようになった（建設省道路局企画課（1968））。さらに、昭和44年（1969年）の新全国  

総合開発計画を受けた第6次五箇年計画では、地域別に走行台キロの予測が行われるよう  

になった（建設省道路局企画課（1971））。．これ以降の道路整備五箇年計画においては、地  

域別走行台キロの予測をもとに整備目標と道路種別ごとの事業量が決定されている（野村  

（1977），野村（1978））。しかし、道路整備五箇年計画における計画内容は国全体の道路整備  

目標をマクロに策定しているに過ぎず、具体、個別の整備計画を示していない。そのため、  

地域別に交通量の予測を行っていても、実際の整備量の地域配分は予算要求の時点で決定  

される形となっているっ   

次に、具体的な予測方法について見てみると、第7次道路整備五箇年計画（建設省道路  

局（1972））においては旅客（乗用車、バス）の交通需要を、全国を14ブロックに分割した  

上で、「人口フレーム」→「旅客輸送量」→「自動車輸送量」→「自動車保有台数」→「走  

行台キロ」の段階を追って、地域別の原単位を用いて推計を行っているコ そして、各地域  

の走行台キロをもとに将来OD交通量を推計した上で、必要となる道路整備量の算定を行  

っていたっ   

しかし、第10次道路整備五箇年計画（建設省道路局（1988））においては、人口フレーム  

から走行台キロに至る推計が全国値のみの予測が示されるようになり、各項目の推計に用  

いられる原単位の地域による違いが明示されないような形に変わっているコ現実としては、  

近年ほど自動車の保有水準の地域差が大きく、台当りの年間走行距離も変化してきており、  

むしろこの頃からの方が地域別の走行台キロの予測の重要性が高くなっていると考えられ  

る「   

一方、道路五箇年計画における走行台キロ予測のインプットデータは人口データだけで  

あり、社会的な状況の変化や政策を考慮することが困難な推計フレームであった・。そこで、  

橋口ら（19さ〕2）は、保有台数の予測のために免許保有率等を取り入れた改善の試みを行なっ  

てはいるが、依然として全国値出みの推計方法であり、地域による違いが考慮できる方法  

ではない∴．様々な政策や変数を取り入れる方法としては、Ⅰミez～lan（1St）iro（1979）による線  

形回帰モデ′レを用いた走行台キロの推計方法の方がより汎用性の高い方法であろう。   

地域レべ′レにおいて走行台キ【Jと道路藍傭儲を考慮している例としては、神崎ら（1989）  
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が、中部地方の10都市を取り上げ、社会経済属性と走行台キロ、そして、走行台キロと道  

路整備量の関係を分析しているが、全国の都市あるいは地域を対象とした分析は見られな  

い。   

このように、交通需要の地域別将来予測は道路整備五箇年計画において行なわれている  

ものの、原単位を用いて積み上げていく方法であるために、予測フローにおいて取り入れ  

られた項目だけしか状況の変化を組み込むことのできない点で、硬直的な方法であるとい  

える。今後の自動車の使われ方が様々な要因の影響を受けて変化し、また地域により影響  

の受け方が違うことを考えると、様々な要因が考慮でき、地域の違いを反映した交通需要  

予測手法に基づく道路計画が必要になってくるであろう。  

2．2．2 その他の政策における交通需要予測  

（1）環境政策   

道路交通に関わる環境問題としては、排出ガスに含まれる汚染物質による大気汚染が大  

きな問題の一つとなっている。   

環境庁は従来より窒素酸化物の濃度測定を全国各地で継続的に行い、大気汚染状況の監  

硯を続けているが、今日のモ←タリゼーションの進展により環境基準を達成されない地点  

が減らない状態が続いている。この問題に対しては、従来より自動車の構造等の改善によ  

る排出量削減策がとられ、排ガス規制を年々強化してきている。しかし、自動車台数が増  

加している中においては、この発生源対策だけでは根本的な対策とはならないため、近年  

においてほ、低公害車の普及促進、交通運用管理、道路構造の改善などの対策を複合的に  

行うことを目指している（環境白書（1．995））。   

自動車の利用に伴う環境に与える影響を評価する研究としては、ディーゼル車の普及率  

によるNOxの排出量の推計を行ったものとして森杉・大野・川俣（1990）、都市圏における  

自動車排出ガス排出量の推定を行った例として黒川い石田・谷口（1993）、都市レベルでの  

交通分担の違いによるCO2排出量を推計したものとして林ら（1995）などがある、。   

森杉・大野・川俣（199印は、コーホートモデ′レによりディーゼル車の普及率を推計して  

いるため、全国レベルの分析となっており、地域別に適用することは難しい。黒川・石田・  

谷口（199：う）は、交通配分シミュレーションにより各リンクの走行台キロ及び走行速度を算  

出し、これにNOxの排出係数を乗じることにより算出しているが、しかし、配分計算対  

象とならない内々交通量については別途に排出量の推定を行う必要があるほか、四段階推  

定法を応用しているために、考慮できる政策が限られることや推定作業が煩雑であるとい  

った問題がある、また、四段階推定法の応用による走行台キロの推定であるため、発生・  

集中交通量と道路ネットワークに関する施策しか取り込むことができず、自動紅以外の交  

通手段との関係を表現することができない問題がある．1林ら（1995）は、交通分担の変更と  

いう政策に絞って分析を行っており、それ以外の政策を考慮することは難しい．・  
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（2）エネルギー 政策  

1・97：ヨ年に原油供給の縮小による原油価格の急騰により、石油危機といわれる問題が発生  

した1〕この時人々は、石油の供給が少ないなりに、石油製品利用の自粛、自動車利用の自  

粛によって生活してきた′つそれ以後、1979年に第二次石油危機が発生したものの、それ以  

降は原油の供給に問題が起こることなく、石油製品の需要や自動車の利用は順調に伸び続  

けた、［一省エネルギーが叫ばれているにも関わらず、世の中はますますエネ／レギー多消費型  

の生活へと移行してきた。   

しかし、近年になって、化石燃料消費に伴う二酸化炭素排出量の増加が地球環境に影響  

を与える可能性が指摘されており、省エネルギー型の生活様式への移行、そして自動車利  

用に関していえば、利用の抑制や他の燃料消費の少ない交通手段への転換を図る必要性が  

指摘されていろ（資條エネ′レギーー庁（1993）トコ   

燃料消費の少ない生溝引■ま、石油危機の時に経験はしているものの、それを無理なく実行  

るような形に生括様式を変えたり、社会の構造を変える必要がある。自動車交通に関  

しても、自動車を使わなくてもよい都市づくりや公共交通機関の整備を行うことにより、  

自動東利用を抑制し、地球環境問題やエネルギー消費の抑制へ貢献する必要がある．コ   

交通関連明エネルギー消酎こ関する研究は、オイルショックによるエネルギー問題に端  

を発したものが多く、自動車燃料消費飽に関する研究が行われた例としては、Reza an（l  

SI）ilて）（197さ〕）がアメリカにおける】朋9年から76年までの四半期データを用いてガソリン  

消紺擢を説明ナろために、所得、保有台数等を説明変数として走行台マイルの推定を行っ  

たもJ〕がある．   

近坤ノ〕研究＝、地球胤瞳化という地球環境問題と関連しており、自動車から排出される  

（】（二）2排出段の推定は、（二〔）2排出統が燃髪別こ比例することから燃料消費最の推移を分析する  

ことと相通じろアプロ｝チとなろト ニの点は、オイルショック時におけるエネルギー問題  

と典通すか阻撼意識である 

（：う）交通安全政策   

F］木け道路交通事故に上る死傷者数け昭和40年代の前半期にモー一夕リゼーションの進  

展とともに急速に増加し、昭和′15哨こおいて史上放多の死傷者数を記録した．っその後、交  

通安全対策基本はの制定に上り交通安全対策が強化され、昭和52判こは昭和45年の約半  

数にまで死傷甘数を減らサニとができた1「しかし、それ以後H死傷者数、事故件数の増川［】  

が統いてい る こけ）要睦はしてf・．ま、経抑舌助の活発化や閲民生活の変化に伴って自動壁交  

通が硯勅に頻用】していろだけでなく、夜型生活の普及に代衣される即勺な変化が起きてい  

ろことが考えこ〕れている   

今後レ＿）変通安全政策を考えていくた裾こi■よ、従来のような施澱整備U）推進だけでなく、  

総手刷苫動や生活様式㌦価から自動車交通のあり方を見直していく視点が必斐となっている  

（似通安全rt卜Lぎ圧1さ）さ）5））、  
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2．3 パネル分析手法を用いた政策評価モデルの作成  

2」ヨ，1乗用車利用に関わる政策の評価方法の検討   

本研究では乗用車利用の観点から今後の自動車社会のあり方が検討できるように、図  

2」う．1のような政策評価の枠組みを考えるで）この評価方法には、次のような特徴がある．。  

（1）乗用車利用需要を説明するモデルの中に、需要をコントロールできる可能性のある道  

路整傭方策や都市・地域構造を政策変数として取り入れる。  

（2）評価指標として、保有台数、利用距離といった直接的な指標だけではなく、利用に伴  

うガソリン消費盈や、二酸化炭素排出畳、排ガス中に含まれる汚染物質排出量といっ  

た環境負荷に関わる指標を貸出し、自軌車利用に関わる総合的な評価ができるように  

する‘＝．  

（：】）地域毎に政策目標の検討と評価が可能となるよう、地域別に指標を算出する。）  

（4）各地域における保有と利用の将来動向を評価するために、保有・利用の過去の推移を  

説明するモデルを地域別時系列デ←タを用いることにより構築する．〕   

以下では、乗用壁の保有と利用の把握において地域別時系列デ｝タを扱うにあたって、  

どのような分析方法が投薬され、それぞれの分析方法の特徴、限界は何であるかを踏まえ、  

本研究において用いる分析方法を検討ナる 

図2．：j．1乗用串利月＝こ「遇わる政策評価の枠組み  

1：う   



2．3．2 保有・利用構造の地域差とその時系列推移の把握   

モ←タリゼーションの進展は乗用車の保有と利用の増大をもたらしたが、それはどのよ  

うな要因が影響してきたのか、そしてまた地域による保有・利用水準の違いはどのような  

要因の差が影響しているのかを明らかにする必要がある。そのことにより、乗用車利用を  

コントロールするという需要管理政策への知見を得ることが可能になると考えられる。   

従来の分析の考え方として、通常、地域差を把握するにはある時点における各地域のデ  

ータを用いて分析をする「クロスセクション分析」を行い、時系列推移を把握するにはあ  

る地域についての各時点のデ←タを用いて分析する「時系列データ分析」を行なっていた。   

従来の保有分析手法をこの観点から見ると、Chow（1957），Nerlove（1957），Suit（1958）を  

はじめとするフローストック分析（日本の例では、小出（1970）、大山・川嶋（1983）など）と、  

Tanner（1962），Tanner（1978），Button，FowkesandPearman（1980）などの成長曲線分析は、  

…国あるいは一地域を対象として、時系列推移の把握と将来予測を行うものである。しか  

し、複数の地域の時系列推移を同一のモデル式で表現することができないため、地域間の  

差を明確に表現することはできない～⊃   

一方、所得、人口密度などの地域属性を説明変数として保有を説明する回帰分析の多く  

は、Tanner（196：3），BeesleyandKain（1964），Button（1973），Fairhurst（1975）などのように  

地域間の差を説明するクロスセクション分析の形をとっており、ある時点における保有や  

利用に対する社会経済属性の影響度合の地域差を説明している（二，しかし、分析時点におい  

てその関係が成り立っているとしても、将来においてもその関係が続くとは限らないため、  

クロスセクションモデルは正しく将来予測ができるとは限らない。そこで、芦沢（1979）、  

鹿島ら（198（））、肥田野・鹿島（1985）においてほ、複数の時点についてクロスセクションモ  

デルを構築し、地域差の時系列推移を表現しようとしているが、各時点のモデルは別個な  

モデルであるた裾こ、モデル間のパラメータ比較を行うことはできず、変化しているとい  

うことは分かるが、何がどの程度影響しているかを比較することはできないっ また、各地  

域の時系列データをプー／レして、同一のモデル式により保有を説明するという「プーリン  

グモデル」を作るという考え方もあるが（Block推計ともいわれる（Bennet；1979））、  

地域差あるいは時間的な系列を持つデータの場合、異常なパラメータ値を推計してしまう  

生態学的相関の問題が生じることが知られており、将来予測モデルとしては不適当である  

といえる．ノ また、「回帰分析」によるアプローチでは、ある地域についての時系列データ  

を用いて分析することも可能であるが、一般的に時系列データは上方トレンドを持つもの  

が多く、変数間の相関が高いため、回帰モデルのパラメータ推定の際に多重共線性の問題  

が生じやすく、保有の時系列分析にはあまり適していないといえる（刈谷（1985））。   

このように、従来の時系列分析やクモブスセクション分析においては保有・利用構造∽地  

域差とその時系列推移を十分把握できていないのが現状である「、  

ユ．4   



2．3．3 地域別時系列分析とパネル分析手法   

時系列変化の地域による違い、地域間の関係の時系列的な変化の把握に対応するために  

は、各地域の時系列データを用いた分析が必要となる。この地域別時系列データを用いる  

分析の方法としては、時系列モデルを多地域について同時に分析する方法（古藤（1993））  

や、空間的時間的な相関関係を自己相関モデルにより表現する方法（Bennett（1979））、線  

形回帰モデルに地域、時点の違いを導入する方法（Zellner（1962），Hsiao（1986））などがあ  

るく。   

地域毎の時系列成長曲線の時間的遅れを検討している古藤（1993）のモデルは、乗用車保  

有水準のように増加を続けている事象を説明するには適しているが、利用水準のように推  

移の傾向が明確でない場合には、地域による時間的遅れを考慮することができなくなる。  

Bennett（1979）などによる時空間相関の利用においては、事象そのものの推移を時空間的な  

推移行列により表すため、他の要因の影響を明示的に考慮できないコ 本研究においては、  

乗用車保有と利用に影響を及ぼす要因の地域による違いや時系列推移を明らかにすること  

を目的としており、その点においては、様々な要因の影響を明示的に考慮することができ  

る線形回帰モデルを応用した方法、すなわちHsiao（1986）において示されている「パネル分  

析」の手法が最も適した分析方法であるといえる。   

パネル分析手法の発想はもともと個人や世帯といった非集計データを扱ったモデル構築  

であり、各個人の履歴のデータを用いることにより、より精度の高いモデルの構築を目指  

して提案されている〕パネル分析を用いた代表的な分析例としては、Hartogら（1990）の労  

働市場における分析や、交通行動分析においてはKitamura（1987）などの自動車保有行動に  

関する分析がなされている二▲   

パネル分析手法としては、連続量の変数に対応した線形回帰モデルや自己回帰モデルだ  

けでなく、離散畳に対応したモデルも提案されており、非集計データの取り扱いを中心と  

した研究が多くなされている1日本においても、交通行動分析を中心に、杉恵・羽藤・藤  

原（1＿992），西井・近藤（1，992）、内田・飯田（199：ヨ），兵藤・森地（1994），佐々木・杉山・森川（1995）・  

西井・北村・近藤・弦問（1995）などの研究がある。 しかし、個人データはデータの収集に  

多くの費用と労力がかかり、繰り返し調査による被調査者への過大な負担、回答疲れによ  

るバイアスの発生、回答の質の低下といった問題を含んでいるほか、離散量データである  

ことにより複椎なモデル構造と推定技術の問題が存在する。   

一方、地域レべ／レのデータを考えると、従来より様々な統計が取られており、日本にお  

ける統計データの蓄梢は世界的に見て充実している．。しかし、従来はこのような地域時系  

列データを分析する方法が確立していなかったために、単なるクロスセクション分析にと  

どまっているものが多かった‥ このような集計データは人口や所得のように定蓑的なもの  

を表す連続最であり、比例尺度であることから、モデ′レとして取り扱いが容易である線形  
モデルを適用することができる、）近年では、集計データによるパネル分析の適用もみられ、  

日本の例では、都市別の生産関数に適用した小林（1992）の研究や地価分析に適用している  
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吉田・大西（1993），鹿瀬・青山・井上（1995）などがあるが、交通分野において最初に適用  

を試みているのは伊藤・石田（199：∋）である。   

パネル分析における集計データと非集計データの違いをデータの定義、特徴、分析方法  

の観点からまとめると、表2」ヨ．1のようになる．。集計パネルは、地域を単位としたデータで  

あるため、地域間の独立性の保証がなく、パネルデータの定義からすると擬似的なパネル  

データである．っ しかし、モデル分析を行う場合、地域間の独立性が保たれていると仮定す  

れば、統計分析上は非集計データに適用されるモデルと同様に扱うことが可能である。さ  

らに、集計デー一夕の多くは連続畳データとなるため分析手法が簡便になることから、非集  

計データによる分析と比較して、デいタの豊富さ、分析方法の簡便さゆえに、手軽に数多  

くの知見を得ることが可能な分析手法であることが言える（伊藤・石田（1994））。。   

そこで、本研究は乗周畢保有・利用に関わる地域別時系列データを集計パネルデータと  

みなすことにより、パネル分析手法として提案されている線形回帰モデルを応用したモデ  

ルを川いて、乗用車保有と乗用車利用のモデルの構築を行う．）その際に、時系列データの  

特徴やクロスセクションデーータの特徴を捉えるために、従来の時系列分析とクロスセクシ  

ョン分析による事前分析を踏まえた上で、バネ／レ分析手法を適用するプロセスを提案する． 

表2．こう．1集計パネルと非集計バネ／レの比較  

集計パネル   非集計パネル   

デーーータ〝）定義   疑似パネ／レデータ   其のパネルデータ  

→牒小一地域単位で同一一の  －〉意志決定主体として位  

綱査方法に基づく時系列  置づけられる個人に対し  

デーー一夕   ての繰り返し調査データ   

デー一夕び）特徴   ・収集コストが安い   ・データ収集、調査に多大  

・広こい範囲をカバー（人   な費用と労力  

口、交通、産業、… 等）  ・調査疲れ、Att工・itiorl  
Biとl．S等の問題   

モデル分析（ノ）  三吉．：として連続量データで   離散データに基づく個人   

方は   あるので線形回帰モデル  行動を表すモデ′レである  

の．上うに推定が比較的容  ため複雑なモデ／レ柄造と  

易なモデルを用いること  

ができる   

2．：う．′1保存・利川椚罠押）変化を踏モえた将来了潮り   

地域別にあろ指楯のイ測を－jて）場合に行われる従来からの方はとしては、各地域毎に時  

系列デー・1一夕を川いたトレンド了刷りを行う方は、ある時′・餌〕糾出」射■）クロスセクションデーー  

タを用いて地域兢性と（川封係から捷】果モデル射埠築しそレ〕モデルを剛、て将来予測を行う  

方法、がある、しかし、地域毎のトレンド予測においては、予測モデ′レが通常は時間を説  

明変数とした成長モデ／レであることが多く、地域属性や政策が考ぼできる形になっていな  

Icj. 



いこと、またモデルを各地域毎に構築しなければならないため、地域相互の関係が考慮さ  

れない、といった問題点が存在ナる。他方、クロスセクションデータによる予測において  

は、構築するモデ／レにおいて地域属性を考慮できる因果関係モデルを用いることができる  

反面、構築したモデルはその時点における関係を示しているに過ぎないために将来におい  

てその関係が成り立っことが保証できないため、予測が正しいとは限らない。   

パネル分析手法を適用して構築したモデルは、地域・時系列特性を考慮して過去のデー  

タの再現性を高めるばかりでなく、時系列分析とクロスセクション分析の欠点を互いに補  

なっている点から、予測精度を向上させるモデルとしての有用性も大きいと考えられてい  

サ イニト 

本研究では、保有と利用に関するデー一夕の地域・時系列特性の十分な吟味を行ってモデ  

ルの構築を行うとともに、地域・時点特性や要因の地域差・時系列変化を考慮できるよう  

な予測モデルとしての活用も考慮する． 

2．4 まとめ   

本章では日本におけるモータリゼーーションの進展に伴って、乗用車利用が増加すること  

による社会的影響を概観した上で、道路整備をはじめとする乗用寛利用に関わる政策にお  

ける予測手法と政策評価における問題点を指摘した。そして、今後の道路交通政策のため  

の予測評価手はとしてパネル分析手法を適用することの意義を示した．っ  

（1）モーークリゼー膚ション（ノ〕進展に伴う社会的影響について   

乗用肛の普及ほ急速に進展してきたが、保有状況を地域別に見るとその進展の度合が大  

きく異なっている，吏た、保有〟こ）進展状況の違いは利用状況の差異を生んでいる。乗用車  

保有と利用の状況（／〕地域的な違いは、 各地域における様々な要因が影響していると考えら  

れるが、逆に乗用壁∽保有・利用の進展が人々のライフスタイ′レを大きく変化させ、都市  

や地域の構造せも変化させるに至っている1〕   

そのような状況を考えた上で、ますます増加する自動車需要に道路整備が追いつかない  

た裾こ起きる道路渋榔等ゾ）道路交通事据付）慾化、排ガスによる大気汚狼や交通事故の増加、  

燃料消理の増大による地球況憶化関越への危惧といった酢響への対応策としては、人々の  

ライフスタイ′レや都庁卜地域補遺を政策的に誘導することにより乗用斑の利用君要を管理  

することが必要となることを示した  

（2）来川車利川に【与与jわ別女策レ）た机のナ測手法に閲して   

道路整帆汁匝‖こ閲わる交j射言要丁側i・u土、阻酬立を剛、て和み」二げていく方はであるため  

に、予測フロ岬において取り入れられた項目だけしか状況の変化を組み込むことのできな  

い点で咄直的なカはであること、地域別に予測を行っていても実際の予算配分においては  
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その予測結果が十分に反映されていないという問題がある。今後の自動車の使われ方が  

様々な要因の影響を受けて変化し、また地域により影響の受け方が違うことを考えると、  

様々な要因が考慮でき、地域の違いを反映した交通需要予測手法に基づく道路計画が必要  

となることを指摘した．1   

また、環境政策、エネルギー政策等においても、低公害車の普及促進、交通需要管理、  

道路構造の改酵などの政策が唱えられているものの、従来の予測・分析においては、ある  

特定の政策のみの効果分析にとどまっており、複数の政策の比較検討をする評価フレーム  

の必要性を指摘した．＿，  

（：ヨ）パネル分析手怯の適f酎こついて   

線形回帰モデルは、地域レベルの集計データを用いて、様々な政策変数を考慮して行う  

ことができる点において、諸政策の地域別予測評価モデルとしてふさわしく、また簡便に  

取り経えぞ）メリットもある．さらに、バネ／レ分析手法を応用することにより、地域別時系  

列デー彗 タを聞いて、過去∽灘移を忠実に再現し、将来予測を高精度で行うことができる可  

敵性を縛っているり   

地域別にある指標の予測を・する場合に行われる従来からの方法としては、各地域毎に時  

系列デー・一夕を用いたトレンド予測を行う方法、ある時点の各地域のクロスセクションデー  

タを用いて地域属性との関係から因果モデルを構築しそのモデルを用いて将来予測を行う  

方法、があった しかし、地域称ノ）トレンド予測においては、予測モデ／レが通常は時間を  

紺り腰放とLた成長モデ′レであろことが多く、地域屈性や政策が考慮できる形になってい  

ないこと、またモデルを各地域妬こ構築しなければならないため、地域相互の関係が考慮  

されない、といった問題点が存在ナる、〕他方、クロスセクションデータによる予測におい  

ては、構窮ナろモデルにおいて地域屈性を考慮できる因果関係モデルを用いることができ  

る反面、構築したモデ叫上そ（ノ州鼠点における関係を示しているに過ぎないために将来にお  

いてその関係が成り立っことが保鉦できないため、予測が正しいとほ限らない．。   

パネル分析手はを適川して構築したモデルほ、地域・時系列特性を考慮できることから、  

過去∽デ｝タの再現性を高軌るばかりでなく、時系列分析とクロスセクション分析の欠点  

を狛、に柚なっていることから、予測精度を向上させるモデルとしての有用性も大きいと  

考えられ？ニ） 

従って、地域・時′敵陣怖や繁閑の地域差・時届列変化を考慮できるような政策評価ツー  

ルとして、パネル分析手は如拙＝ノて酎桐工保有と利用のモデルを構築することば、十分  

駄滝があることをホLた 
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第3車 乗用車保有・利用構造と地域集計データ   

本章では、乗用車保有・利用構造に関して、従来の研究で取り上げられてきた手法と考  

え方を整理し、本研究で考慮する乗用車保有・利用構造についての考え方と利用可能な統  

計デ…タの検討を行う－）また、保有・利用のモデル分析を行なうのに適当な地域単位、時  

点間陥の検討のために、乗用車保有と利f附こ関する統計データの種類・調査方法の整理と、  

保有・利用特性の分析を行う〕  

3．1 従来の保有・利用構造の考え方  

：う．1．1保有台数の予測方法   

従来より、保有台数明予測に関しては様々な考え方が示されてきた。   

古くはChow（1957）による、新規需要（フロー）と保有台数（ストック）の関係から保  

有台数を説明する「フロー膚ストック分析」あるいは「ストック調整分析」に始まる．っ この  

もとの考えは、耐久消紛財山替及過程を説明するモデルとして考えられたもので、ストッ  

クが上界ナるにつれ、フローーが小さくなっていくという仮定をしているものである。しか  

し、乗梓川1二山フロー駄を考えると、放気変動や燃料価格、インフレによる自動車価格の変  

動などの断蘭により全く不安定な状態になる傾向にあり予測が難しい面もあることが指摘  

されている（アルシュトラ・一一他；1ミ）糾）   

つづいて出てきたアプロー▲一一チ は、′【1ann肝（1．5）〔；2）に代表される成長曲線による分析である二  

これは、時間を軸とした保有台数の増加の過程をロジスティック曲線などの曲線で近似す  

ることを拭みたものである．この分析により保有の時系列推移はある程度表現することが  

できるが、保有レベルの上限と考えられろ飽和水準に達しつつある先進諸国以外の国では  

モデ／レの適合度があまり高くないなど（ノ）問題′氏が指摘されていろ（佐藤；1982）．ぅ保有の飽  

和水準をあらかじ琉仮定していろことや、時間以外の要因が考慮されていないために、飽  

和水準を誰kて設定する可能性があるためである．，また、社会経済状況が異なる場合には  

モデル（ノ〕j成合度が懲くなる関越も生じろ 

ニ‡．仁2 保イ1‘要因の分析   

そこで、 次にでてきた考え方が、人竺1り保有台数や性借当り保有台数といった保有率す  

なわち保存水準を所和束ど出仕会経済購悼との閲係から求めようというものである．J   

こ（ノ〕分析において㍑、束川車保存に対してどのょうな社会経済屈性が彩管しているかを  

明らかにナるた裾こ跡形回帰ヤデルや曲細岡帰モデルが川いられているり   

尉響要［州として最も多〈取り上げられているのは所得であり、地域の所得レベルにより  

保有率を分析しているもの（Ⅰヨtl＝（）11（1ミ）8（））など）や所得分和から保有率を求める方法  
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（Mo酢id卵（1967），伊吹山（1986）など）がみられる、。その他の社会経済属性を扱った例と  

してほ、ガソリン価格との関係を分析したもの（BlomqvistandHaessel；1978）や道路へ  

のアクセスのしやすさや公共交通の整備水準との関係を扱ったもの岬airburst（1975）な  

ど）がある．、、  

：う．1Jヨ 利用数の分析   

乗用車利f削こ関する分析には、個人・世帯の交通行動における乗用車保有と利用の関係  

を説明しているもの（Gol（・）t）（1ミ）9（））、圭一Iensheran（lSmith（1990））をはじめとする数多くの  

研究がある1地域レべ′レにおける保有と利用の関係を分析Lているものとしては、保有率  

をもとに乗用車の分担率を求めているKainan（1Ⅰヨeesley（19G5）や保有率と年間走行距離の  

同時方程式を構築している】執山ノt∴（）n（汀al．（1982）という例は見られるが、近年は発展途上国  

におけろ保有・利用予瀾りとしてKhnnnn（lWillumsen（1986）．Button，Ngoean〔lHine（1993）  

など肌研究が行われている】   

石油危機の時期には、自動輔二に上るガソリン消曹の動向を分析する観点から、石油価格  

との関係から保有と利用の推移を分析したものMo那i（1ge（1978）やガソリン消費需要に関  

する分析としてV（汀l鞘er之1n（lShee‡lと1n（＝）76），l玩㍑an鋸ISI）iro（】97さ）），Wheaton（1982）とい  

った研究がなされてきたり   

地域レベルの利用駄に関する分析ほ、研究べ－∬スとしてほ分析手法の観点からは特に目  

新しい手，〟）がないために、石柚危機や発展i＆」二間の開発といった世界情勢の面でのトピッ  

クにナ‡トンた付「究が‡重工な幸）のであ′ンた  

：う．l．41従来（ノ）分析の問輯点   

従来の地域レべ／レの保肯・利川分析においては、ヨ三に保有に焦点があてられ、利用水準  

の変化冊托モ祝されていろ形になりていた，マクロレベルでは、イ呆有率の上昇に伴い走行距  

離が減少している現象が諺舘していぞパ〕のの、研究としては個人・世帯の行動の結果である  

と考え、ミクロべ－膚スの行戯を説明することに焦点があてられたことによる。   

－〟九保有ゾ）分析においては、保有台数そのものの予測から保有率を地域属性により説  

明H－ろ要因分析が行なわれる七つになり、保科こ対して影響を及ぼす様々な要因を明らか  

にしLつとしてきた1、しかし、これらの分析の多くは、酎年度におけるクロスセクション  

分析で凧り、要［朴／）＝柳川勺な変化に対ナる酵響を把潤することはできないものである＿．   

これまで 、保有・利用＝地域的な差を伴って変化し続けており、今後も様々な要因の影  

響を受けながら射ヒナることが考えられる中で、従来の分析の枠組みでは保有・利鳳構造  
叫作格を十分把朋Hて）ことができ－ごド、相和）動向をつかむことも困難であると考えられる 
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3．2 乗用車保有・利用構造の仮説  

3．2．1乗用車保有・利用構造の考え方   

2、1．2において述べたように、保有台数の増加に伴って利用量も増加しているが、保有水  

準（保有率）と利用水準（年間走行距離）の関係で見ると、保有水準の上昇とともに利用  

水準は低下しつつある。また、都道府県別に見ても、保有水準の高いところほど利用水準  

が低いという関係が見られている．。   

保有水準と利用水準は互いに関係しながら推移している一方で、それぞれの水準は、様々  

な地域属性により影響を受けていると考えられる．。従来の保有・利用分析においては、保  

有台数、走行台キロを直接求めようとしているものが多かったが、本研究は、地域におけ  

る様々な要因をもとに保有水準、利用水準をそれぞれ説明し、この保有水準と利用水準を  

もとにして、保有台数、走行台キロ、そして利用に伴う影響を表す指標を算出することを  

目指す，J   

本節では、まず保有・利用に対して影響すると考えられる要因を列挙し（3．2．2）、その中  

でモデルの説明変数として政策的に利用をコントロ｝ルできる可能性のある要因を抽出す  

る（：〕．2」〕）。そして、保有水準モデルと利用水準モデルの説明要因として用いる変数として  

利用可能なデータについて述べる（：∋．2．恥  

3．2．2 乗用車保有・利用への影響要因仮説   

従来の研究においては、前述のように、所得水準、道路へのアクセシビリテイ、公共交  

通の整備水準、ガソリン価格などが保有・利用の説明要因として取り上げられているり し  

かし、現実にはこれ以外にも様々な要因が乗用車の保有・利用と関連していることが考え  

られ、また、保有・利用の進展が地域属性を変化させ、それがさらに保有・利用を変化さ  

せていることも考えられる，′ ここでは、表：∋．2．1にまとめた観点から、保有・利用に関わる  

仮説を列挙する、．ノ  

（1）交通サービス水準との関係  

退路整備が進むことにより自動車による移動が便利な環境が盤うために、乗用車を保有す  

る家庭が増えろ「すると、交通量が増力けるため、その交通最をまかなおうとする道路を  

整備することで道路整備水準が上昇する、というように、道路整備は保有を増長させ、保  

有の上昇が道路藍備を促進させているという関係となっている‥ また、道路整備が進み乗  

用斑の利用が増えると、鉄道やバスなどの利用が減少するという影響も考えられ、これが  

また乗用車の保有・利用を上馴「！させているとも考えることができる、－一  

（2）地域構造との閑係   

地域構造を表す指標の中でも人口規位や人口密度は、上述の交通サービス水之勘こより変  
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表ニ〕．2．1イ呆有・利用に関わる要因  

要因   具体的な指標   

（り交通サービス水準   道路整備水準  

公共交通整備水準   

（2）地域構造   人口密度  

住宅の郊外化  

郊外商業店の増加  

商圏  

通勤・通学圏  

地域内・地域間のつながり  

距離抵抗   

（3）地形   
可住地面積比率  

可住地の形状   

（4）世紳ノ〕経済条件   所得水準  

ガソリン価格  

自動車税  

車庫代   

（5）社会情勢   免許取得率  

家族構成  

主婦の就業率  

ライフスタイルの変化   

化ナろことが考えられる1例えば、郊外地域においては人口密度が低いために、公共交通  

サーービスが低く、郡市施設が狼梢していないが、人々が乗用車で移動することにより、多  

く〟）人々が駐車場イ㌃J・きの商業施設′－＼行くことができるようになる。また、一戸建て住宅を  

持った拙こは、比較的人口密度の低い郊外へ行かなければならない．っ郊外に行くと通勤が  

不便になろが、薬用姫を保有することにより最寄りの駅まで車で行き、そこから電車で通  

勤することが可鰍こなろ．．このとうに、郊外地域での距離抵抗の削減に乗用車が役立つ面  

も、あり、地域のアクティビティを活発にしている，。  

（：j）地形とr′）闇係   

山がちな地域と平野Ⅵ多い地域では、保有や利用の程度が変わると考えられる。例えば、  

艮崎の七っに山が多く少ない平野割に人やモノが集糟しているところでは、公共交通が成  

立しやすく、兼用弱がなくてヰ，モビリティを健保することができる．1  

（4）川二帯の経済条件との閲係   

白瓜恒恒）価格叫l】対的な低下に上り自動批の購入は菅に比べると容易になっており、所  

得ノ軒準＝川紺系なくなっているといえる、しかし、近称ま1牡撒こ複数の乗用壁を保有する  

Lうになってきており、確かに自動粥の価格は安くなっているが、2台、3台と保有する  

にはや仁王りそれだけJ）所得が必要となる、、また、取得税や自動庶税等の税金を支払う必要  
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がある。したがって、今後とも所得水準は保有に対する重要な要因として影響を及ぼすこ  

とが考えられる。   

また、自動車の取得に際しては車庫の確保が不可欠であり、地価の高い大都市では車庫  

の確保が難しく、保有水準が低くなると考えられる。   

乗用車の運行のためには当然のことながら燃料が必要であり、この燃料価格の変動によ  

り利用度合に変化が生じる可能性もある。  

（5）社会情勢の変化との関係   

自動車免許の取得率は年々上昇している。この背景としては、乗用車の保有意欲の高ま  

りもさることながら、女性の社会進出に伴い、通勤のために保有の必要が生じている、主  

婦層が買い物やレクリエーションのために乗用車で移動するといったことが増えているこ  

とも考えられるニ  

3．2．3 政策的観点から見た保有・利用への影響要因   

前項に述べた保有・利用構造に関わる仮説と本研究で考慮しようとしている乗用車利用  

の管理に関わる政策という観点と、列挙した要因の保有・利用への影響度合の大きさの統  

計的検討を踏まえ、保有・利用への影響要因との関係の地域特性と時系列特性の把握を行  

う要因を以下の点に絞った、1  

（1）経済要因   

乗用車の保有■利用のためには所得が不可欠であり、所得の影響の推移を把握するっ ま  

た、燃料価格の変動は乗用車の利用量を左右することが考えられ、税率の変更などによる  

燃料価格の操作により利用量をコントロ ー／レすることも考えられる。以上のような観点か  

ら、保有■利用に関わる経済的な要因として、世帯の所得水準と燃料価格の影響が考慮で  

きるものを取り上げる．1  

（2）交通サービス水準   

乗用卓工の保有・利用に対しては、交通施設の整備状況が大きく左右していると考えられ、  

その中でも、道路の整備状況は大きな影響を及ぼしていると考えられるr、従来は道路混雑  

の緩和、地域間の連絡のた裾こ道路の供給が進められてきたが、今後は、環境負荷を考慮  

した上で道路璧備を考える必要がある。，このようなことから、地域における道路整備水準  

を要因として考えるとともに、近牢盤備が進んできた高速道路の整備の影響に関しても考  

慮する  

（3）都市・地域構造   

地域の構造ほ道路の整備水準や公共交通の整備水準を規定する要因でもあり、それが乗  
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用車の保有・利用に対しても大きく影響を与えていると考えられる。．特に、人口の集中度  

合や密度は、人口や都市施設の分布状況や密度を反映しており、鉄道・バスなどの公共交  

通の整備水準とも大きく関わっているっ また、都市構造や土地利用を換作することにより  

人口の集中度合や密度を変えることが可能であり、それによって交通の発生量が変わって  

くることが考えられる．。従って、人口の集中度合・密度を表す指標を影響要因として取り  

上げる。   

以上の検討により、保有水準モデルと利用水準モデルにおいて次のような要因を考慮す  

ることとする。  

＜保有水準モデルで考慮する要因＞  

・経済要因：世帯当り所得  

・交通サービス水準：道路整備水準  

・都市・地域構造：人口の集中度合に関する指標  

＜利用水準モデルで考慮する要因＞  

・経済要因：世帯当り所得、ガソリン価格  

・交通サービス水準：道路整備水準、高速道路整備水準  

・都市・地域構造：人口の集中度合に関する指標  

：〕．2．4 利用可能な地域統計  

（1）世帯の経済状況を示す要因  

○所得   

所得に関する統計としては、県民経済計算によるもの（経済企画庁「県民経済計算年報」）  

や、家計調査によるもの（総務庁「家計調査年報」）がある。家計調査によるものは特定  

の都市におけるサンプル調査であるため、地域全体の傾向を捉えることが難しく、また回  

答のイ言頗性などの問題がある，〕県民経済計算によるものは、各都道府県が毎年個別に推計  

しているものである．⊃ 推計方法ほ国の経済活動を示す国民経済計穿と同じ新SNA（国民  

経済計算体系）方式で、1982年からすべての都道府県がこの方式により推計を行なってい  

るが、それ以前は、旧SNA方式による推計であり、また、毎年年次をさかのぼって推計  

されているため、年毎の報告書によって同一年次でも数値が異なっている、）このため、厳  

密には時系列の比較ができず、また計算方式が都道府県により異なる時期があるため都道  

府県毎の比較が厳密にはできない時期もあるが、この県民所得の推計以外に地域全体とし  

て所得を集計しているものがなく、上記のような問題点はあるものの、この県民所得の推  

計値は用いることができると考えられる 
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○ガソリン価格   

燃料価格については、ガソリン、軽油の価格調査統計として総務庁による「小売物価統  

計調査」がある 。これは、時系列的に見ればオイルショックの影響を受けてかなり変動が  

見られ、時系列変動の説明要因として考えることができる．。しかし、全国の主要都市を対  

象とした調査であるため、ある都市の価格がその所属する都道府県の価格を代表している  

と仮定する必要がある。  

（2）交通サービス水準に関連する要因  

○道路整備水準を表す指標   

道路延長に関する統計としては、建設省の「道路統計年報」がある。これにより毎年の  

状況を把握することができるが、道路延長として総延長を考えた場合、年により延長が大  

きく変動しており、これは建設省以外の管轄の道路との関係と見られるため、建設省が自  

動車の円滑な通行を目的に整備を進めている改良済道路の延長距離が適当な指標であると  

考えられる。   

また、近年では高速道路の整備が全国的になされてきており、欧米諸国並の成熟した車  

社会へと向かってきており、日常の利用だけでなくレジャー等の目的で乗用車が利用され  

ることが多くなるものと考えられるっ この高速道路の整備水準に関しても乗用車保有・利  

用に影響を与えていると考えられ、これを表すことのできる指標が必要となる。しかし、  

整備延長だけでは、高速道路整備の状況、効果を表すには不十分であるため、本研究では、  

荻野（199G）により計測された高速道路インターチェンジ（IC）までの時間距離を用いて  

指標を作成する。この時間距離ほ全国の各市町村役場から最も近い高速道路のICまでの  

道路走行時間を毎年計測したものであり、各市町村における高速道路サービスを享受でき  

る程度を時系列に表現できる指標として用いるっ  

（：∋）都市・地域構造  

○人口密度   

人口密度は道路整備、公共交通の整備に大きく影響することが考えられることや、一戸  

建てか集合住宅かといった居住形態にも影響することから、乗用車保有や利用に大きく影  

響する要因と考えられる．っ人口密度としては、総面積当り、可住地当り、人口集中地区当  

りなどが考えられる二．総画絹当りで考えると、実際に人がいない地域を考慮していること  

と、面相が時系列では不変となろため単に人口に依存するなど、保有・利用の影響を表す  

指標としては適当でない▼可住地で考えれば、実際に人が住める地域の人口密度が分かる  

が、可住地の定義をすることが難しいこともあり算出できない．｛それよりも、ここで考え  

る人口密度はむしろ平均的なものより、市街地のようにある程度の密度のある地域での推  

移、例えば都市の広域化の状況が表せるものが乗用乾保有の動向を説明できると考え、人  

口集中地区の人口密度を考えることとする，ご この人口密度のデータは、国勢調査によるも  
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のであるため5年毎のデータとなるが、既知のデータから調査時点間の年次のデータを内  

挿することによりデータを作成する。  

3・3 乗用車保有・利用分析における地域単位と時点間隔  

3」〕．1保有・利用を表すデ←タ  

（1）保有を表すデータ   

保有台数のデータは、運輸省の「車種別自動車保有車両数月報」によりその値が公表さ  

れている。自動車の保有に際しては、陸運事務所に届け出る必要があり、運輸省ではこの  

登録状況の報告をもとに毎月、車種別に市町村別の登録台数をまとめている。従って、保  

有に関するデータとしては、最小の地域単位として市町村、最も短い時点間隔として1ケ  

月単位でデー タを入手することが可能である【。   

本研究で分析対象とする車両は、一般の個人が通勤、買い物、レジャーなどの目的に用  

いる車両であるので、続計として集計されている車種のうち、自家用小型乗用車、自家用  

普通乗用車、軽乗用車、軽貨物車を分析対象車種とし、この保有台数により乗用車の保有  

動向を分析するっ ここで、軽自動車すべてを対象としているのは、一般家庭で用いられて  

いるのが、登録上軽乗用車と軽貨物車の双方に渡っていることと自家用と営業用が統計上  

区別されていないためである。  

（2）利用を表すデー タ   

自動車の利用に関する調査を行っているものとしては、建設省の「道路交通センサス」  

と運輸省の「自動車輸送統計調査」がある。   

建設省の「道路交通センサス」は、3～5年毎に行なわれており、路側で交通量を観測  

する一般交通量調査と自動車所有者に1日の使用状況を聞く自動車OD調査に分かれる．一，   

剛股交通量調査においてほ、】2時間交通量をもとに走行台キロを算出しているが、12  

時間交通量であることと調査対象路線が都道府県道以上であることからすべての自動車交  

通について把握できていないこと、そして蟹種区分において自家用、営業用の区別をする  

ことができないという欠点がある 

もう一方の自動斑0Ⅰ〕調査は、約1．：3（）万台をサンプ′レとする訪問留置方式のアンケート  

調査で、1日の運行状況、運行目的、旅行人数などを細かく調査しており、その中の袋計  

項目の1つとして、1日に運行している駐の割合と1日に走行する距離から、都道府県別  

の走行台キロが算出されている。しかし、この調査は昭和46年（1971年）より開始され、  

3～5年毎にしかなされていないため、時点数が少ないこと、サンプル調査データである  

ことから蛍純に年度間の比較ができないという問題点がある、、   

運輸省の「自動酔輸送統計調査」は年間約20万台を対象に行なわれており、自家用乗用  
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車については走行台キロが地方ブロック別に集計されている。この調査は年間の利用状況  

を毎年集計しているものの、対象車が約20万台と少ないために、都道府県単位ではなく、  

全国を9地域に分けてしか集計されていないという問題がある。  

表3．3．1自動車OD調査の調査台数  

年度   登録台数   有効調査台数   抽出率  

（千台）   （千台）   （％）   

昭和46年度   15，584   1．292   8．3   

49年度   24，037   1，672   7．0   

52年度   ：∋L：〕66   1，248   4．0   

55年度   36，563   1，374   3．7   

60年度   44，054   1，392   3．2   

平成2年度   56，597   1，282   2．3   

出典：富山（1992）  

表3．3．2 自動車利用調査の概要  

道路交通センサス  自動車輸送統計   

自動車OD調査  

調査主体   建設省   運輸省   

集計期間   1日   1年   

最小集計地域単位   都道府県別   運輸局別   

調査時点   3～5年   毎月   

調査対象台数（平成2年）   約1：∋0万台   年間約20万台   

（抽出率）   
（2J∋％）   （0．3％）  

このように、既存の利用実態調査により特定の地域単位で利用実態の推移を把握しよう  

としても、集計されている地域単位、時点間隔が調査により異なることと、サンプ／レ調査  

であることから、分析の限界がある 

一方、自動車の燃料の面から考えると、通産省により石油元売り会社が各都道府県にお  

いて販売している、ガソリン、軽油等の年間販売量が集計されており、燃料面から逆に自  

動車の利用実態を都道府県別に時系列で捉えることが可能である、。この統計は石油元売り  

会社が、販売店に卸す販売量を集計しているもので、小規模の輸入会社が販売した分はカ  

ウントされていないっ また、ガソリンは自動車だけでなく他の用途にも用いられているた  

め、この販売量は自動車∽消押遣とは必ずしも一致しない、しかし、販売茂の全数調査で  

あり、同一の地域単位で集計されてt・、ることから、利用に関する地域別時系列把握のため  

のデータとしては、最も有用なものであると考える。  

30   



3・3・2 分析地域単位、分析時点間隔、及び分析対象期間の考え方   

分析する地域単位については、乗用車保有・利用の地域的な差を把握することを目的と  

しているため、これが表れる地域の大きさであること、差が表現できるだけの地域数であ  

ること、そして統計資料として収集可能であることが条件となる。また、分析する時点間  

隔については、時系列変動を把握するのに適当な時点間隔であることと保有の推移を説明  

するのに十分な時点数が必要であり、さらに乗用車の普及の初期から現在に至るまでの期  

間を網羅する必要もある。以上の点について、データの収集可能性とともに考慮していく．。  

（1）地j或単位の考え方   

保有と利用に関する地域差の把握のための考え方としては、保有水準指標である世帯当  

り保有台数や利用水準指標である台当り走行距離の違いがどのような地域単位であれば地  

域差を表すことができるかが重要である。また、乗用車利用を考える場合には、乗用車の  

利用状況が把握できる地域単位、すなわち乗用車の運行範囲をカバーできるような地域単  

位であることが重要な点となる－。  

保有の地域差を表現できる地域単位という観点から、乗用車保有率データを市町村別、都  

道府県別、運輸局別の3つの場合で、平均値、最小値、最大値、標準偏差、変動係数の比  

較を行った（表3．3．3）。変動係数を見ると、市町村別が0．3程度、都道府県別が0．2前後、  

運輸局削が0．15程度の値を示しており、市町村別の区分が最も大きな変動を示している．⊃  

運輸局単位になると、最大値と最小値の範囲が小さく、またサンプル数も9となってしま  

麦3．3．：∋ 登録乗用車保有率の地域区分による変動の違い  

市町村別   β0   85   90   94   

平均   0．701   0．777   0．860   0．957   

最小値   0．004   0．031   0．040   0．064   

最大値   1．624   2．270   2．233   2．926   
標準偏差   0．207   0．229   0．25≡S   0．27二l   

変動係数   0．295   0．295   0．296   0．287   

サンプル数   32.rj8 3258   3258   3258   

都道府県別   80   85   90   94   

平均   0．629   0．703   0．795   0．893   

最小値   0．393   0．⊥ト14   0．514   0．561   

最大値   0．877   0．979   1．115   1．253   

標準偏差   0，121   0．ト＝   0．162   0．181   
変動係数   0．193   0．201   0．204   0．202   

サンフル数   47   17   47   47   

運輸局別   80   85   90   9⊥1   

平均   0．598   0．670   0．759   0．850   

股小値   0．460   0．537   0．6こう4   0．706   

最大値   0．763   0．867   0．988   1．100   

標準偏差   0．093   0．107   0．118   0．130   

変動係数   0．156   0．160   0．155   0．153   

サンプル敦   9   9   9   9   
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うために地域の差を表すには不十分であるが、都道府県単位であれば、適度なばらつきも  

あり、サンプル数も46と地域差を十分検討することができると考えられる．。   

次に、乗用車の利用を運行範囲の観点から見てみると、平成2年の道路交通センサスO  

D交通量調査によれば、運行されている自家用乗用車の約90％が1日に70km以内の走行  

となっている（表3．3．4）。これは、1県当たりの平均面積（約8000km2；ノ両面≒90km）  

を考えると、ほぼ同一県内において一日の行動が完結しているといえる。ちなみに、1市  

町村の平均面積は約120km2（√元≒11km）であるので市町村を越境する交通は多数存  

在するといえる。また、1994年の自動車輸送統計によれば図33．1に示すように、自動車  

旅客のほぼ90％以上は同一県内で完結していることが裏付けられる。従って、都道府県を  

地域単位としてみると、利用実態をほぼ把握することが可能になると考えられる。   

以上から、本研究における保有・利用分析は、都道府県を単位として行うことが利用実  

態の観点から妥当であるといえ、保有の地域差という観点からも都道府県単位で十分表現  

することが可能である。また、データの収集可能性からも、都道府県単位であれば、利用  

表：〕．3．4 自家用乗用車の日当り走行距離分布（塵設省道路交通センサス：平成2年）  

走行距離区分   台数   比率（t九）  累積比率（％）   

0－2（km）   94354   0．45   0．45   

2－5   2035882   9．77   10．22   

5－10   2887644   13．85   24．07   

10－15   3173314   15．22   39．30   

15－20   1917661   9．20   48．50   

20－30   3375951   16．20   64．69   

30－40   2200451   10．56   75．25   

40－50   1456092   6．99   82．24   

50－70   1622203   7．78   90．02   

70－100   1029349   4．94   94．96   

100－   1050827   5．04   100．00   

図3．：∃．1同一都道府県内ノ）自助教派客流励比率（運輸省自動車輸送統計：平成6年）  
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を表すガソリン消費量データを用いることができ、これらを説明する地域属性データに関  

しても多くの項目に関して統計がとられているため、データの収集が比較的容易であると  

いうメリットがある。  

（2）分析対象期間と時点間隔   

分析期間については、モータリゼーションの進展が急速に進みはじめ、地域による保有  

の差が明確になり始めた、1965年より現時点でデータ入手可能な最新年の1993年までの  

期間を考える。そして、分析する時点間隔については、乗用車保有台数は前述のように毎  

月の統計が発表されているが、本研究では月別の変動を詳細に見るのではなく、約30年間  

の大きな流れを把握するのが目的であるため、毎月の間隔よりも長い間隔で十分であると  

考える。しかし、5年毎という間隔に広げてしまうと、分析対象時点数が6時点と時系列  

推移を把握するには時点数が少なくなるため毎年の29時点分のデ｝タを用いることとす  

る。ただし、説明変数として用いる続計データの中には5年おきに調査されているものも  

少なくなく、その場合にはデータの内挿等の加工を行った上で用いることとする∫。  

3．4 まとめ   

保有・利用構造の把握のための方法を従来の研究のレビューをもとに検討した二 また、  

保有・利用構造として重要な仮説を政策評価との関連から位置づけた。さらに、保有・利  

用構造の把握のために適当な分析地域単位と分析期間・時点間隔を示した。  

（1）保有・利用構造の把握方法に関して   

従来の保有・利用分析においては、個人・世帯の行動の結果として表れる現象であるた  

裾こ、ミクロベースの行動を説明することに焦点があてられ、地域レベルの分析はあまり  

なされていなかった、。保有のみの分析においては、保有台数そのものの予測や保有率を地  

域属性により説明する要因分析が行なわれているが、一地域の時系列分析、あるいは単年  

度の多地域分析（クロスセクション分析）にとどまっていた．っ   

しかし、第2章で示したように保有・利用は地域的な差を伴って変化し続けており、今  

後も様々な要因の影響を受けながら変化することが考えられる中で、従来の分析の枠組み  

では保有・利用構造の推移を十分把握することができないことを示し、本研究におけるバ  

ネ′レ分析手法による地域別時系列分析の位置づけを明らかにすることができたLr  

（2）保有・利用構造∽仮説   

保有・利用構造に関わる仮説として様々な串柿が言われているが、以下の点に絞った要  

因の絞り込みを行うことにより、保有・利用への最Z響要因との関係の地域特性と時系列特  

性の把握が可能になることと、交通混雑、環境負荷の緩和のた裾こ乗用車の利用需要を管  
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理できるような政策の評価が可能となることを示した｛。  

①経済要因  

・所得水準の影響：乗用車の保有・利用のためにほ所得が不可欠であり、世帯における所   

得水準の影響を把握する。  

・燃料価格：乗用車の利用量を左右するものであり、燃料価格操作による利用量のコント   

ロールを考慮する。  

②交通サービス水準  

・道路整備水準：従来は道路演雑の緩和、地域間の連絡のために道路の供給が進められて   

きたが、今後は、環境負荷を考慮した上で道路整備を考える必要がある。この道路整備   

による影響を一般道路と高速道路の双方の整備水準について考慮する。  

③都市・地域構造  

・人口密度：人口の集中度合や密度は、人口や都市施設の分布状況や密度を反映しており、   

公共交通の整備水準とも大きく関わっている。都市構造や土地利用を操作することによ   

り人口の集中度合や密度を変えることが、保有・利用に対してどのような影響を及ぼす   

のかを把握する．。  

（：〕）保有・利用構造の分析単位   

乗用車の利用実態からみると、同一都道府県で行動が完結するものがほとんどであり、  

また地域差を捉える際にも十分な地域差が存在することから、本研究における保有・利用  

分析ほ、都道府県を単位として行うことが妥当であることを示したっ また、データの収集  

可能性からも、都道府県単位であれば、利用を表すガソリン消費量データを用いることが  

でき、ニれらを説明する地域属性データに関しても多くの項目に関して統計がとられてい  

るため、データの収集が比較的容易であるというメリットがあることを示した｛。   

分析期間については、1965年より現時点でデータ入手可能な最新年の199：∋牢までの期  

間を考えることにより、モータリゼーションの進展が急速に進みはじめ、地域による保有  

の差が明確になり始めた期間の状況が把握できることを示した．コ また、分析する時点間隔  

についてほ、】9G5～1993年の毎年29時点分のデータを用いることにより、過去約；∋n年  

間の変遷を的確に把握できることを示した＝  
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第4章 都道府＝県別乗用車保有率の地域・時系列分析   

本章では、モータリゼーションの進展に伴い保有水準が地域別にみてどのような推移を  

してきたか、そしてその推移に対してどのような要因がどの程度影響を与えてきたかとい  

う点について、基礎的な統計分析とパネル分析手法を用いたモデルの構築によりその地域  

的な特徴と時系列的な特徴を明らかにする。4．1では保有率そのものの推移に基づく地域・  

時系列特性を把握し、4．2では保有率への影響要因との関係に基づく地域▲時系列特性を把  

握する。4．3では保有率そのものと影響要因の地域・時系列特性を踏まえたパネル分析モデ  

ルを構築し、地域・時系列特性を考慮しない場合との比較に基づいたモデルの再現性の検  

討を行う【。最後に、4．4では、構築したモデルの将来予測モデルとしての適用可能性の検討  

を行うユ  

4．1 乗用車保有率の推移に基づく地域・時系列特性  

4．1．1乗用車保有率の推移の概観   

本研究における保有分析は、乗用車の保有一利用を人々の生活との関連から分析するこ  

とを目的としているため、人が自ら移動するときの手段として用いる車種である、自家用  

乗用車及び軽自動車を分析の対象とする（以下、本研究で言う乗用車とはこれら直積のこ  

とを指す）1そして、乗用車の保有の意思決定単位であると考えられる世帯に着目し、世  

帯において平均的に何台乗用車を所有しているかを表す、対象車種の保有台数を世帯数で  

割った世帯保有率（以下、単に保有率と呼ぶ）を保有水準指標として用いる。この保有率  

を、乗用車利用がほぼ完結している都道府県単位の地域で考えることにより、世帯におけ  

ろ保有台数の増加が1台の乗用車の利用度合にどのような影響を及ぼすのかを把握するこ  

とへつなげていく   

ここで対象とする車稚は、普通乗用車（排気量2，000c（ニ以上：3ナンバー）と小型乗用  

車（排気歳GGOcc以上2，000cc末梢：5、7ナンバー）で、自家用と営業用の2種類ある  

が、自家用の台数について考えろ。，さらに、軽乗用車（排気故6（う（）cc未満：5ナンバ…）  

と軽貨物紅（排気鼓GGn（：C未満：4ナンバー）を加えたものを、本研究でいう乗用車と見  

なす。1つまり、自家用普通乗用耽と自家用小型乗用駐、軽自動紅全体の合計台数が本研究  

でいう乗用艦保有台数となる、、   

本章の分析では1t）G5隼から＝）さ）：i牛までの毎年のデー・・・タを用いるが、針治省によりまと  

められている住民基本台帳によろ世帯数Ⅵデーータが年度末の他になっていることから、各  

軍の3月：jl日収たでの保灯台放を用いて、世帯当り保有台数すなわち保有率を節≠したt、   

はじめに、来月川王保有率の地域毎ゾ）推移を概観するために、各都道府県ごとに川隼ごと  

に区切った和み重ね棒グラフでみることにする（図4．1．1）  
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図4．1．1世帯当り乗用車保有台数の推移  

1965年の時点では、東京、愛知、大阪といった大都市を含む都府県において高い値を示  

している。この当時においては自動車はまだ高価なものであり、比較的所得水準の高いと  

思われる地域において普及が進んでいる。  

1975年にかけては、自動車価格の相対的低下により全国各地で乗用車の普及が進んでき  

た‘〕一方、東京、大阪周辺の都府県では人口が集中して過密状態にあるために乗用車を保  

有することが困難であり、保有の伸びが鈍くなっている。  

1985年にかけては、東京、大阪の周辺を除いて保有台数が順調に伸び続けている▲1しか  

し、次第に地域による保有レベルの差が広がりつつあり、中部、北関東で特に保有率が高  

くなっているっ 一方、西日本で保有率が低いという傾向があらわれ始めている。  

1995年にかけても、東京、大阪の周辺以外では依然として保有が伸び続け、世帯におけ  

る複数保有が大きく進展していると見られる。平均して世帯に2台という大台にまもなく  

達する県も見られるようになってきている。   

このように、保有率そのものの推移に関しては、地域的に見ると大都市周辺の地域、本  

州の中央部の地域といった地域の違いによって保有推移のパターンに特徴が表れているよ  

うに見られる。時系列的な変化については、高度経済成長や石油危機、バブル経済のよう  

な経済動向の推移と関連がある上うに見られる。次項以後では、地域による保有の推移の  

追い、時系列で見た保有の推移の特徴を踏まえて保有率の推移をもとにした地域・時点の  

分類を行う。  
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4．1．2 乗用車保有率の推移に基づいた地域分類   

保有率の推移を見ると、1965年の時点では保有レベルが高いにもかかわらず、以後保有  

率がそれほど伸びていない地域や、1965年時点では保有レベルが低かったのが現在では高  

いレベルにある地域があるように、1965年当初の保有レベルと保有率の増加傾向の差によ  

り地域の保有レベルの移り変わりに特徴が表れている。   

そこで、1965年時点の保有レベルと1965年から93年までの保有率の増加量を軸にとり、  

各県の座標間のユークリッド距離の二乗に基づいて群間平均を取ることにより分類を行う  

クラスター分析を用いて都道府県を6つの地域に分類した（図4．1．2）。  

65－93保有率増加量  

19G5年保有率  

0．000  0．050  0．100  0・150  0・200  0・250  

図4．1．2 保有率推移の地域的特徴  

「地域1」は各時点において常に保有レベルが高い地域であり、北陸地方の県などがこ  

れに該当している．、  

「地域2」は19G5年当初は保有レべ′レが低かったものの、この25年間で大きく保有率  

が伸び、現在は高い保有レベルとなっている地域である。南東北、北関東、中国■四国地  

方の県がこれに該当している、 
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「地域3」は1965年に保有レベルが比較的低く、保有の増加量は全国平均程度にとどま  

っている地域である。地域としては、日本列島の両端に位置するような東北・北海道地方  

や九州・四国地方の県がこれに該当している。   

「地域4」は1965年当初は保有レベルは高かったものの、それ以後あまり保有率が上昇  

せず、現在は低い保有レベルとなっているところである。これに該当する地域としては、  

東京、大阪の周辺の都府県や100万都市をもつ広島、福岡がこれに該当しており、大都市  

周辺地域がこのような傾向をもつといえる。   

「地域5」は保有の伸びが極端に低く、人口密度が高いために保有が抑制されている可  

能性が考えられる。   

「地域6」の愛知県は、1965年時点における保有率が突出しており、他の地域とは傾向  

が異なるため、独立した地域として取り扱う。  

4．1．3 乗用車保有率の推移に基づいた時点分類   

保有率の増加傾向の時系列的特徴を捉える場合、各年において保有がどれだけ伸びたか、  

すなわち前年からの増加量を見ることにより、その年の保有率増加の傾向がある程度把握  

できるものと考えられるL。ここでほ、各年における全国平均の保有率増加量の時系列推移  

を見ることにより、時点の分類を行った。  

1966～9：∋年の保有率増加量の全国平均の推移は図4．1．3に示すとおりである。ニれをも  

とに各年の景気動向を考え合わせて時点を5つの時期に分類した。  

1966－72  19T：ヨ一丁6  1977－86  1987－901991－93  

19日う  1！）90 1明：】  19〔i6   1970  1り丁5  

図4．1」う 保有率増加硫の時系列推移（全国平均）   

り列間1」は、高度戚昆の時期であり、これとともに保有率も大きく増加している。   

「期間2」は、高度成長も落ち着き、ほけ3年の石油危機による増加貌の低下が見られる 

「期間3」は、石油危機の去を；響も消え、安定した増加が続く時欄はなっている人、   

「期間4」になると好放気に支えられ、複数保有が州加することによりさらに増加量が  

大きくなってきている 
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「期間5」には、バブル経済の破綻により、増加量の大幅な低下が見られる．。  

4．1．4 保有率の推移に基づく地域・時系列特性の考察   

乗用車保有率の推移をもとにした地域分類、時点分類の結果を表4．1．1と表4．1．2に示す。   

地域的な傾向としては、大都市圏とその周辺地域において増加量が小さく、北関東、中  

部地方の各県においては増加量が大きい傾向が表れている。大都市圏では、車庫代をはじ  

めとする保有コストが高いことと、公共交通などの交通手段の利便性が高いために、保有  

水準が低くとどまっている。一方、地方の各県においては、所得水準の上昇とともに、乗  

用車保有が容易になってきていることと、乗用車以外の交通手段が不便であることにより、  

保有水準が大きく上昇している傾向が読みとれる。   

時系列的な傾向としては、常に保有率が上昇しているが、その時点の経済情勢による影  

響を少なからず受けている．。高度経済成長の時期の飛躍的な増加は車社会への進行を大き  

く進めてきたが、80年代後半の好景気の時期に、保有水準が高くなってきたにも関わらず、  

表4．1．1保有率に基づく地域分類と地域特性  

地域   該当する都道府県   推移の特徴   

地域1（10県）   群馬、富山、石川、福井、山梨、  65年高水準  

岐阜、静岡、三重、滋賀、和歌山  65－93年の高い増加量   

地域2（12県）   山形、福島、茨城、栃木、新潟、  65年平均水準  

長野、鳥取、島根、岡山、徳島、  

香川、佐賀   

地域3（10県）   青森、岩手、宮城、秋田、愛媛、  65年低水準  

長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島  65－9：3年の平均的な増加量   

地域4（9道県）  北海道、埼玉、千葉、兵庫、奈良、  65年平均水準  

広島、山口、高知、福岡   65－9：う年の比較的小さい増加量   

地域5（4都府県）  東京、神奈川、大阪、兵庫   65年高水準 65－93年低増加   

地域6（1県）   愛知   65年最高水準 65－9：∋年平均増力ロ   

表4．1．2 保有率を中心とした時点分類と期間特性  

期間   
該当する年次 ′   推移の特徴   

期間1（8時点）   】9G5■－72隼  高度経済成長とともに大幅に増加   

期間2（4時点）   l！）7：卜一7（う隼  石油危機による相加批の低下   

期㈹3（l（）時点）  19771犯隼  安定成長の時期   

期間4（4時点）   用87－9（）1F  好乱気に伴う保存の増加   

i抑澗5（3時点）   1さ〕さ）卜仙さ）：ji手ミ  バブル経済の破綻に伴う増加量の低‾F   
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増加量で見ても大きな成長を示しているのは注目すべき点である。一方、石油危機に伴う  

増加量の低下、バブル経済破綻に伴う増加量の低下も大きく表れているが、それでもなお  

増加を続けていることから、乗用車無しでは生活できない社会環境となっていることがう  

かがえる。   

以上のような、保有率の推移に基づく地域・時点分類は、各地域、各時点における保有  

水準の違いを端的に表すものである。つまり、都道府県別保有率の時系列推移における地  

域・時系列特性を浮き彫りにしたものである。これは、線形回帰モデルにおける切片の地  

域・時点による違いに相当するものであり、4．3でのパネル分析モデルの構築においては、  

ここで示した地域・時点分類を考慮する．。  

4．2 乗用車保有率に影響を及ぼす要因との関係に基づく地域・時系列特性   

本節は、パネル分析モデルの適用の際に影響要因の地域差、時点差の考慮を行うために、  

保有とその影響要因との関係の地域的・時系列的な違いを把握するものである。保有に大  

きく影響すると考えられる複数の影響要因を取り上げ、それぞれの要因の保有に対する影  

響の地域的な違いと時系列的な違いを総合的に判断し、地域と時点のグルーピングを行う。   

具体的には、各都道府県の時系列データについて各影響要因との関係の推移を単回帰分  

析により捉え、各要因の単回帰パラメータを用いた主成分分析により地域分類を行うっ（都  

道府県別時系列分析）コ また、時点の分類については、各時点のクロスセクションデータ  

を用いて各要因毎に単回帰分析を行い、その単回帰パラメータを用いて主成分分析を行う  

（多時点クロスセクション分析）1複数の変数の影響を同時に把握するためには、単回帰  

分析ではなく重回帰分析を用いるべきであるが、時系列データを行う際に、多重共線性の  

問題によりパラメータ推定ができなくなることから、各要因について単回帰分析を行う方  

法に統一することとした1  

4．2．1乗用車（呆有率への影響要因   

乗用車保有に対して影響を及ぼす要因は様々であるが、ここでは、保有に対する影響が  

ある程度大きく、保有の進展と関わりのある交通政策や地域肺造との関係を考慮するため  

に、以下の3つの変数を取り上げる。  

（1）世帯二当り県民所得（所得／世帯）   

地域における所得水準により保有水準がある程度決定づけられると考えられることから、  

世帯当りの所得を説明変数として用いる 

ここでは、毎年発表されている「県民経済計算」による県民分配所得を用いるが、この  

推計値は推計牢の現在価値をもとに算出された名目値であるため、1985年の全国平均を  

41   



100 とした消費者物価指数（総務庁統計局「消費者物価指数年報」）を用いてデフレート  

し、実質価格の県民分配所得に加工した。そして、この実質の県民分配所得を世帯数で割  

ることにより世帯当り県民分配所得の平均値とし、本研究でいう世帯当りの所得とした。  

（2）1人当り改良済一般道路延長（道路／人）   

道路整備水準すなわち道路の供給水準が保有水準にどの程度影響を及ぼすかを把握する  

とともに、今後の道路整備政策を考慮できるようにこれを用いる。   

道路延長のデータとしては、建設省の「道路統計年報」により集計されたものを用いる  

が、道路の種別としては、高速道路を除外したいわゆる一般道路（国道、都道府県道、市  

町村道）延長距離を用いる。その中でも、自動車の円滑な通行を目的に改良された道路、  

すなわち「改良済道路」の延長距離を考える．っ   

この改良済一般道路実延長を総人口で割ることにより、その都道府県の道路整備状況を  

表す指標とし、この1人当り改良済一般道路延長を本研究で用いる道路延長の指標とする。  

（3）人口集中地区人口密度（DID密度）   

人口の集積の度合により車庫が持てないなどの制約が生じ、保有水準が低くなることが  

考えられる．っ また、公共交通機関の整備水準や都市の郊外化によっても保有水準が異なっ  

てくると考えられるっ この状況をうまく表わしていると考えられる人口集中地区人口密度  

を説明変数として用いるLつ   

人口集中地区（Densitylnhabite（lDistrict）とは、国勢調査における調査区を基礎単位と  

して人口密度が4．000人／km2以上の調査区が隣接し、その区域の人口が5，000人以上と  

なる地域のことをいうっ   

この人口集中地区の人口を人口集中地区面積で割ることにより、人口集中地区人口密度  

を求めるn しかし、国勢調査は5年毎の調査であるため、その中間の牢についての値が存  

在しない．「そこで、以下の方法により中間年の値について数値の内挿を行なう。   

人口集中地区の人口と面積については、各都道府県ともにほぼ単調増加の傾向が見られ  

ることから、5年間の増加分を毎年の増加分として5等分し、各年次の人口面穏を算出す  

る，、一部、減少が見られる場合があるが、そのときには減少分を5等分し各年次に割り振  

る．〕こうして算出された各軍次の人口と面楷を用いて、人口集中地区人口密度を算出した。  

4．2．2 保有率と影響要因との関係に基づいた地域分類  

（り単回帰分析による地域的傾向の考察   

都道府県別に19G5年から93年の29時点のデ｝タを用いて、3つの要因それぞれにつ  

いて単回帰直線を推定し、そのパラメータにより地域的な傾向を考察する。   

都道府県別の保有率と所得の単回帰式のパラメータを図4．2．1に示す。いずれの都道府県  
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でも所得が正の影響を及ぼしているが、パラメータの大きさを見ると地域差が大きく現れ  

ている。 パラメータ値が大きいのは、北海道、秋田、山形、群馬、岐阜、高知、佐賀、宮  

崎といった道県で、必ずしも現在保有率が高い県と一致していないが、1970年代に保有率  

が急速に伸びた影響が現れていると考えられる。逆に、パラメータ値が小さいのは埼玉、  

千葉、東京、神奈川、滋賀、京都、大阪、兵庫といった都府県で、これらは保有率が低い  

地域と一致しており、大都市周辺の地域では所得の上昇がそれほど保有率の上昇に効いて  

いないことが分かる。   

都道府県別の保有率と道路延長単回帰式のパラメータを見ると、各都道府県とも道路整  

備が保有率に正の影響を及ぼしていることが分かる。地域的な傾向を見ると、東京周辺、  

大阪周辺においてパラメータ値が高い傾向を示しているが、これらの地域では道路整備水  

準、すなわち1人当り道路延長は低く、また保有率も低い水準にあることから、変化率と  

しては大きいものの保有率そのものの値の大きさはそれほど変化しないものと思われる。  

一方、北関東や東海地方などは道路整備水準も比較的高いうえにパラメータ値も比較的高  

く、保有率も高いことから、道路整備が保有の増加に拍車をかけていると見ることができ  

る。   

DID密度との単回帰分析では、いずれも負のパラメータ値となっており、人口密度が  

高いほどが保有率が抑制される傾向にある。地域的な傾向としては、人口密度の高い東京  

においてはパラメータ値が大きくなっている，。一方、保有率の高い地域においても、パラ  

メ←タ値が大きくなっているが、これはDID密度が系年的に低くなっており、このことが  

逆に保有を促進していることを表していると考えられる。  

（2）主成分分析による地域分類   

3つの説明変数の影響度合の違いの地域的な特徴を明らかにするために地域分類を行う。  

その際に、地域による各変数のパラメータの違いを総合的に判断するために各都道府県の  

単回帰モデ／レのパラメータ値を用いて主成分分析を行なう。   

3変数のパラメータ値の相関係数行列から固有値を算出し、それぞれの固有値に対応す  

る固有ベクトルを用いて主成分の値を算出した結果、表4．2．1に示すように、第1主成分と  

第2主成分で9割以上の説明力があることが分かる。表4．2．2で各変数と主成分の相関（因  

子負荷最）を見ると、第1主成分は所得パラメータに対して強い正の相関を持ち、他の2  

つのパラメータに対しては負の相関を持っていることから、所得弾力性が高い状況の下で  

は道路やDIDの影響が小さくなることを表す「保有への所得効果」の大きさを表す軸であ  

る▲、第2主成分は道路パラメータに対して負の相関、D工Dパラメータに対して正の相関を  

持っていることから、道路整備をしてもあまり保有が伸びないところでは、人口密度の影  

響もそれほど大きくない、逆に道路整胤こより保有が大きく伸びるところでは人口密度の  

影響も大きいということを表す「保有への地域条件の効果」の大きさを表す軸であり、主  

成分得点が高いほど地域条件効果が′トさく、主成分得点が低いほど地域条件効果が大きい  
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回4．2．1保有率と各説明変数の都道府県別単回帰分析  

44   



表4．2．1都道府県別単回帰パラメータの相関行列にもとづく固有値  

固有値   寄与率   累積寄与率   

第1主成分   2．030   0．677   0．677   

第2主成分   0．782   0．261   0．937   

第3主成分   0．188   0．063   1．000   

表4．2．2 都道府県別単回帰パラメータにもとづく主成分と因子負荷量  

因子負荷量（変数との相関）  寄与率   主成分軸の解釈  

所得   道路  DID密度   

第1主成分   0．941  －0．848  －0．652   0．677  所得効果を表す軸   
第2主成分   0．106  －0．459   0．749   0．261  地域条件効果を表す軸   
第3主成分   0．322   0．266   0，118   0．063  

ことを示すと解釈できる。   

変動の9割以上を説明している第一主成分と第二主成分を軸として主成分得点をもとに  

散布図を描き（図4．2．2）、各県の座標間のユークリッド距離の二乗に基づいて群間平均を取  

ることにより分類を行うクラスター分析により 46都道府県を8つのグループに分類した  

（衷4．2．3）っ   

各地域グループの特徴を見ると、大都市圏と周辺地域が多く含まれる、「地域F、G、  

H」は、所得効果が小さく、所得水準が高くてもあまり保有が進展しない地域となってい  

る1つ 一方、所得効果、地域条件効果ともに高い「地域D，E」は、保有進展のための有利  

な条件を備えている地域であるといえ、今後も保有がますます進展する可能性のある地域  

であるといえる√‥．「地域A，B」は、人口密度の地域条件においては保有の進展の可能性  

が低いものの、所得の上昇に伴い大きく保有が進展する可能性のある地域である。これら  

の地域には比較的所得水準の低いところが含まれていることもあり、所得の影響が大きく  

表れていると考えられる〔  
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【地域条件効果大きい  

－5．0－  

図4．2．2 主成分得点による各都道月守県の散布図  

表4，2．：〕主成分分析による地域分類と地域特性  

地域   該当する都道府県   所得効果   地域条件効果   

地域A（9道県）   北海道、青森、岩手、鳥取、島根、  大きい   小さい   

愛媛、高知、大分、鹿児島  

地域B（3県）   石川、広島、長崎   平均   小さい   

地域C（14県）   宮城、福島、栃木、群馬、新潟、  

富山、福井、山梨、岐阜、静岡、  平均   平均   

和歌山、山口、徳島、香川  

地域D（4県）   秋田、山形、佐賀、宮崎   大きい   大きい   

地域E（7県）   茨城、長野、三重、奈良、岡山」、  平均   大きい   

福間、熊本  

地域F（3府県）   愛知、京都、兵柿   小さい   小さい   

地域G（5都府県）  埼玉、東京、神暦川！、滋賢、大阪   小さい   平均   

地域H（1県）   千♯   小さい   非常に大きい   
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（3）保有率の推移の地域的特徴と影響要因との関係の地域的特徴の比較   

前節における保有率の推移に基づく地域分類と先の主成分分析による地域分類の関係を  

示したものを表4．2．4に示す。   

保有率の推移は、所得効果の大小と関係していることが見受けられる。所得効果が平均  

的な地域に保有の増加量の高い地域が含まれている。所得効果が大きい地域は、1965年当  

初において所得水準が低く、あまり保有水準が高くなかった地域となっている。所得効果  

の小さい地域は、現在において保有水準が低い傾向にある地域が含まれている。  

表4．2．4 保有率と影響要因に基づく地域分類の比較  

地域C  平均   平均  群馬等     福島等   宮城  山口  

地域E  平均  大きい  三重   茨城等    熊本  奈良等  

地域A  大きい  小さい  鳥取等    青森等  高知等  

地域D  大きい  大きい  山形等    秋田等  

地域F  小さい  小さい  兵庫   京都  ′     愛知   

地域G  小さい  平均  滋賀  埼玉   東京等  

地域H  小さい  大きい  千葉  

4．2．：〕保有率と影響要因との関係に基づいた時点分類  

（1）単回帰分析による時系列推移の考察   

保有率に影響すると考えられる「世帯当り所得」、「1人当り道路延長」、「DID人  

口密度」の3つの要因について、1965，75，85，9：∋年の4時点のデ←タを用いた各年の散布図  

を示すり そして、各年次について単回帰直線を推定し、この回帰直線の傾向について考察  

する．＝．   

所得との関係ほ、図4．2．：〕に示すように正の影響が見られる．〕回帰直線の動きを見ると、  

各年次の回帰直線の傾きはほぼ同様の傾向を示しているが、切片が年々大きくなっている  

ために、直線が上方にシフトしている。直線のあてはまりを決定係数で見ると分布のばら  

っきが年々大きくなっているために、1975年以降は値がかなり低く、単一時点においてほ  

所得との相関がほとんど無い状態になっている。   

道路延長との関係でほ、19G5年でほとんど無相関であったのが、次第に正の相関が強く  

なってきていることが分かる。回帰直線は年々上方へとシフトし、決定係数も上昇してお  

り、道路整備との関係が強くなっていることがわかる。   

D f D人口密度との関係は、19G5年では人口密度の高い大都市地域で保有が進んでいた  
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保有率  

（台／世帯）  
保有率と所得の関係の推移  

切片   傾き  決定係数   

POOL  －0．487  0．211   0．582   

1965  －0．038  0．047   0．541   

19了5  0．538  0．025   0．015   

1985  0，753  0．052   0．045   

1993  0．953  0．059   0．051  

2  4  6  8  10  

所得／世帯  
（百万円）   

保有率  

（台／ノ■世帯）  保有率と遷1穿の厨尿のプ轡移  

切片   傾き  決定係数   

POOし  0．183  0．167   0．604   

1965  0．154  －0．015   0．052   

1975  0．466  0，066   0．271   

1985  0．738  0．076   0．355   

1993  0．970  0．0了4   0．362  

8  10   4  6  

道路／人  

（m）  

保有率  

（台／．／′r世帯）  併有率とβJβ密度の蘭併の屠移  

切片   傾き  決定係数   

POOL  1．901  －0．166   0．483   

1965  0．042  0．010   0．183   

1975  1．059  －0，058   0．399   

1985  し772  －0．116   0．567   

1993  2．212  －0．149   0．609   

8  10  12  l・l  

I⊃ID密度（千人／kln2）  
・1  6  

図4．2」3 保有率と各説明変数の時点別単回帰分析  

48   



ため正の関係が表われているが、次第に直線の負の傾きが大きくなり、回帰直線は年々上  

方ヘシフトしている。回帰式の決定係数に関しても値が上昇しており、DID密度の影響  

が年々大きくなっていることがわかる．コ   

従って、これら3つの変数についてそれぞれ全データをプールして回帰式を推定すると、  

他の時点よりも傾きの大きい直線を推定してしまう生態学的相関の問題が表れており、時  

点による切片や傾きの違いを考慮しなければ、各時点の状況を正しく反映したパラメータ  

値を推定することができない田siao1986，Pp．6・7）。  

（2）主成分分析による時点分類   

3つの説明変数の時点による影響の違いの特徴をもとに時点分類を行う。ここでも地域  

分類の方法と同様に、1965年から199：3年までの各時点について保有率を被説明変数とし、  

「所得」、「道路延長」、「DID密度」の3つをそれぞれ説明変数とした単回帰モデル  

の変数パラメータを用いて、主成分分析を適用するっ   

3変数のパラメータ値の相関係数行列から固有値を算出すると表4．2．4のようになり、第  

1主成分と第2主成分でパラメー タの変動がほぼ説明される‘。主成分と各変数の相関を見  

ると（表4．2．5）、都道府県別時系列分析の場合と同様に、第1主成分は道路延長とDID  

密度に強い相関を持っていることから「保有への地域条件の効果」を表し、第2主成分は  

所得と強い相関を持っていることから「保有への所得効果」を表すと解釈できる．。   

この第一主成分と第二主成分を軸として主成分得点の散布図を描き（図4．2．4）、各点の座  

標間のユークリッド距離の二乗に基づいて群問平均を取ることにより分類を行うクラスタ  

｝分析により時点を4つのグループに分類した。  

表4．2．4 時点別単回帰パラメータの相関行列にもとづく固有値  

固有値   寄与率   累積寄与率   

第1主成分   1．938   0．646   0．646   

第2主成分   1．012   0．338   0．984   

第3主成分   0．049   0．016   1．000   

表4．2．5 時点別単回帰パラメータにもとづく主成分と因子負荷鼓  

因子負荷量（変数との相閲）  寄与率   主成分軸の解釈  

所得   道路   【）川密度   

第1主成分   0∴i7」1   0．907   －0．988   0．6⊥16  保有の必要性に関する軸   
第2主成分   0．925   －0．395   －0．013   0．338  保有の可能性を表す軸   
第3主成分   0．06－l   0．ト‖   0．156   0．016  
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一3．0 －   

図4．2．4 主成分得点による各時点の散布図   

「期間A」にあたる、1965～71．年は、地域条件は負の方向へ働いており、所得の影響が  

保有の増加に貢献した時期であるといえる。。「期間B」の1972～77年は、石油危機の時期  

でもあり、所得の上昇による保有の伸びが低く、地域条件もあまり影響しなかった時期で  

ある．。「期間C」の1978～82年になると、所得による効果も少しずつ高まり、地域条件の  

効果も高安りつつある時期となっている。そして、「期間D」の1983年以降は、所得上昇  

による効果、地域条件が整うことによる効果ともに高く、ますます乗用車保有が進展する  

可胎性を示している．、  

（：う）保有率の推移の時系列的特徴と彩響要因との関係の時系列的特徴の比較   

前節の保有率の推移に基づく時点分類と先の主成分分析による地域分粁の関係を示した  

ものが表4．2．Gである．、   

保有率そのものの推移における各期間の増加状況と要因の影響度合の違いの関係を見る  

ことができる、）「期間1」における保有率の大きな上昇は、所得上昇によるところが大き  

いことがわかるご，「期間3」からの安定増加は、地域条件が整うことによる影響から所得  
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による影響も加わってきており、その結果として「期間4」の大幅な増加につながったと  

見ることができる。なお、「期間5」の増加量の低下に関しては、十分説明できていない  

が、過去30数年問の時系列的な変動の特徴を表しているといえよう。  

表4．2．6 主成分分析による時点分類と時期特性  
6引66l67  68  69けOl71  72  73け4  75  76  77  78l79  80l81l82  83l84匝5l86  87  88  89匝0  9り92惇3   

各年の保有率増加  
量による地域分類   期間1  期間2  期間3  期間4    期間5   

期間の特徴   大幅増加  小増加  安定増加  高増加    小増加   

影響要因との関係  

による時点分類   
期間A  期間B  期間C  期間D   

地域条件効果   小さい  やや／ト  やや大  大きい   

所得効果   大きい  小さい  やや小  大きい   

4．3 ぺネル分析モデルを用いた乗用車保有率の地域・時系列特性の把握  

4．：〕．1パネル分析モデルを用いた乗用車保有率の地域・時系列特性の把握方法   

4．2の予備分析を踏まえ、保有率そのものの地域的・時系列的変動を考慮した保有率モデ  

ルと、保有率に影響を及ぼすと考えられる3つの要因（所得、道路延長、DID人口密度）  

の影響度合の地域的・時系列的変動を考慮した保有率モデルの2種類のモデルの構築を行  

う′二′ ニれらのモデルを検討するために次の3種類の線形回帰モデルを考える。  

1）プーリングモデル  
〟  

γ∫′＝β（，＋∑βと∫抽＋Z′〟，メ＝1，…，〃，J＝ト，r・（4・3・1）  
と＝l  

1  

2）ダミー変数モデル  

左  

γ∫∫＝β肋十∑A㍉加＋軋，ノ＝l，‥・，〃，／＝1，…，r・  
⊥＝1  

：う）可変パラメータモデル  

〟  

ツ∫′＝β肋＋∑β加芳拙＋～′∫′，′＝1，…，〃，／＝1，…，r  
吏＝l  

（4．：∃．2）  

（4．3．3）   

ただし、y：乗用車保有率、X：説明変数、u：誤差項、β。：定数項、β‥変数パラメー  

タ、i：都道府県（1い‥．4G）、L‥時点（1，…，25）、k：説明変数の番号（1，‥・，K）（⊃   

各モデルは、切片、説明変数パラメータを共通と見るか、あるいは地域・時点により変  

動すると見るかの違いがある 

l）の「プーリングモデル」は、切片・説明変数パラメータともに地域・時点に関わらず  

共通としていることから、地域・時点間の差異を考慮しないモデ′レであると考えることが  

できる．、  
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2）の「ダミー変数モデル」は、切片が地域・時点により変動し、説明変数パラメータほ  
地域・時点に関わらず共通としていることから、説明変数以外の影響要因を地域・時点に  

関するダミー変数として表すものである。言い換えれば、説明変数パラメータを共通とし  

ていることから、保有率そのものの地域差・時点間の差を表現するモデルである。   

3）の「可変パラメータモデル」は、切片・説明変数パラメータともに地域・時点により  

変動するものとして扱うことから、影響要因の影響度合が地域・時点により異なることを  

表現するモデルである。  

4．：∋．2 パネル分析モデルの定式化と推定方法   

「ダミー変数モデル」 、「可変パラメータモデル」の2つのパネル分析モデルを用いて、  

地域差・時点間の差を考慮した保有率モデルの構築を試みる。その際に、「ダミー変数モ  

デル」の地域ダミー、時点ダミーとしては、4．1において保有率そのものの推移をもとに分  

類した、地域区分1～6、時点区分1～5を用いる。一方、「可変パラメータモデル」に  

対しては、4．2において影響要因の関係をもとに分類した地域区分A～H、時点区分A～D  

によりパラメータが異なるように設定する。   

従って、本項において保有率の地域・時系列特性の把握のための比較対照として構築す  

るモデルは次の5つのモデ／レとなる二 

1）プーリングモデル  

yJ  
r．1  

もしくは、y′  
．＼■・l  

erβ。＋ズ∫β＋u∫，f＝1，…，〟，（4・3・4）  
r《1r．〟だ・1r・1  

e〝β。＋旦P＋u′，／＝1，…，㌻，（4・3・5）   
〃′√1 JVり〔尺㌧l ∧㌧り  

2）地域別ダミーモデル  

′ 

－ 

：う）地域別パラメータモデル  

y∫＝（［erl棚p∫）（打 
r■l  †。．1 

4）期間別ダミーモデル  

＝（e」Vp′）β－－＋ガ′β＋u′，′＝1，…，㌻，（4・：∋・8）  
一V．G G・1．＼r■〟Å㌧l＋∧’・1  

5）期間別パラメータモデル  

y′＝（［e▲、′叫⑳pr）β＋ご1－′＝1，…，7’，（4・：∃・9）  
∧′tl  ノV、（〟十l）G （ん－りGくl  

ただし、  

、あるいは、e．V＝  
．＼r・1  

er＝  
r、l  

5±≧   
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∫川 …  ズだl′  

Jl’：＝  

rxだ  

，あるいは、ガ∫＝  
」Vlg  

芳1fr … ズ瓜丁  芳】〃r  

X,, 

∫ぷVJ  

y：被説明変数、Ⅹ：説明変数、β：パラメータ、u：誤差項、K：変数の数、   

G‥グループ数、T：時点数、N‥都道府県数、Pは県と地域グループ、時点と時点グ  

ループの対応を表す行列（N県×G地域の行列で0／1でその対応を示す）。  

また、［er暮現は、  

1∫l‖・＝  二㌦1  

［er一考】＝  

1∫1汀 … ズg汀   

と表記するものとする。  

さらに、〔ertJγ∫］⑳p∫はクロネッカー積で、例えばp∫＝［10 0 0］とすると、  

10 0 0 ∫H O O O … ∫gf10 0 0  

［e汗旦］㊦p∫＝  

10 0 0 芳1汀 0 0 0 …  ∫〟汀 0 0 0   

と計算されるものである。   

式4．3．4、4．3．5のプーリングモデ／レほ、通常の線形回帰モデルであり、通常の最小二乗  

法によりパラメータ推定を行う。一方、地域別・期間別ダミー変数モデル、地域別・期間  

別パラメ←タモデルは、複数の県、時点をひとまとめにしているために、地域・期間グ′レ  

ープ内において、県・時点の誤差項の問に相関が生じる。従って、パラメータ推定は誤差  

項問の相関を考慮した一般化最小二乗法を用いる必要がある。。ここでは、式4」3．9の期間別  

パラメー タモデルを例に推定方法を述べる。   

式4」〕．9より、モデル式を1つの式で表すと、次のように表される。  

y ＝トキア］・β ＋u．（4．：〕．10）  
〟丁・l∧T＼（だ†l）G（定十りG‘l〃㍗一Ⅰ  

ただし、  

［eJ、rlズー］⑳pl   

【e．、′トrr］⑳pr   
変数パラメータβの推定量は、時点間の相関を考慮して一般化最小二乗法を剛、ると、  

次のように表される。  
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わ（【呵明朝‾1【呵がy・（4・3■11）  

ただし 
、  

Jll・‥ Jlr  

n＝∑㊤JÅ′＝   ⑳J〃，（4．3．12）  

Jlr ‥■  α汀  

ゆえに、  

n‾1＝∑‾l⑳J⊥V・（4・3・13）   

ここで、分散共分散行列∑は未知であるのでその推定量として、   

∂付＝忘（y√－（［柚v輝）転）ト（【拙］⑳p∫）吋，（4・3・14）  
ただし、  

β。エ∫＝（【呵［呵）‾－［呵y，（4・3・15）  
を与えることによりβの効率の高い推定量が得られる（Zellner196礼   

ダミー変数モデルに関しては、変数パラメータを地域・期間によらず共通とすることに  

より、同様の方法で推定することができる。  

4．3．：〕保有率モデ／レの推定と地域・時系列特性の考察  

（1）モデルの評価方法   

前項で示したモデルに、被説明変数を乗用車保有率、説明変数に世帯当り所得、1人当  

り道路延長、DID人口密度を取り上げ、46都道府県の1965～9：∋年の29時点分1：〕34サン  

プルのデータを適用し、パラメー タ推定を行う。   

そして、地域別、期間別のパラメータの違いを見ることにより、保有率推移の地域的・  

時系列的特徴を考察する〕また、モデルにおいて、地域・期間による違いを考慮すること  

によって、モデルの説明力がどの程度異なるかについても同時に考察していく。   

なお、モデルの説明力の評価に関しては、自由度調整済決定係数によりモデル全体の説  

明力を評価するとともに、不一致係数を用いて、時点毎にモデルの再現状況の評価を行うLr   

ここで、不一致係数とは、実測値γ∫rとモデルの推定値丸との一致の程度を示す指標で、  

例えば時点tにおけるのN個のデ｝タによる不一致係数U′は、次のように表される（タイル  

】9G4）、、  

（4」〕．1G）   

壬：－－．三三 1八】  
すなわち、Uの値が0に近いほど推定値と観測値が一致しており、1に近いほど一致し  

ていないことを表す．、  
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さらに、モデルの再現性に対してパラメータ数を考慮した評価を行うために赤池の情報  

量基準（封C）を用いる。これは、モデルの尤度関数をエ（∂lγ）＝′レl♂）とし、βの次元をダ  

とするとき、  

ノヽ            AJC＝－2logエ（∂lγ）十2ク（4．3．17）  

と定義されるもので、右辺の第1項がモデルの適 合度を表す最大尤度の・2倍を示し、第2  

項が未知パラメータ数pの増加によるペナルティを示すものである．。従って、封C指標が  

小さければ小さいほど適合度が高いことを示す。   

線形回帰モデルにおいては、サンプル数をn、誤差分散の推定値を∂ユとすると、最大尤  

度Lは、  

コ 
エ＝－；log（2方卜log（a）一（4・3・18）  

と表され、これをもとに封Cを算出することができる（佐和1979）。  

（2）地域別モデルの推定結果と考察   

地域別モデルの推計結果を示したのが、表4．3．1である。地域特性と関連づけた解釈をし  

やすいように、パラメータ値の大きさ順に地域の並べ替えを行っている．っ また、各地域特  

性を地域1～5については、保有水準の高、中、低により、地域A～Hに関しては、所得  

による効果と地域条件による効果の大、中、小により示している。   

モデル全体の説明力を自由度調整済決定係数により見ると、地域差の考慮をしていない  

プーリングモデルと比較して、2つのパネル分析モデルは値が高くなっており、地域の違  

いを考慮した効果が現れているっ しかし、パラメータ数を考慮したAIC指標を見ると、地  

域別パラメータモデルの値が悪くなっており、地域別ダミーモデルの方が地域構造を端的  

に表したモデルとなっているlつ   

地域別ダミーモデルについてダミー変数パラメー タ値の挙動を見ると、1965年当初の保  

有水準の高さを反映したものとなっており、そのことが若干ではあるが、決定係数の上昇  

に貢献したものと見られるっ   

地域別パラメータモデルに関しては、定数項から見ると、所得の影響度合の順に値が並  

んでおり、所得効果の高い地域ほど保有のポテンシャルが高いことがうかがえる。所得パ  

ラメータに関しては、所得効果が大きいところ以外は、地域条件効果の大小により影響が  

変化している‥ 道路パラメータについては、所得効果の小さいところ、すなわち大都市間  

などにおいて影響が大きく、道路盤購を進めることにより保有が大きく伸びる可能性を示  

唆していろ．，DID密度については、地域条件効果と同様の傾向であり、各地域とも密度の  

低下が保有の上昇につながることを示しているユ   

ニのように、地域の特徴を踏まえたモデルを構築することにより、地域毎の特徴を明確  

に表すことができると同時に、モデルの再現性を時点毎の不一致係数により見てみると（図  

∠1．：〕．1）、石油危機前後削釦・、ては概ね地域別パラメータモデルの当てはまりが良い状況を示  
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表4．3．1地域別モデルの推定結果  
地域特性  プーリング  地域別ダミー  地域別ハーラメータ  

モデル  モデル  モデル  
イ票数  t借   係数  tイ有   イ系数  

0．089  2．911  ■  ・■≡  

地域5  高→低水準  

地域1  長一→l笥  

地域6  高→中  0．212… 4．142  
地域4  中一→中  0．201… 4．837   j  

地域2  中→高  

地域3  低一り中  0．188  4．825  

地域D  所得大；地域大  1．417  

地域C   中   中  
地域B   中  ／ト  

地域A   大  ／ト  

地域E   中   大  
′ト   大  地域H  

地域F   ′ト／ト  

小  帥域¶  0．4R6  

所得／世帯  0151  57．178  0．139  39．997  

地域A  所得大；地域小  

地域D   大   大  

地域E   中   大  

地域H   ′ト   大  

地域C   中   中  
地域G   ′ト   中  

地域F   ′ト   ′ト  

二帥：醍R   申  ∩＿nRワ  

道路／人  

地域G  所得小；地域中   
′ト   ′ト  地域F  

地域H   ／ト   大  

地域B   中   ′ト  

地域E   中   大  

地域C   中   中  

地域A   大   ′ト  

帥城∩   七   大  ー∩＿0nl  

D用宗度  －0，075  一っ5 033  －0 083  －21．155  

地域G  所得小；地域中  
′ト   ′ト  地域F  

地域A   大   ′ト  

地域B   中   ′ト  

地域E   中   大  

地域H   ′ト   大  

地域C   中   中  

勅撰D   七   大  l  け〔．ワ6l  

自由度調整済  

決定係数  0．89丁  0．899  0．915   

Af C  一15J3  －15：ほ  －1‘192   

図4．；∃．1地域別モデ′レの不一致係数の推移  
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している。なお、地域別ダミーモデルは、プーリングモデルとほぼ一致した推移となって  

いる。  

（3）期間別モデルの推定結果と考察   

期間別モデルの推計結果を表4．3．2に示す。モデル全体の説明力を自由度調整済決定係数  

により見ると、期間の差の考慮をしていないプーリングモデルと比較して、2つのパネル  

表4．3．2 期間別モデルの推定結果  
保有率   プーリング  期間別ダミー  期間別ハ■ラメ一夕   

モデノン   モデル  モデル  モデル  
係数  tイ直   係数  

…仙亙塵項  

1965－72   

1973－76  

1977－86  

1987－90  

1991－93  0．668  15．969  
1965－71  0．016  

1972疇77  

1978－82  
lqR3－q3  1．（）6ワ  

所得／世帯  0．151  57．178  0．094  25．592  

1965－71  

1972－77  
1978－82  

lqR3－q3  〔．nqR  

j萱鼠ノ′′人  
…．  

1965－71   

1972－77  

197∈卜82  

lqR：トq：l  n．0？7  

川…担1里黍度  

1965－71   
1972t77  

1978－82  
lqRニトq3  

自由度調艶斉  

決定係放  （）．897  0．9〔）6  （）．9：i7  

ÅIC   －151三3  ーt6⊥13  ー1524   

図4．3．2 期間別モデ′レの不一致係数の推移  
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分析モデルは値が高くなっており、期間の違いを考慮した効果が表れている。ただし、期  

間別パラメ｝タモデルはパラメータ数の多さから、AユC指標の値が大きくなっている。   

2つのパネル分析モデルにおいては、期間の違いを考慮することにより、所得と道路の  

パラメータにおいて、プーリングモデルに比べて過大な推定が緩和されており、生態学的  

相関の影響が取り除かれた形となっている。   

期間別ダミーモデルについてダミー変数パラメータ値の挙動を見ると、期間を経るにつ  

れて、値が上昇しており、保有の進展を反映したものとなっている。   

期間別パラメータモデルに関しては、定数項から見ると、ダミー変数モデルと同様に、  

期間の経過に伴い値が大きくなっている．〕所得パラメータに関しては、最初の時期に大き  

な値を示し、72～82年の期間は低い値となっているが、近年では再び大きな影響を示して  

おり、時点毎の単回帰分析では相関は小さくなっているものの、全期間を通じたモデルか  

らは、現在でも有意な影響を示していることがいえる。道路パラメータについては、次第  

に、値が小さくなってきており、昔に比べると道路整備により保有がそれほど増えなくな  

ってきていることがうかがえる。DID密度については、年々影響が大きくなっており、密  

度の低下傾向がますます保有を増やす構造へ変化していると見ることができる。   

このように、期間の特徴を踏まえたモデルを構築することにより、期間毎の特徴を明確  

に表すことができる．っ また、モデ／レの再現性を時点毎の不一致係数により見てみると（図  

4．：〕．2）、期間の違いを考慮しないプーリングモデルに比べ、概ね2つのパネル分析モデルの  

方が当てはまりが良い状況を示している。  

（：ヨ）地域別モデルと期間別モデルの比較   

地域と期間の考慮の仕方の違いによるモデルの再現性の違いを考察する。ここでは、プ  

ーリングモデル、期間別ダミーモデル、地域別ダミーモデルに加え、期間区分と地域区分  

の双方に関してダミー変数を導入する「期間・地域別ダミーモデル」も推定し、比較を行  

う．1表4．：〕．：ヨにこれらのモデ′レの自由度調整済決定係数（斤ユ）と山C指標を示す。   

期間・地域別ダミ←モデルほ、パラメータ数の増加（ダミー変数の数は、5期間×6地  

域＝：犯）にも関わらず、再三、Al（二ともに良好な値を示しており、地域・時系列の構造を  

良く表していると言える 

図4．：う．：うに、時点別と都道府県別の不一致係数を示す．。時点別に見ると、期間の違いを考  

慮した期間別ダミーモデルがよい当てはまりを示し、期間と地域の双方の違いを考慮した  

期間・地域別ダミーモデルがさらに良い当てはまりを示している。   

都道冊朋りの当てはまりについてi・ま、期間・地域別ダミーモデ′レが最も良い当てはまり  

を示しているのは明白であるが、地域別ダミーモデルは地域の違いを考慮しているにもか  

かわらず、地域び）違いを考慮していない那耶りダミーモデルよりも当てはまりが悪い結果  

を示している。   

っまり、時間に関する考慮の方が地域の考慮に比べ、モデルの再現性の向上に対して大  
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きく効いていることがいえる。また、時間的な考慮と地域的な考慮を同時に行うことによ  

り、パラメータ数の増加のペナルティを上回る再現性向上の効果があることが示された。  

この再現性の向上が示唆するのは、保有状況が地域と時間で複雑な動きをしているという  

ことであり、この動きを表現することが重要であるという点である。逆に、地域と時間の  

複雑な動きを表現できなければ、正しい推定をすることができない可能性を示唆している。  

表4．3．3 保有率モデルの決定係数とAIC  

モデル   プールク÷モデル   期間別タ■ミーモデル   地域別タ～ミーモデル  期間・地域タ÷トモデル   

ハ○ラメ一夕数   4   8   9   3 3   

斤コ   0．897   0．906   0．899   0．947   

AIC   －152：〕   －1643   －1538   －2340   

図4」∋．：ヨ ダミー変数モデルの説明力の比較  
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4．4 保有率モデルの予測力の評価   

一般にモデルはパラメータ数の増加により説明力が向上するが、これに反して予測力は  

低下するといわれる。本研究で適用したパネル分析はパラメータ数の増加を志向するモデ  

ルであるが、単にパラメータ数を増やしているのではなく、地域・時点による差を表現す  

るための変数を導入しているため、地域・時点に関する動向が忠実に表現されていること  

を前節において示した。このことから、パネル分析モデルはパラメータ数が多くとも、予  

測モデルとしての適用可能性を持っていることが考えられる。そこで、外挿テストにより  

予測値の推定を行い、観測値との当てはまりからモデルの予測力を検討した。  

4．4．1外挿テストの方法  

1965年から10年間、1965年から20年間を推計のための期間として設定し、  

■プーリングモデル  

■ダミー変数モデル（地域別、期間別、地域・期間別）  

■可変パラメータモデル（地域別、期間別）  

の3種類のモデルを推定する。そして、それ以後の期間を予測期間とし、推定した各モデ  

ルにより保有率の将来値の推計を行うコ なお、期間別ダミー、期間別パラメータについて  

は将来値が必要となるが、モデル推計の最新の時点におけるパラメータ値を将来値として  

用いることとするっ 各モデルの諸元は表4．4．1に示すとおりである。  

4．4．2 各モデ／レの予測力の比較   

モデルによって推定された将来値と観測値がモデルによりどのように当てはまりが異な  

るかどうかを見るために、時点別に見た不一致係数を算出した．。  

表4．】．．1外挿テストの比較モデ／レー覧  
19G5－75モテ√ル（サン7けル放506）  19G5－85モデル（サンプル数966）  

ハqラメータ数   次定係数  AIC   ハ○ラトタ数  定係数  AIC   

プーリンク～モデル   
⊥1  0．8：i2  －1047   4   0．8う6  一1256   

地域タ～ミーモテ√ル   9   0．R32  －1037   9   0．858   －1268   

期間タ～ミーモテJル  －953  6妄   0．  －129・l   

地域■期間タ√ミーモデル   15  －1022                  21  0．8GO  －125：i   
0．8G7  地域′、○ラメ一夕モデル  32  －620   32 1 0．881   －12・12   

期間／、■ラトクモデル   8  0．針目  －668   1G i 0．911 一127・1  

地域と時間の考慮の違いによる予測力の違いを見るた裾こ、プーリングモデルと3つの  

ダミー変数モデルによる不一致係数の推移を見る（図4．4．1），〕大きな傾向としてほ、推計期  

間が短いモデル（19G5－75モデル）において、予測相川削こおける当てはまりが急速に悪化  

している、また、19G5－75モデルにおいては、いずれのダミー変数モデルもプーリングモ  

デ′レの予測より悪い傾向となっており、AIC指標にも表れているように、サンプル数に比  

してパラメータ数が多いた裾こ予測精度が悪くなっている。一方、推計期間の長い1965－  
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85モデルでは、期間別ダミーモデルを除いては、プーリングモデルとほぼ同様の予測精度  

になっており、サンプル数が増加するにつれパネル分析モデルの予測精度が向上していく  

傾向が読みとれる。   

次に、可変パラメー タモデルの予測精度の比較のために、地域別モデル、期間別モデル  

のそれぞれについて、プーリングモデル、ダミー変数モデル、可変パラメータモデルの比  

較を行う。   

地域別モデルによる外挿テストの結果を見ると（図4．4．2）、10年間のモデル（1965・75  

モデル）の方では、推計期間内ではパネル分析モデルの方がよい当てはまりを示している  

のに対し、予測期間の後半では地域差を考慮しないプーリングモデルの方が良い傾向を示  

している。20年間のモデル（1965－85モデル）では、それほど差はないもののここでもプ  

ーリングモデルの方が良い傾向を示している。これは、保有率の変化が地域差よりむしろ  

時系列的な構造変化によるところが大きいものと考えられる。   

一方、期間別モデルの方の結果をみると（図4．4．3）、予測値の当てはまりの傾向として、  

推計期間が10年間の場合、期間別ダミーモデルにおいて急速に当てはまりが悪化しているっ  

これは、ダミー変数の将来値が最新の時点から変化していないことが原因の一つであると  

考えられる。期間別パラメータモデルの方は比較的良好な当てはまりを示しているが、予  

測期間の後半では、プーリングモデルが良い傾向を示している（1推計期間が20年間のモデ  

／レは、1口年間推計のモデ／レに比べ、期間別ダミーモデルを除いては、良好な当てはまりと  

なっており、期間別パラメータモデルが最もよい当てはまりとなっているっ このことから、  

推計期間が長いほど予測精度が高まることが言え、また期間による影響度合の変化を考慮  

する方がさらに精度が高まることが言える．。すなわち、サンプ／レ数を多く取り、時系列的  

な構造を考慮すれば、パラメータ数が多くとも高精度の予測を期待することができると言  

える。しかし、期間別ダミーモデルにおける当てはまりの悪さに見られるように、期間の  

区切り方と、将来値の設定方法に関しては、改善の余地が存在すると言える。  
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図4．4．1推計期間と予測期間における不一致係数の推移（ダミい変数モデル）  

図4．4，2 推計期間と予測期間における不叩致係数の推移（地域別モデ／レ）  

う   
1り戸J雪    こ－1叩     Lリ門  エリ「■〕   lf川う    Lり‘析  1）て1r－    ．巨ノ     ン）7う    ．・1    ：ilち    ILl，？11                            ト∵－一ル■′ 一昭間引サミー・讐雲三三ニ▼，，ヨ…  

図∠t．4．：3 推計期間と予測膵＝輝こおける不・叫致係数の推移（期間別モデ／レ）  
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4．5 まとめ   

本章では、乗用車保有水準と地域属性との地域的時系列的特徴を把握するために、乗用  

車保有率モデルの構築を行った。モデルの構築に先立って、基礎分析として、都道府県別  

乗用車保有率の過去約30年間にわたる推移をもとに、保有率そのものの地域・時点差の把  

握、並びに保有要因の影響度合の地域・時点差の把握を行い、保有率の地域、時点に関す  

る構造化を図った．。そして、その地域・時点の特性を考慮し、「ダミー変数モデル」、「可  

変パラメータモデル」の2つのパネル分析モデルを用いて乗用車保有率モデルを構築し、  

地域・時点の特性を考慮しない「プーリングモデル」との比較によりモデルの説明力及び  

予測力を検討した結果、次のような知見を得た．。  

（1）保有率そのものの地域・時点差に関して   

自家用乗用車と軽自動車の世帯当り保有台数推移を都道府県別に1965～93年の推移の  

地域的・時系列的な特徴を捉えるために、地域的な変動に関しては、地域により保有の増  

加の仕方が異なることから、1965年当初の保有レべ／レと1965～93年の増加量に着目して  

地域的な特性を明らかにした1また、時系列的な変動に関しては、各時点において保有の  

増加の仕方が異なることから、保有率増加量の推移に着目して時点による増加傾向の差を  

明らかにすることができた＿  

（2）保有要因の影響度合の地域・時点差に関して   

保有に影響を及ぼす要因として、政策変数として考慮できるという観点から、「世帯当  

り所得」、「1人当り改良済み道路延長」、「DID人口密度」を取り上げ、その影響度  

合の地域的・時系列的を捉えるために、都道府県別時系列分析と多時点クロスセクション  

分析を行った1   

その結果、地域的な傾向に関しては、各要因とも地域により影響度合が異なることが示  

され、主成分分析により地域分類を行った結果、「保有への所得の効果」と「保有への地  

域条件の効果」という軸により地域の特徴を表す地域分類を行うことができた。   

時系列的な傾向に関しては、各時点について単回帰分析を行った結果、「所得」の影響  

度合はほぼ一定であろのに対し、「道路」と「DID」は年々大きくなってきている傾向  

が見られた．1また、「所得」との相関は低くなってきているのに射し、「道路」と「D t  

D」の相関は高くなってきている傾向が見られた．1  

（：3）バネ′レ分析モデルの再現性と保有の地域・時系列相性に閲して   

保有率そのものの地域・期間の特性を考慮した「ダミー変数モデ′レ」と、保有要因の影  

響度合の地域・期間の特性を考慮した「可変パラメータモデル」を構築し、地域・期間の  

特性を考慮しない「プーリングモデ／レ」との比較により、保有の地域■時系列特性を明ら  
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かにするとともに、地域と期間の考慮の違いよるモデルの再現性の違いを検討した1   

その結果、ダミー変数、可変パラメータと地域・期間の違いをより多く考慮することに  

よりモデルの再現性が高まることが確認され、地域や期間の違いによる要因の影響度合の  

違いを表現することができた．。また、地域別と期間別の考慮の違いについてほ、期間別の  

違いを考慮した方が、時点別、都道府県別ともにモデルの再現性が高いことを示した。  

（5）パネル分析モデルの予測力に関して   

パネル分析モデルは地域・時系列の構造を表現するモデルであることから予測モデルと  

して適用可能であることが考えられるため、外挿テストにより予測力の検討を行ったしつ そ  

の結果、推計期間が長いほど将来予測において当てはまり良い傾向が表れた。また、地域  

差を考慮したモデルにおいては、将来予測の当てはまりがプーリングモデルよりも悪くな  

ってしまう傾向が表れた。、」期間別の影響度合を考慮した期間別パラメータは最も良い当て  

はまりを示したが、期間別ダミ←モデルに関しては、将来値の設定方法や期間区分の問題  

により、良好な予測値を得ることができなかった。  

／  
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第5章 都道府県別乗用車ガソリン消費量の地域・時系列分析   

本章は、乗用車利用水準の地域・時系列変動の把握のために、利用水準の指標として「乗  

用車1台当り年間ガソリン消費量」（以後、単に「台当り消費量」と呼ぶ）を取り上げ、  

その地域差、時系列推移の考察、及びモデル構築による要因の影響力の違いについて考察  

する。   

5．1では、乗用車利用を把握するための指標としてガソリン消費量を用いることの妥当性  

について検討する（つ そして、前章の保有率モデルの構築と同様の考え方により、台当り消  

費量の都道府県別時系列推移を説明するバネ′レ分析モデルを構築するために、5．2では、台  

当り消費量そのものの推移の地域・時系列特性を把握する。5．3では、台当り消費量に影響  

を及ぼす要因との関係の地域・時系列特性を明らかにする（。そして、5．4で台当り消費量の  

地域・時系列特性を踏まえたパネル分析モデルを構築し、5．5においてモデルの再現性及び  

予測力の評価を行う。  

5．1 乗用賓利用水準指標としてのガソリン消費量  

5．1‥1乗用車利用水準指標と都道府県別利用量   

本研究で定義ナる乗用車利用水準指標とは、ある県に存在する乗用車がその県の中で一  

年間に走行する距離の平均を意図している1▲，しかし、現実には、その県に存在する乗用車  

ほその県内だけではなく、県外において走行することもあり、厳密にその県内だけの走行  

距離を計測することは不可能である、また、本研究では、利用指標としてガソリン消費量  

を取り上げるが、これについても、必ずしもその県で販売されたガソリンがその県の中で  

消費されるとは限らず、実際の利用実態との解離が生じる可能性がある、1   

しかし、平成6年の自動車瀾適統計の自動車旅客流動調査（営業軋こよるトリップは除  

く）によると、問丸近畿地方では都道府灘内々トリップが全トリップに占める割合は90（好）  

程度であるが、その他の地域では慨メ■ユ95（沌を超えており、ほとんどのトリップは同一県内  

で完結しているっ つまり、都道府県の地域単位であれば、ほぼその県内で行動が完結して  

おり、越境している交通があっても、他県の乗用車の走行距離により互いに埋め合わされ  

ものと考える。従って、ガソリンの消舘琉に関しても同様の考え方で他県での消費分も互  

いに埋め合わされるものと考えろ 

5．1．2 自動翫利用調査デーータ   

自動寮の利耶旨標となる走行台キロは、我が国でほ建設省の「全鼠道路交通情勢調査（道  

路交通センサス）」と運輸省の「自動車輸送統計調査」において、自動車交通・自動‡捌輸  

送の実態把握のた裾こ調査されており、建設省の道路整備五箇牢計画における道路整備総  
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量の地域配分のための基礎資料などとして用いられている。   

ニれらの調査における走行台キロの算出値に関する特徴を以下に示す。  

（1）「道路交通センサス・一般交通量調査」（2～3年毎に実施）  

＜概要＞ 路側で交通量をカウント。12時間（あるいは24時間）交通量をもとに都道府  

県別走行台キロを算出〕  

＜問題点＞  

・調査対象路線が都道府県道以上と限られているために交通量が観測されていない路線上   

の交通量を考慮できない。  

・車種区分において自家用とそれ以外の区別ができない。   

ニの調査を行ったある叫日の12時間交通量から1年間の値に換算する際に誤差を伴う。  

・時点数が少ない。  

（2）「道路交通センサス・自動車OD調査」（3～5年毎に実施）  

＜概要＞ 抽出率約3％（対象車：約100万台）のサンプル調査でこれから1日に運行し  

ている車の割合と1日に走行する距離を運転者自身が記入したアンケート用紙から集計し、  

都道府県別に走行台キロを算出しているっ  

＜問題点＞  

・3～5年毎にしか実施されていないため、時点数が少ない．1  

・運転者自身が記入を行うた裾こ誤差を伴う．。  

・1日の走行の記録であり、年間の利用量が把握できない 

（ニ〕）「自動寅輸送統計調査」（年2回）  

＜概要＞ 約3万台のサンプル調査＿ノ 自家用乗用車については走行台キロが地域ブロック  

ごとに集計さ云■tている二  

＜問題点＞  

・公表されている集計データが9地域ブロック単位であるために都道府県ごとの地域差を  

把握することができないり   

ニのように、既存の調査データは、集計Lている時間単位、集計している最小地域単位、  

調査間隔、サンプル数がいずれも異なっているため、自動車航送統計では時系列の傾向は  

ある程度読み取れるものの、全国を9ブロックに分けた運輸局単位では地域変動をみるに  

は不十分である 

鵬方の道路交通センサスでは、一日炬位の詳細な運行状況が都道府県別に集計されてお  

り、地域変動のより細かな分析が可能であるt、しかしその反面、牢間の利用状況が把握で  

きず、また調査間隔が3～5年毎であり時系列変動が十分把握できないといった欠点があ  
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るっ そこで、利用量の代理指標として、乗用車の主な燃料源であり、環境負荷指標の算出  

が容易であり、また、統計データとしても都道府県別に毎年集計されているガソリンの消  

費量に着目することにした。  

5．1．3 都道府県別乗用車ガソリン消費量の推定  

（1）乗用車利用とガソリン消費量の関係   

乗用車の燃料別構成の推移を見ると（図5．1．1）、1980年頃まではほぼガソリン車で占  

められてきたが、近年ディーゼ／レ車の割合が増加してきている。しかし本研究では、過去  

約30年間にわたる長期的な乗用車利用特性の変化に着目することから、ガソリン車に限定  

して分析を行うっ   

ガソリン消費量は乗用車利用と燃費の関係により決まるが、自家用乗用車のガソリン消  

費量と走行台キロの関係を見ると相関はほぼ1になっている（図5．1．2）。最近4時点にお  

いて傾向が異なっているが、これは自動車輸送統計の調査方法の変更に伴う影響であると  

見られる1ニ  

1965  1970  1975   1980   19fほ  1990  1995  

図5．1．】▲ 登録乗用車の燃料構成の推移（全国；1．965～95年）  
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図5．1，2 ガソリン消費量と走行台キロの関係（自家用乗用車；全国；1．965～92年）  

ガソリン消費量（百万kl）  
20，000  

10，000  

5，0（〕0   

：∋，000  

2，0（〕0  

1，0（20  
5，00010，000 20，000  50，000100，000200，00q  

走行台キロ（百万台キロ）  

図5．1」ヨ ガソリン消費量と走行台キロの関係（自家用乗用車；運輸局別：ユ月90年）   

また、データが集計されてい計運輸局単位で見ても消費量と台キロの関係は相関が1に  

近い状況になっており（図5．1」ヨ）、ガソリン消費量と乗用駐利用はほぼ一定の関係で推移  

していると見ることができる、つまり、ガソリン消費量がわかれば走行台キロの推定があ  

る程度可能となる．〕加えて、ガソリン消費洗を求めることにより、地球温暖化に影響を与  

えると考えられている二酸化炭素の排出故の推定も可能となり、乗用揖利用の度合を表す  

代理指標であると同時に環境負柑の算出のための指標としても有用である 

（2）乗用紅分のガソリン消費量如〕推定   

乗用車二のガソリン消狸最バ、自動車輸送統計において調査されているものの、運輸局単  

位でしか集計されていない．一方、 通産省の「エネルギー需給・統計調億」においては、  

石油元売り各社が一年間に小売店に卸したガソリンの競を都道周明用」に毎年集計している  

ため、地域別時系列分析を行うことが可能となる、、しかし、ガソリンの用途は自動車だけ  
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ではない。また、ガソリン車の中にも貨物車が含まれるため、本研究で対象とする乗用車  

が消費する分のガソリン量を何らかの方法で推定する必要がある。   

そこで、ガソリンの用途割合の全国平均値をもとに自動車分のガソリン消費量の都道府  

県別時系列データを算出し、その値から保有台数等の既知データを用いて、乗用車分のガ  

ソリン消費量を推定する方法を検討した（海老原ら（1995））。1975年と1989年における  

自動車輸送統計の運輸局別ガソリン消費量を真値とみなし、推定値との比較を行った結果  

において最もあてはまりのよい、「ガソリン車に占める乗用車の台数比率を自動車分ガソ  

リン消費量を乗じる方法」によって分析対象とする乗用車のガソリン消費量を推定した（図  

5．1．4）。  

推定値（百万kl）  

2000 3000 5000  10000  20000  

実測値（百万kl）  

1000  

図5．1．4 乗用車ガソリン消費量の実測値と推定値の比較（運輸局別；ユ．989年）  
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図5．1．5 推定した乗用敢ガソリン消費量による年間走行距離の算出（都道府県別：1990年）  
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上述の方法により推定したガソリン消費量を用いて、都道府県別の年間平均走行距離を  

算出した（図5．1．5）。都道府県別の年間走行距離データを捉えた調査は存在しないため、建  

設省の道路交通センサスによる日平均走行距離を年間の数値に換算したものと比較した。  

両者の数値の間にはかなりのばらつきが見られるが、ある仮定をもとにして推定した双方  

の数値がある程度似通った値を示していることから、ガソリン消費量に基づいて乗用車の  

利用状況を把握することは可能であると考える。  

5．2 台当り乗用車ガソリン消費量の地域・時系列特性の把握   

乗用車の利用水準、すなわち利用の度合を示す指標の1つとして、年間走行距離が考え  

られる。前節において乗用車の走行台キロとガソリン消費量が密接な関係にあることを示  

したことを踏まえ、利用水準指標として、乗用車一台が年間に消費するガソリン消費量を  

取り上げる．⊃ この指標は、前節で推定した自家用ガソリン乗用車と軽自動車が消費したと  

推定されるガソリン消費量を、自家用ガソリン乗用車及び軽自動車の台数で除したものと  

定義する」＿′ 本節では、この「台当りガソリン消費量」の都道府県別の時系列推移を説明す  

るモデルの構築のための基礎分析として、 「台当りガソリン消費量」そのものの推移の地  

域差と時系列的な特性を把握する．二′  

5．2．1台当り乗用車ガソリン消費段の推移に基づいた時系列的特性   

台当りガソリン消費畳の推移を見ると（図5．2．1）、1，960年代ほ増加傾向にあったもの  

の、第1次オイルショックの197：ヨ年前後に落ち込みがあり、第2次オイルショックの1979  

年を境に消費量が緩やかに減少し、1．989年からは増加の兆候がわずかながら表われ始めて  

いる 

ところで、乗用車の利用量の代理指標として台当たりガソリン消費量を分析していく際  

にほ、自動車の燃費が時系列的にどのように変化してきたのかということも考慮しなけれ  

ばならない1そこで、自動壁輸送統計による自家用乗用車の走行台キロとガソリン消費琉  

の調査をもとに燃狸を算出ナると、図5．2．2に示すように、自家用乗用車の燃字射ま1．980年  

頃まではほぼ横ばいに推移していたが、8（）年代前半に自動車の性能の向上による燃費の向  

上が見られる、。87年以降燃費が急に向上しているが、これは自動翫輸送瀦計の調査方法の  

変更によろ影響と自家用乗用鋸の走行台キロに占めるディーゼ′レ鋸の比率の上昇による影  
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1965－71   72－74 75－79   80－84  85－88   89－93   

1965   1970  1975   1980  1985   19901993   

図5．2．1台当りガソリン消費量の推移（全国平均）  

図5．2．2 平均燃費の推移（自家用ガソリン乗用車；全国平均）  

響が含まれていると見られる。しかし、これらを差し引いたとしても横ばいの推移となっ  

ていることから、近年の道路交通事情の悪さや排気量の多い普通乗用車の普及などが起因  

しているものと考えられる。   

次に、図5．2．1から台当り乗用車ガソリン消費量の時系列推移をもとに6つの期間に分類  

し、その特徴を考察する。   

「期間1」においては、高度経済成長に支えられ、台当り消費量が大きく上昇している。  

「期間2」では、第1次石油危機に伴い3年間にわたって消費量が大きく落ち込んでいる。  

「期間3」になると、再び石油危機以前の水準に回復し、分析期間の中では最大の水準に  

達している。 「期間4」では、保有率の上昇、走行性能の向上に伴い、台当り消費量が次  

第に減少している。「期間5」では、減少傾向がある程度落ち着き、安定した推移が見ら  

れる。最近の「期間6」は、台当り消費量が微増する傾向に変わっており、渋滞の増加、  
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高排出量の車種の増加などによる影響が表れていると見られる。  

5．2．2 都道府県別台当り乗用車ガソリン消費量の推移に基づく地域特性   

各都道府県における台当り乗用車ガソリン消費量の時系列推移に基づいて地域的な特性  

を考察する。図5．2．3はⅩ軸に1965年の台当り乗用車ガソリン消費量、Y軸に1993年の  

台当り乗用車ガソリン消費量をとったものである。   

前項の時系列特性の把握において台当り消費量は全体的な傾向として減少傾向にあるこ  

とを示したが、図をみると、大都市を含む都府県では逆に消費量が増加しているところが  

ある。また、減少している県でも東北地方の県のように大幅に減少しているところもあれ  

ば、それほど減少していない県もあり、地域による違いが表れている。   

各県の違いを、1965年と1993年のそれぞれで見てみると（図5．2．4、図5．2．5）、1965  

年においては、東北地方や九州南部で消費量が比較的多くなっており、全国的に見て消費  

量のばらつきが大きくなっている。一方、1993年においては、1965年当時において消費  

量が多かった地域で消費量が大幅に減少したために、地域間の差が縮小している。しかし、  

最小値の山形県（0．756kl）と最大値の千葉県（1．243kl）では約1．6倍の格差があり、地域  

差が縮小しているとはいえ、依然として無視できない差が存在している。   

このような台当り消費量の地域的な推移の特徴を踏まえ、図5．2．3をもとに、各県の座標  

間のユークリッド距離の二乗に基づいて群間平均を取ることにより分類を行うクラスター  

分析を用いて増減の傾向の似通っている地域を11グループに分類した。  
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図5．2．3 都道府県別台当りガソリン消費量の推移（1965年と1993年の比較）  
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図5．2．4 都道府県別台当りガソリン消費量（1965年）  

図5．2，5 都道府県別台当りガソリン消費量（1990年）  

「地域1」から「地域3」までは、全国的な傾向とは逆に消費量が増加している地域で  

あり、大都市圏とその周辺の地域が多くなっている。消費量の変動があまりない「地域4」  

も大都市周辺の県が多く、大都市地域では保有水準が小さいかわりに、乗用車を保有して  

いる人は、多く利用している傾向が見られる。  

「地域5」から「地域8」は、消費量がある程度減少している地域で、関東から九州ま  

での大都市圏以外の多くの県がこれに該当している。これは、世帯における乗用車の複数  

保有による保有水準の上昇に伴い、1台当りの利用が少なくなってきている慣向を反映し  

ていると見られる。  

「地域10」、「地域11」の北海道・東北地方、及び鹿児島は、1965年時点において高  

い消費水準にあったのが、急速に減少している。1965年当時においては、保有水準が最も  

低い地域であり、乗用車を保有するからには相当の利用を行おうとしていたものと見られ  

る。  
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5．2．3 台当り消費量の推移に基づく地域・時系列特性の考察   

台当りガソリン消費量の推移をもとにした、時点分類、地域分類の結果を、表5．2．1と表  

5．2．2に示す。   

時系列推移に関する特徴としては、概ねその時点の経済情勢の影響を受けて増減を繰り  

返しているが、保有水準の上昇に伴う1台当りの利用量の減少を反映して消費量が減少し  

てきていることがうかがえる。しかし、近年における微増の傾向に関しては、排気量の多  

い車両の比率の増加や、道路渋滞等による走行環境の悪化による燃費の低下が要因の一つ  

として考えられる。   

一方、地域的な傾向の違いについては、消費量の全国的な傾向として減少慣向にあるも  

のの、大都市圏とその周辺の地域においては、消費量の増加が見られる。また、北海道や  

東北地方のように1965年当時においては消費水準が非常に高くなっている地域が見られ  

た。これらの地域において共通する点の1つとしては、保有水準が低いということがあり、  

どうしても乗用車により多くの距離を移動する必要のある人しか乗用車を利用していない  

ことが反映されていると見られる。   

以上のように、台当り消費量の特徴を期間毎、地域毎にグルーピングすることにより、  

台当り消費量の推移と地域差を浮き彫りにすることができ、モデル構築の際には、線形回  

帰モデルの定数項に相当する部分にこの特徴を反映させることとする。  

表5．2．1台当り消費量の時系列推移にもとづく時点分類  

表5．2．2 台当り消費量の変動にもとづく地域分類  

74   



5．3 台当りガソリン消費量に影響を及ぼす要因との関係に基づく地域・時系列特性   

台当り消費量、すなわち乗用車利用水準は地域により異なっていることを示したが、こ  

れは乗用車利用に対して地域構造などの要因が影響していることを示唆している。そこで、  

台当りガソリン消費量に影響を及ぼすと考えられるいくつかの要因を取り上げ、それぞれ  

の要因の台当り消費量に対する影響度合の地域的な違いと時系列的な違いを総合的に判断  

し、都道府県と時点のグルーピングを行う。   

分析方法としては、4章の保有分析と同様に、都道府県別の時系列回帰分析と、時点別  

のクロスセクション回帰分析を行い、各要因の影響度合の違いを総合的に判断するために、  

単回帰パラメータを用いた主成分分析を行い、都道府県と時点の分類を行う。  

5．3．1台当りガソリン消費量への影響要因   

台当りガソリン消費量に対する影響要因としては、ガソリンの購入や消費に際して影響  

する所得水準とガソリン価格を取り上げるほか、乗用車の利用を促進あるいは抑制するよ  

うな政策と関わる地域構造や道路整備に関する指標を取り上げる。   

具体的には、人口分布の違いが利用水準を変えるという視点から、都市・地域構造とし  

て、人口の集中度合を表す「人口集中地区（DID）人口比率」。世帯の経済状況が利用  

水準を左右するという視点から、「世帯当りの所得」と「世帯におけるガソリン支出割合」。  

そして、地域の交通サービスにより利用水準が変化するという視点から道路整備水準に着  

目し、一般道路に関する指標として「ガソリン乗用車1台当り改良済一般道路延長」、高  

速道路に関する指標として「インターチェンジまで30分以内で到達できる人口の比率」（荻  

野（1996）による）を取り上げた（表5．3．1）。  

表5．3．1台当り消費量の説明要因  

影響要因   変数   内容   

都市・地域構造  ・DID人口比  ・人口集中地区（DID）の人口  

を総人口で除したもの   

経済要因   ・所得／世帯   ・世帯当りの県民所得  

・ガソリン価格  ・レギュラーガソリン1リットル当り  

の小売価格   

道路整備水準   ・道路延長／台  

ソリン乗用車台数で除したもの  

・IC30分圏人口比   

きる市町村の人口をその県の総  

人口で除したもの   
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5．3．2 台当り消費量と影響要因との関係に基づいた地域分類  

（1）単回帰分析による地域的傾向の考察   

都道府県別に1965年から93年までの29時点のデータを用いて、5つの要因それぞれ  

に対する単回帰直線を推定し、その変数パラメータの大小により各要因の影響度合の違い  

の地域的特徴を考察する。   

都道府県別の各変数パラメータ値を図5．3．1に示す。台当り消費量の場合、保有率のよう  

に全ての都道府県で単純増加しているのではなく、増減を繰り返しているところなどが含  

まれているために、一概に影響要因の増減が台当り消費量にどのような影響を与えるかを  

判断することができない。例えば、ガソリン価格に対する影響としてほとんどの県で正の  

パラメータとなっているが、ガソリン価格の上昇が台当り消費量の上昇に影響を与えると  

は現実には考えにくく、単回帰分析の限界がここに表れていると言える。  

図5．3．1台当り消費量と各影響要因の都道府県別回帰パラメータ  
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（2）主成分分析による地域分類   

各影響要因の単回帰パラメータは、影響の度合を表すのに十分なものとはなっていない  

が、次節において構築するパネル分析モデルも線形回帰モデルであり、基本的にはこれら  

の単回帰パラメータの動向を反映するものとなるため、このパラメータ値を用いて要因の  

影響度合の地域的構造を表す分類を行う。分類の方法は、4章と同様に主成分分析を用い  

る。   

5つの変数パラメータ借の相関行列をもとに算出した固有借が表5．3．2であり、それぞれ  

の固有値に対応する固有ベクトルをもとに算出された主成分を表5．3．3に示す。第1主成分  

は、寄与率が9割近くあり、また全ての要因に対して非常に高い相関を示していることか  

ら、5つの要因全ての影響度合を総合的に表す指標と解釈できる。その他の成分は寄与率  

が小さいが、地域分類のための軸としてDID人口比や道路整備水準などの地域構造の影響  

を表している第2主成分を用いる。   

第1主成分と第2主成分を軸にして主成分得点の散布状況を示したのが図5．3．2であり、  

各県の座標間のユークリッド距離の二乗に基づいて群間平均を取ることにより分類を行う  

クラスター分析を用いて各都道府県を10地域に分類した。分類した地域に属する都道府県  

と主成分から見た地域の特徴をまとめたものが、表5．3．4である。全般的な特徴としては、  

大都市圏と周辺の地域が第1主成分の「総合指標」の影響が大きく、東北地方において「総  

合指標」の影響が小さい状況となっている。  

表5．3．2 都道府県別単回帰パラメータの相関行列にもとづく固有値  
固有値   寄与率   累積寄与率   

第1主成分   4．378   0．876   0．876   

第2主成分   0．236   0．047   0．923   

第3主成分   0．208   0．042   0．964   

第4主成分   0．108   0．022   0．986   

表5．3．3 都道府県別単回帰パラメータにもとづく主成分と因子負荷量  

因子負荷量（変数との相関）  寄与率  主成分軸の解釈  

DID  所得  GAS  道路  IC   
第1主成分  0．940  0．966  －0．954  tO．910  0．907  0．876  全要因の影響の総合樟繚   
第2主成分  0．232  0．097  －0．177  0．244  －0．285  0．047  地域構造の影響の指標   
第3主成分  0．222  －0．030  －0．300  0．331  0．310  0．042  

第4主成分  0．248  －0．120  0．176  －0．033  0．023  0．022  

第5主成分  －0．008  0．207  0．161  0．038  －0．004  0．014  
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図5．3．2 主成分得点による各都道府県の散布図  

表5．3．4 主成分分析による地域分類と地域特性  

地域   該当する都道府県   綺合的な影響  地域構造の影響   

地域A（2県）   石川、広島   非常に大きい   平均   

地域B（5県）   群馬、奈良、香川、高知、佐賀   大きい   大きい   

地域C（5府県）   神奈川、滋賀、京都、兵庫、山口   大きい   平均   

地域D（2都県）   東京、愛知   大きい   小さい   

地域E（2府県）   大阪、愛媛   やや大きい   大きい   

地域F（10県）   埼玉、千葉、山梨、静岡、岐阜、  平均   

三重、岡山、福岡、長崎、熊本   

地域G（10県）   宮城、茨城、栃木、福井、長野、  平均   

和歌山、島根、徳島、大分、宮崎   

地域H（5県）   福島、新潟、富山、鳥取、鹿児島   小さい   平均   

地域Ⅰ（2道県）   北海道、山形   非常に小さい   大きい   

地域J（3県）   青森、岩手、秋田   非常に小さい   小さい   
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（3）台当り消費量の推移の地域的特徴と要因の影響度合の地域的特徴の比較   

台当り消費量の増減の傾向で分類した地域区分と先の要因の影響度合に基づいた地域区  

分との対応関係を示したのが表5．3．5である。   

これを見ると、総合指標の大きい地域ほど消費量の増加傾向を示す地域が含まれており、  

逆に総合指標が小さい地域では消費量が減少している傾向を示している。逆に言えば、消  

費量が増加している地域では、要因が正の影響を示し、消費量が減少している地域では要  

因が負の影響を示していることを反映した形になっている。  

表5．3．5 台当り消費量と影響要因に基づく地域分類の比較  

（荘：上記のセルに該当する県を1つだけ示している）  

5．3．3 台当り消費量と影響要因との関係に基づいた時点分類  

（1）単回帰分析による時系列推移の考察   

台当り消費量に影響すると考えられる5つの要因について、1965，75，85，93年の4時点の  

データを用いた各年の散布図を示す。そして、各年次について単回帰直線を推定し、この  

回帰直線の傾向について考察する（図5．3．3）。   

DID人口比との関係については、1965年は負の関係となっているものの、75年以降は  
正の関係となり相関も高くなってきている。すなわち、DID人口の比率が高い地域ほど消  

費量が多くなる傾向が強くなってきている。所得に関しても、決定係数の値は低いものの  

同様の傾向が表れている。   

ガソリン価格に関しては、県によるばらつきが小さいためにほとんど相関がないが、傾  

向としては、期間の前半に正の関係であったのが、後半からは負の関係となり、ガソリン  
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切片  傾き   決定係数   

POOL  0．906  0．184   0．058   

1965  1，170  －0．307   0．064   

19了5  0．950  0．271   0．181   

1985  0．793  0．294   0．314   

1993  0．了73  0．284   0．322  

切片  傾き   決定係数   

POOL  1．071  －0．014   0．021   

1965  1．489  －0，121   0．114   

1975  0．了57  0．053   0．088   

1985  0．658  0．040   0．142   

1993  0．645  0．035   0．154  

10  12  0  2  4  6  8  

所得／世帯（百万円）  

台当り消費量 弁当ク櫛慶とガンタン庇梓  
（kl／台）  の願の潜移  
1．8  

1．6  

1．4  

1．2  

1  

0．8  

0．6  

切片  傾き   決定係数   

POOL  0．775  0．134   0．044   

1965  －1．694  1．455   0．095   

1975  0．535  0．292   0．027   

1985  1．818  －0．578   0．058   

1993  1．646  －0．604   0∴058   

1  1．2  1．4   1．6  1．8  2  2．2  

ガソリン価格（百円；90年価格）  

図5．3．3 台当り消費量と各説明変数の時点別単回帰分析  
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台当り消費量 合掌ク澱費者と磯の  

（kl／台）  願のj啓夢  
1．8  

1．6  

1．4  

1．2  

1  

0．8  

0．6  

切片  頼き  決定係数   

POOL  0．921  3．228   0．122   

1965  0．783  4．334  0．542   

19了5  1．009  3．2了6  0．026   

1985  0．980  －3．635  0．033   

1993  1．023  －8．533  0．160  

0  0．05  0．1  0．15  0．2  

一般道路延長／台（血）  

ム                                                                                    台寧夕蝉考量 台当ク僻と高速罰コ鯛人口此  

（kl／）                                                                                      kl／盲J  の願の超移   

6  

切片  傾き  決定係数  

POOL  0．982  0．007  0．000  

1965  1．094  －0．258  0．098  

19了5  1．020  0．118  0．123  

1985  0．847  0．148  0．223  

1993  0．765  0．208  0．190  

‖＝  

1．  

1．  

1．  

1  

0．  

0．  
0  0．2  0．4  0．6  0．8  1  

高速IC30分圏人口比  

図5．3．3 台当り消費量と各説明変数の時点別単回帰分析（続き）  

価格の上昇が消費量を減らす傾向にある。   

台当り道路延長との関係は、65、75年においては道路整備水準が高いほど消費量が多い  

傾向であったが、85年からは、整備水準が高いほど消費量が少ない傾向にあり、その関係  

も少しずつ強くなってきている。   

高速IC30分圏人口比との関係では、高速道路の整備が進むに連れ消費量が多くなってき  

ていることを示している。   

以上、各要因との関係を見てきたが、台当り消費量は分析期間を通じて増減を繰り返し  

ているために、各要因との決定係数がそれほど高くない結果となっている。ただ、回帰直  

線の全体的な傾向としては、台当り消費量の減少傾向を反映して下方へとシフトしている  

様子がみられる。  
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（2）主成分分析による時点分類   

5つの説明変数の時点による影響の違いの特徴をもとに時点分類を行うために、1965年  

から1993年までの各時点について台当り消費量を被説明変数とした単回帰モデルの変数  

パラメータを用いて、主成分分析を適用する。   

5変数のパラメータ値の相関係数行列から固有値を算出すると表5．3．6のようになり、第  

1主成分と第2主成分でパラメータの変動がほぼ説明される。主成分と各変数の相関を見  

ると（表5．3．7）、第1主成分は全ての要因に対して高い相関を示していることから、「全  

要因の影響の総合指標」を表し、第2主成分は道路パラメータ「道路整備の影響指標」を  

表すと解釈できる。  

表5．3．6 時点別単回帰パラメータの相関行列にもとづく固有値  

固有値   寄与率   累積寄与率   

第1主成分   3．947   0．789   0．789   

第2主成分   0．737   0．147   0．937   

第3主成分   0．257   0．051   0．988   

第4主成分   0．046   0．009   0．997   

第5主成分   0．014   0．003   1．000   

表5．3．7 時点別単回帰パラメータにもとづく主成分と因子負荷量  
因子負荷量（変数との相関）  寄与率  主成分軸の解釈  
DID  所得  GAS  道路  IC   

第1主成分  0．974  0．920  －0．894  －0．624  0．981  0．789  全要因の影響の総合指標   

第2主成分  0．184  0．307  －0．068  0．777  －0．037  0．147  道路整備の影響の指標   

第3主成分  0．087  0．213  0．441  －0．062  0．077  0．051  

第4主成∠  －0．013  【0．104  0．031  0．055  0．175  0．009  

第5主成分  0．097  －0．058  0．014  0．000  －0．030  0．003  

この第一主成分と第二主成分を軸として各時点の主成分得点の散布図を描き（図5■3・4）、  

各点の座標問のユークリッド距離の二乗に基づいて群間平均を取ることにより分類を行う  

クラスター分析を用いて時点を4つのグループに分類した。  

「期間A」にあたる1965～67年は、総合指標、道路指標ともに低く、これから伸びよう  

としている時期である。「期間C」の1975～82年になると、総合指標が最も大きく各要因  

の影響が強まっている時期になっている。 「期間D」の1983～85年、「期間E」の1986  

年以降は、道路整備による影響が次第に低下してきているが、総合的な影響は高い水準を  

維持している状況である。  

（3）保有率の推移の時系列的特徴と影響要因との関係の時系列的特徴の比較   

前節の保有率の推移に基づく時点分類と先の主成分分析による時点分類の関係を示した  

ものが表5且8である。   

70年代前半の時期までは、総合指標、道路指標ともに大きくなっていくのに伴って消費  
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量が増加していき、70年代後半に両指標が最大値に達した時期に消費量が最高水準に達し  

ており、変数の影響力の増大と消費量の増加が対応している時期である。   

その後、総合指標は高い水準で安定しているものの、道路影響指標の低下とともに台当  

り消費量が低水準に移り変わってきている。  

第1主成分  

2・0「道路の影響大  

図5．3．4 主成分得点による各時点の散布図  

表5．3．8 台当り消費量と主成分分析による時点分類の比較  
65匝6  67  6引69l70  71  72l73け4  75l76け7  78  79  80匝1l82  83  84  85  86匝7囲  89  90l91l92匝3   

台当り消費量の  
期間1  

推移の傾向  
期間2   期間3  期間4  期間5  期間6   

期間の特徴   上昇  落込   高水準  下降  安定  微増   

影響要因との関係 に  期間A  

よる時点分類  
期間B  期間C  期間D  期間E   

総合指標   小さい  やや小さい  やや大きい  大きい  大きい   

道路指標   小さい  大きい  やや大きい  やや小  小さい   
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5．4 パネル分析手法を用いた台当りガソリン消費量の地域・時系列特性の把握  

5．4．1パネル分析モデルを用いた台当りガソリン消費量モデルの構築   

5．2においては、台当り消費量そのものの推移に基づいた地域・時系列特性の把握、5．3  

においては、台当り消費量への影響要因の影響度合に基づく地域・時系列特性の把握を行  

ったが、ここではその地域・時系列特性を踏まえて、パネル分析モデルの構築を行う。   

第4章の保有率モデルと同様にして、地域・時系列特性を考慮しない通常の線形回帰モ  

デルである「プーリングモデ／レ」、台当り消費量の推移の地域・時系列特性を踏まえた「ダ  

ミー変数モデル」、要因の影響度合の地域・時系列特性を踏まえた「可変パラメータモデ  

ル」を構築する。その際に、「ダミー変数モデル」の地域別ダミーとしては、5．2．2におい  

て分類した11の地域区分を、期間別ダミーとしては、5．2．1において分類した6つの期間  

区分を用いる。また、「可変パラメータモデル」の地域区分としては5．3．2における10地  

域、期間区分としては5．3．3における5つの期間を用いる。   

構築するモデルは、表5．4．1のようにまとめられる。このモデルは、1965年から1993  

年までの29時点の都道府県別データ（1334サシプル）により、5つの説明要因を用いて  

推定する。  

表5．4．1構築するモデルの一覧  

地域／期間数  パラメータ数   

プーリングモデル   yf＝erβ0＋旦β＋uf  
rxlrxlrx打方x17’×l  

0   6   

（y′＝e〃β。＋ズーβ＋uf）  
Ⅳxl〟xl〟xだ∬xl〃×l  

地域別ダミーモデル   yf＝（erpf）β。＋ズfβ＋uf  11   16   
rxlrrGGxlrズggXlrxl  

地域別パラメータモデル  y∫＝（［er】現⑳pf）（片 10   60   
rxt  十。ズ1 

期間別ダミーモデル   y′＝（e〃pJβ。＋∬′β＋u∫  6   11   
〃xl〃xGGxl〃×gだxl〃xl  

期間別パラメータモデル  y′＝佃現⑳p′）（ぷ 5   

〟×1 十。×l 

30   

5．4．2 台当りガソリン消費量モデルの推定と地域・時系列特性の考察  

（1）地域別モデルの推定結果と考察   

地域別モデ／レの推定結果を示したのが表5，4．2である。地域特性との関連から解釈しやす  

いように、パラメータ値の昇順に地域を並び替えている。そして、地域の特徴を地域1～  

11に関しては、台当り消費量の増減の傾向と1965年当時の台当り消費量の水準の高低で、  

地域A～Jに関しては、2つの主成分得点の大小により表している。  
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表5．4．2 台当り消費量：地域別モデルの推定結果  
ダーリング  地域別ダミー  

モデル  モデル  
地域別ハーラトタ  

モデル  

定巻項  係穀  一倍  係数  ↑博  係数          0．544  12．227  
地域3  増加  高水準  

地域6  弱戒  中水準  0．876 0．886  17．46S 17．528                      地域1  増加  低水準      0．6細萱17．丁26  
地域2  増加  中水準  

地域5  弱減  低水準      8．T55…18・991  
地域9  減少  高水準  0．714言17．882  
地域10  大緒瀬  高水準  
地域4  一定  中水準  

地域8  弱減  高水準  

地域11  最大減  高水過  

地域7  減少  申水運  0．98一生  22．007  
地域D  総合大  道路小  0．291  

地域G   中  中  
中  中  

地域F                  地域E  中  大              地域A  大  申          0．691    地域C  大  中          0．739    地域H  小  中              地域B  大  大              地域Ⅰ  ／j、  大              触蝮†  ／卜  ′卜          1▲R4ユ    DID人口比      0．345  15．442  0．232  10．丁87      地域Å  総合大  道路中          －0．8a4    地域H  〃、  中  
地域B  大  大              地域D  大  小              地域C  大  中              地域J  小  小              地域E  中  大  … ＿   ‡ 圭 ‾       地域Ⅰ  小  大  H n           地域F  中  中  H H n           ！畑蜃G  卓  申        ●    所得／世帯      0．010  2．617  －0．003  －0．gO5  
地域J  総合小  道路小  －0．13丁  

地域Ⅰ   小  大  

大  小  地域D  
地域E   中  大  
地域C   大  中  妻   －0．800  
地域H  小  中  0．001  
地域F   こb  中  

大  大  地域B  
地域G   中  中  
如短A   七  士  † ーi－・  H                 nnR6  

GAS信串  0．8烏9  4．985  0．063  4．230  
地域Ⅰ  総合小  適時大  

地域B   大  大  －8．044              二 言 二  
地域J   小  小  

地域D   大  小  H  
地域E  申  大  ！ ＿  
地域C   大  中  山 u  
地域A   大  中  ‡  

活路．／台  

地域C  親告大  迂玲宇  H H  －3．167  

地土成A   

地域J   

地域F   中  中   大  出                 小  小  H               H  

地域B   大  大  H u  1．90S  

地瀾‖   小  大  i  
地i或H   

2．0更ほ  2．ユ65  3．0ヰ4  8．丁33   

地域D   

地域E   3．66▲l  0．688  小  中                大  ′ト               中  欠  
C：10骨人口比  －0．015  －l．0ユ3  ペ）．Ol：l屋 －l．0ユ2   H   

地域Ⅰ   地域J  総合′1、  遭鞄小  
地域H   H  －8．168 －0．1ヰ9 －8．12S  
地域F   中  中  」LOヰ1   

地域G   中  中  H  l   －0．03ヱ！－1．169   
地一式A   東  中  －8．0Ofl  …－0．393 n   

弛ま或B   大  大  n  0．800  

地域C   女  中  H  0．0ヰ1  

地j或E   H         申  大  H  
土地雫n   セ  小  雲 ＿  0．ヱ丁：l n．朋沌   
自由扁買刊笠済  
韓軍係敦  0，30ヰ  0．5ユ0  0．562   

A【C  －18S7  －2：161  －22丁：t   
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モデルの全体的な説明力に関しては、ダミー変数、可変パラメータと地域による違いを  

詳細に考慮することにより決定係数が上昇している。しかし、AユC指標は地域別ダミーモ  

デルが最も良好な値を示しており、地域構造を最も良く表していることが示唆される。   

地域別パラメータモデルによる地域別のパラメータ値を見ると、地域により正負が異な  

るパラメータが表れている。これは、台当り消費量の推移が地域により増加しているとこ  

ろと減少しているところがあるためであり、それゆえに変数の影響が地域により正に影響  

する場合と負に影響する場合が生じる結果となっている。従って、このような地域の違い  

を考慮せずに推計するプーリングモデルにおける変数パラメータは、ガソリン価格パラメ  

ータが正の値となっていたり、所得と高速ICのパラメータ値が低く、影響が小さく見積も  

られてしまっているように、正しい変数の影響を示すことができていないと考えられる。   

モデルの再現状況を時点毎の不一致係数により見てみると（図5．4．1）、地域ダミーの導  

入だけでもかなり良好な当てはまりを見せている。地域別パラメータモデルの場合は、期  

間の始めと終わりの時期において最も良い当てはまりとなっている。  

図5．4．1地域別モデルの不一敦係数の推移  

（2）期間別モデルの推定結果と考察   

期間別モデルの推計結果を、表5．4．3に示す。モデル全体の説明力は、期間別ダミーモデ  

ル、期間別パラメータモデルの順に良くなっており、ここでも期間の違いの考慮による効  

果が現れているが、AIC指標で見れば、期間別ダミーモデルが最も良好な値を示している。   

各変数パラメータの特徴を見ると、期間別ダミーを導入することにより、ガソリン価格  
のパラメータが負に、IC：〕0分人口比のパラメータが正へと変わり、予想された影響の符号  

と一致するようになっている。また、ダミー変数パラメータ値は、各期間における台当り  

消費量水準を反映した値となっている。期間別パラメータモデルにおいては、各期間の変  

数の影響度合がはっきりと表現されており、IC30分人口比を除いては、パラメータの絶  
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表5．4，3 台当り消費量：期間別モデルの推定結果  

図5．4．2 期間別モデルの不一致係数の推移  
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対値が小さくなっており、要因の影響が小さくなりつつあることを示唆している0   

時点別のモデルの再現状況に関しては（図5．4．2）、期間の違いを考慮していないプーリン  

グモデルに比べると2つのパネル分析モデルは良好な当てはまりを見せており、期間の前  

半において期間別パラメータモデルが最も良い当てはまりを示している。  

（3）地域別モデルと期間別モデルの比較   

地域と期間の考慮の違いによる再現性の特徴の違いを見るために、3つのダミー変数モ  

デルを推定した。表5．4．4を見ると、期間あるいは地域の特徴を表すダミー変数を導入する  

ことにより、プーリングモデルに比べ2倍近い決定係数の向上がみられる。さらに、期間  

と地域の双方を考慮すると、変動の8割まで説明することが可能になり、パラメータ数の  

増加にもかかわらず封C指標も最も良好な値を示す結果となっている。   

次に、時点別の当てはまりの状況と、都道府県別の当てはまりの状況を見ると（図5・4・3）、  

時点別の当てはまりに関しては、1978年に見られる変動はうまく再現できていないものの、  

地域別ダミーモデルが比較的良好な当てはまりを示している。期間・地域別ダミーモデル  

は各時点を通じて安定した当てはまりを示している。一方、都道府県別の状況では、期間・  

地域別ダミーモデルが最も良い当てはまりを示しているが、期間別モデルと地域別モデル  

の間にはそれほど大きな差はみられない。このことから、時系列的な違いを表現できる分、  

期間別パラメータモデルの方が有用であると見ることができる。  

表5．4．4 台当たり消費量モデルの決定係数とAIC  

モデル   プーリンク～モデル   期間別ダミーモデル  地域別タ～ミーモテ■ル  期間・地域タ＋ミー行■ル   

ハ○ラメ一夕数   6   11   16   71   

斉2   
0．304   0．468   0．530   0．821   

AIC   ・1857   ＿2204   －2361   －3537   
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図5．4．3 ダミー変数モデルの説明力の比較  
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5．5 台当りガソリン消費量モデルの予測力の評価  

5．5．1外挿テストの方法   

保有率モデルと同様に、1965年から10年間、1965年から20年間を推計のための期間  

として設定し、  

■プーリングモデル  

ーダミー変数モデル（地域別、期間別、地域・期間別）  

■可変パラメータモデル（地域別、期間別）  

の3種類のモデルを推定し（表5．5．1）、それ以後の期間を推定した各モデルにより保有率  

の将来値の推計を行った。なお、1965・75モデルの中の地域別モデルについては、サンプ  

ル数が少ないために推定することができなかった。将来推計における期間別ダミー、期間  

別パラメータの将来借はモデル推計の最新の時点におけるパラメータ値を将来値として用  

いる。  

表5．5．1外挿テストの比較モデル一覧  
1965－75モデル（サンプル数506）  1965一郎モデル（サンフ●ル数966）  

ハ●ラメ一夕薮幸 決定係数！ AIC  ハ●ラメ一夕数  決定係数 璽 AIC   

プーリンク○モデル   
4   0．327   －530   4   0．340   －1327   

地域夕寸トモデル   16   推感  不可   l  0．592   －1773   

期間タ～ミ十モデル   四   0．151   －1076   

地域・期間タ～トモデル   60蓄   0．329  －1203   

地域ハ■ラトクモデル   60蓋  推感不可  GO f 0．595   －1203   

期間ハーラメータモデル   18き   0．482き  －657  24 j 0．490   －1274   

5．5．2 各モデルの予測力の比較  

（1）推計期間の違いによる予測力の違い   

2つの推計期間についてモデルの推定を行うことができた期間別モデルについて、推計  

期間の長さの違いによる予測力の違いを見る（図5．5．1）。   

推計期間が短い場合（1965・75推計）においては、いずれのモデルも予測期間において  

大きくはずれている。一方、21時点分のデータによるモデルでは、時系列考慮をしていな  

いプーリングモデルは、大きくはずれているものの、期間別ダミーモデル、期間別パラメ  

ータモデルの順に予測精度が向上している。すなわち、サンプル数を多く取り、時系列の  

考慮を詳細に行うほど予測精度が向上することが言える。  

（2）地域・期間の取り扱いの違いによる予測精度の違い   

地域と期間の考慮の違いによる予測力の違いを見るため、3種類のダミー変数モデルと  

2種類の可変パラメータモデルについて推計期間と予測期間における不一致係数の推移を  

比較する（図5．5．2）。   

ダミー変数モデル、可変パラメータモデル双方とも、推計期間においては地域の違いを  

90   



考慮したモデルが最も良い当てはまりを示しているが、予測期間においてはプーリングモ  

デルほどではないが予測値がはずれる傾向になる。一方、期間別モデルは再現性はあまり  

高くないものの、予測においては非常に良好な当てはまりを示している。さらに、地域と  

期間の双方を考慮した地域・期間別ダミーモデルは予測精度が最も高くなっている。つま  

り、推計期間における再現性向上のためには地域的な構造が大きく効いているものの、予  

測精度の向上を考えると、時系列的な構造を表現することが必要であると言える。その意  

味では、この台当り消費量モデルの場合、地域と期間の双方を考慮したモデルが再現性、  

予測精度ともに高くなることが期待される。  

0．15  0．15  

○  0   

ユ965   1970    ユ975    ユ980   1985   1g90  1965   1g70   1975   1g80   1985   1990  

図5．5．1推計期間と予測期間における不一致係数の推移（期間別モデル）  

図5．5．2 推計期間と予測期間における不一致係数の推移  

（左：ダミー変数モデル；右：可変パラメータモデル）  

91   



5．6 保有率モデルと台当りガソリン消費量モデルの特徴の比較   

第4章、第5章を通じて、乗用車保有率と台当りガソリン消費量を対象に、パネル分析  

を適用し、モデルの構築を行った。モデルの適用対象である、保有率と台当り消費量は都  

道府県別の時系列の推移の傾向が全く異なっており、パネル分析モデルの構築にあたって  

いくつかの相違点が見られた。以下では、保有率モデルと台当り消費量モデルの特徴を時  

系列的な観点から考察する。  

5．6．1保有率と台当り消費量の時系列推移の特徴の比較   

モデルの適用対象とした乗用車保有率と台当りガソリン消費量の推移を今一度見てみる。  

図5．6．1は、乗用車保有率と台当りガソリン消費量の全国平均値の推移をそれぞれ示したも  

のである。保有率の方は常に増加を続けており、単調増加の形になっている。このため、  

保有率そのものの推移による時点の分類の際には、毎年の変化量の変動をもとにして行っ  

た。また、影響要因との時系列的な関係を考察する際には、保有率が単調増加であるため  

に、相関がほぼ1になる関係が表れてしまうが、その分傾向をつかみやすい指標となって  

いる。 一方、台当りガソリン消費量は増減を繰り返しているため、それを時系列的な推移  

の特徴として捉えることができる。しかし、影響要因との時系列的な関係の考察の際には、  

増減を繰り返しているために、線形回帰分析ではその関係を十分表すことができない面が  

ある。  

悼当り消費量の推移（全偏平均）た  

月   V－ 」   臼  

1111111tIll1－ t － ■ tlll】111111 1l  
19朗  1978  19丁5  1g80  19粥  19湘   

図5．6．1乗用車保有率と台当りガソリン消費量の推移（全国平均）  

5．6．2 保有率と台当り消費量の影響要因の時系列的特徴の比較   

保有率モデルと台当り消費量の説明変数として双方で用いている世帯当り所得について、  

時点別クロスセクション分析の結果の比較を行う0図5・6・2は、1965，75，85，93年の4時点  
についての散布図と単回帰直線を示したものである。  

保有率に関しては、保有率の上昇に伴い年々回帰直線が上方へとシフトしている0つま  

り、所得が影響する度合の変化はそれほどないものの、その他の要因による影響が大きく  
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なり、切片が上昇している様子が表れている。   

保有率  
（台／世帯）  

保有率と所得の関係の推移  
竺護乙野生 甜ク滞貨鮎靡繹の          願の瀞  

8  10  12  4 6   

所得／世帯   

（百万円）  

2  4  6  8  10   12  

所得／世帯（百万円）  

図5．6．2 保有率と台当り消費量の影響要因の時系列特性の比較   

一方、台当り消費量は、1960年代後半における消費量の上昇期においては、傾きが負の  

直線になっており異なる傾向を示しているが、消費量がピークに達した後に減少傾向にな  

ってくるにつれ、傾きは変わらないものの切片が少しずつ小さくなり、直線が下方へとシ  

フトしている。   

このように、被説明変数の推移の違いにより、影響要因との関係も大きく異なっている  

ことがわかる。  

5．6．3 保有率モデルと台当り消費量モデルの説明力の比較   

保有率と台当り消費量についての期間別モデルの推定結果を示したものが、表5・6・1であ  

る。モデル全体の再現性は、単調増加を続けている保有率モデルの方が格段に高い値を示  

している。台当り消費量モデルにおいては、増減を繰り返しながら推移しているため、期  

間の違いを考慮しないプーリングモデルにおいて変動の約3割しか説明できない。しかし、  

期間による違いを考慮に入れることで、2つのパネル分析モデルにおいては、変動の約5  

割を説明することが可能となっている。つまり、通常の線形回帰モデルでは表現しにくい  

増減を繰り返す被説明変数でも、時系列の構造を表現するパネル分析モデルにおいては十  

分説明することが可能であると言える。   

パラメータの推移に関しては、定数項においては、保有率モデルでは保有率の上昇に伴  

い値が大きくなっているが、台当り消費量モデルでは一旦上昇するものの、以後減少して  

おり、台当り消費量の推移をそのまま反映する形になっている。   

影響要因のパラメ…タの推移を見ると、保有率モデルでは、道路とDIDにおいてパラメ  

ータ借の絶対値が大きく変化していることがわかる。一方、台当り消費量モデルにおいて  

は、IC30分人口比以外はパラメータ値の変化があまり大きくない。これは、台当り消費量  

が分析期間を通じて大きな変化をしていないことが理由の一つとして考えられる。   

次に、各モデルの時点別の当てはまりの状況を不一致係数により見てみると（図5・6・3）  
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保有率モデルにおいては、期間初期において不一致係数が大きな催を取っている。これは、  

保有率の値が0．1台／世帯とまだ小さかったために、例えば0．001の誤差でも不一致係数  

の計算では大きく評価されてしまう影響が見られた。また、期間別ダミー変数モデルに比  

べ、期間別パラメータモデルにおいて不一敦係数がより大きく改善されているのは、影響  

要因が大きく変化していることを考慮したことによるものと考えられる。一方の台当り消  

表5．6．1保有率モデルと台当り消費モデルの推定結果（期間別モデル）  
有事  プーリング  期間別ダミー  期間別ハ●ラ  メータ   

モヂ′   モチノレ  モデル  モデル  
イ系葱  一億  係数  一倍  係惣  

定数項   0．089  2．911  
1965一丁2  10．659  

1973－76  0．37：l  j lO．898      1977－86      0．524  15．012  
1987－90  0．596  † 室14．731  
1991－93  0．868  】15．969  
1965－71   ‡■ H  ■      ！     ・■▲－  0．016  

1972一丁7  

1978－82  

1qRl－ql  1 nl；り  

所得／せ帯  

1965－7l   

1972－77  

1978－82  0．059  13．003            0．063  ご13．689   
nnqR  

1965－71  0．038  

19T2－77  

1978－82  
1qRl－q：l  一   事   －   n nつ丁  

DID密度  －0．075  －25．03；1  －0．065喜 一21．937  

1965－71  －0．029  

197才一77  

1g7J増2  H ‾ 至 ‾   －0．096  ．一21．623   
19R3－q：l  －0．1？5至  ＿？7．510   

自由度調整済  
紘冨係毯  0．897  0．906  0．937  

AIC  －1S23  －1643  －1524  

日当り消費  プーリンダ  期間別ダミー  期間別ハ●ラ  メータ   

モヂ   モデル  モデル  モデル  

儒教  tイす  係∃汝  t付  イ票数  

定数項   0．5■H  12．227  
1965－Tl  17．4B6  

1972－74  

19丁5－79  

1980－84  

1985－88              1989 
－93  0．6：柑  l：l．451  

1965－67  0．726  

1968－74  

1gT5－82  
198ユー85  

0．7R？  

1qR6一句l              DID人口比  0．345  15．442  0．821  16．095  
1965－67  
1968一丁4  

19了5－82  

198ユー85  

lqR6－q：l  

所綿／せ帯  0．010  2．617  0．028室 了．325  
1965－67  要 一  0．000  

1968一丁4  

197S－82  
198ユー85  ‖            H j ■■ n  

lqR6－qユ  善 一  0．010  

GAS   0．089  4．985  －0．150  毒 づ．874  
1965－6了  －0．058  

1968一丁4  ‖  

1975－82  

198ユー85  

1qR6－q3  n．1n7  

道路ノ′台  4．908  1丁．8Sl  4．g83  18．877  

1965－67  5．62：l  

1968－7ヰ             1975－8：王  

198ユー85  H i‾  
lqR6－q：l  つ．n？S  ？nn5   

● ■，■  

1965－6丁   

1975－82  

1983－85  
尺G－qユ  

n．04S  ？＿71つ   

自由度調整済  
決冨併せ  0．304  0．168  0．S2丁  

AIC  －1587  －2204  －2166  

図5．6．3 保有率モデルと台当り消費量モデルの不一致係数の推移の比較  
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費量モデルにおいては、消費量そのものの値がそれほど大きく変化していないため、各年  

次を通じてほぼ安定した不一致係数となっている。2つのパネル分析モデルの間において  

不一致係数の差があまり大きくないのは、要因の影響度合の変化がそれほど大きくないた  

めであると考えられる。  

5．6．4 保有率モデルと台当り消費量モデルの予測力の比較   

モデルの再現性と予測力は、モデルのサンプル数とパラメータ数とのバランスにより傾  

向が異なることが考えられる。表5．6．2は、保有率モデルと台当り消費量モデルについて、  

1965～75年のデータ、1965～85年のデータ、1965～93年のデータによりそれぞれモデル  

推計を行った結果を示したものである。  

表5．6．2 サンプル数とパラメータ数の違いによるモデルの再現性  

（上：保有率モデル；下：台当り消費量モデル）  

保有率モデル   1965－75モデル（サンフ●ル数：506）    1965－85モデル（サン7●ル数：966）   1965－93モデル（サンフ‘ル数：1334）  

ハ・ラメ一夕数き決定係数‡AIC    ハ・ラメづ数！決定係数  AIC  ハ・ラメ一夕数底定係数茎 AIC   

7■－リンク～モテナル   4圭 0．832！ －1047  4！ 0．856  －1256   4茎 0．897圭 一1523   

期間タ～ミーモデル   5星 0．799   －953   6！ 0．862  －1294   8… 0．906圭 一1643   
地域・期間タ■ミーモデル   15  0．831  －1022   21！0．860  －1253   33室 0．947  －2340   
期間ハ■ラメ一夕モデル   8．  0．854  －668   16宴 0．911  －1274   16喜 0．937毒 －1524   

台当り消費量モデル  1965－75モデル（サンプル数：506）    1965－85モデル（サンフ●ル数：966）    1965－93モデル（サンフ●ル数：1334）  

ハ●ラメ一夕数  決定係数   AIC  ハ■ラメータ数  決定係数  AIC  ／＼一ラメ一夕数  ＿決定係数  AIC   

7’－リンクナモデル   6  0．327  －530   6  0．340  －1327   6  0．304  －1587   
期間タサミーモデル   8  0．160  t414   0．151  －1076   四  0．468  －2204   

地域・期間タ■ミーモデル   38 j 推感  不す「   60i o．329   －1203   71  0．821  －3537   
期間ハーラトクモデル   18き 0．482圭  一657  24t O．490‡ －1274  30… 0．527！ －2166  

サンプル数の少ない1965・75モデルにおいては、ダミー変数や可変パラメー タの導入に  

より決定係数の向上は見られるものの、AIC指標は低くなってしまう場合が多い。しかし、  

サンプル数が増加するほどダミー変数や可変パラメー タの導入により良好なAIC値が得ら  

れる傾向にある。特に、地域・期間ダミーについては、1965・75モデルと1965－85モデル  

においては十分な説明力が得られないが、1965－93モデルにおいては、パラメータ数が多  

いにもかかわらず決定係数、封Cともに最も良い値を示しており、パネル分析モデルはサ  

ンプル数が多くなるほど地域・時系列構造を良く表現できることがいえる。  

1965－75モデルと1965＿85モデルにおいて将来予測のテストを行った結果を、毎年の不  

一敦係数の推移により示す（図5．6．4、図5．6．5）。  

1965－75モデルにおいては、保有率モデル、台当り消費量モデルともに、ダミー変数や  

可変パラメータを導入してもプーリングモデルと同程度の予測精度しか保つことができな  

い。しかし、1965＿85モデルでは、サンプル数が多くなるため、パネル分析モデルの予測  

精度はプ←リングモデルよりも高くなっている。ただし、保有率モデルにおいては、予測  

期間において期間別ダミーモデルの当てはまりが非常に悪い。これはダミーパラメータ値  

が年々上昇しているにも関わらず、推計期間の最新時点のパラメータ値を将来において適  
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用しているためである。一方の台当り消費量モデルの期間別ダミーモデルは、ダミーパラ  

メータ債が一定の傾向にあることから良好な予測精度を示している。  

1965－85モデルにおいて、保有率モデル、台当り消費量モデルともに最も良好な予測精  

度を示しているのは期間別パラメータモデルである。このモデルはパラメータ数が多く、  

AIC値でみると最良の値を示してはいないが、影響要因の時系列構造を表現していること  

が予測精度の向上につながっていると考えられる。   

今回の予測テストにおいては、パラメータの将来債を推計期間の最新値のまま続くこと  

を想定しているために、保有率の期間別ダミーモデルのように、年々上昇傾向にあるパラ  

メータ値の場合、最新のパラメータ値を用いると当てはまりが悪くなるケースが生じてし  

まう。逆に、台当り消費量モデルのようにパラメータが一定委の値で推移する場合には、  

良好な予測結果を示している。従って、パラメータ値の将来値の設定の際には過去のパラ  

メータ値の推移の傾向から将来の傾向をあらかじめ予測した上で設定する方法なども考慮  

する必要があると考えられる。  

図5．6．4 推計期間と予測期間における不一致係数の推移（保有率モデル）  

図5．6．5 推計期間と予測期間における不一敦係数の推移（台当り消費量モデル）  

96   



5．7 まとめ   

本研究は、モータリゼーションの進展に伴って、乗用車の利用に対して地域的な構造や  

属性がどの程度影響を及ぼしているか、また今後の乗用車利用の需要管理という観点から  

地域構造と利用構造の関係を捉えるための基礎的分析として、乗用車利用水準指標として  

「台当りガソリン消費量」を取りあげ、過去約30年にわたる動向とその影響要因に関する  

考察を行なった。  

（1）利用水準指標としてのガソリン消費量   

乗用車の利用に関する調査はいくつかなされているが、乗用車の年間の利用状況を地域  

別にかつ時系列で比較することのできるデータが存在していない。そこで、利用量との相  

関の高さ、乗用車の主たる燃料源であること、CO2等の環境負荷量が簡便に推計できる、  

そして統計データが十分整備されている観点から、ガソリン消費量を乗用車利用の代理指  

標として用いることを提案した。   

利用量とガソリン消費量の相関、燃費、燃料構成の地域的・時系列的関係の検討を通し  

て、代理指標としての有用性を確認し、利用水準の地域差、時系列変化の把握を十分行う  

ことのできる指標であることを示した。  

（2）利用水準の地域的・時系列的特徴   

台当り消費量の時系列的な変化と都道府県別の推移の違いを、台当り消費量そのものの  

推移を見ることにより、時系列的な特徴と地域的な特徴を明らかにした。時系列的な傾向  

としては、高度成長期には消費量が増加し、乗用車利用に対する意欲が旺盛であったこと  

をうかがわせていたが、オイルショックを契機に車両の性能の向上や保有率の上昇に伴い  

次第に消費量が減少してきた。しかし、近年では車両の大型化や混雑状況の悪化などによ  

り消費量がほぼ横ばいに推移している状況となっている。その結果、この30年間では、1  

台当りのガソリン消費量は、全国平均で0．9～1．2kl／台の水準で推移している。   

また、地域的に見ると大都市圏およびその周辺地域を中心に消費量が増加傾向にある一  

方で、東北地方などのように大幅に消費量の減少が見られるところもあり、地域によって  

利用度合が大きく異なっていることを明らかにすることができた。  

（3）利用水準に対する影響要因の地域的・時系列的影響度合の特徴   

台当り消費量への影響要因に関しては、地域構造や経済条件、道路整備水準に関わる変  

数を取り上げ、都道府県別の時系列回帰分析と時点別のクロスセクション回帰分析により、  

地域的・時系列的特性の把握を行った。   

影響要因の地域的特徴に関しては、5つの全ての影響要因の特性が1つの主成分により  

ほぼ説明され、台当り消費量の増減の傾向との関連が大きいことが示された。   

また、時系列的な傾向に関しても、1つの主成分軸により時点の特徴を表すことができ、  
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1975年までの台当り消費量の増加傾向を表している。しかし、その後の消費量の減少傾向  

に関しては、道路パラメータの影響と関連する第2主成分の減少と関係があることが示さ  

れた。  

（4）台当り消費量モデルの再現性と地域・時系列特性   

台当り消費量の推移と影響要因との関係の地域・時系列特性を踏まえてパネル分析モデ  

ルを構築した結果、地域・時系列特性を考慮しないプーリングモデルに比べて、再現性が  

大幅に向上したモデルを構築することができた。これは、台当り消費量が増減を繰り返す  

傾向を示す被説明変数であり、線形回帰モデルでは表現しにくいためである。しかし、地  

域差や時系列の特徴を考慮することで、線形回帰モデルの基本的な構造は維持しつつも、  

再現性の高いモデルを構築することができた。  

（5）台当り消費量モデルの予測力に関して   

外挿テストの結果、推計期間が長いほど予測の当てはまりが良い傾向が示された。また、  

期間によるパラメータの影響度合の違いを考慮するほど推計期間、予測期間を通じてモデ  

ルの当てはまりが高いことが示された。  

（6）保有率モデルと台当り消費量モデルの比較に関して   

保有率は全国平均で0．1台／世帯から1．2台／世帯へと上昇し続けている指標である一方、  

台当り消費量は0．9～1．2kl／台の間で増減している指標という大きな違いがある。これら  

の指標に対して、それぞれ影響要因との地域・時系列的特性を踏まえてパネル分析モデル  

の適用を行った。影響要因との関係では、保有率モデルの方ではパ ラメータ値が大きく変  

化しているものがある一方で、台当り消費量モデルはパラメータ値が比較的安定している  

ものが多く見られた。その結果、将来予測において、保有率モデルでは予測値が大きくは  

ずれる場合が生じたのに対し、台当り消費量モデルでは比較的良好な予測結果が得られる  

という違いが見られた。  

＜第5章 参考文献＞  

伊藤 雅・石田東生（1996），「ガソリン消費量モデルによる乗用車利用の地域・時系列特性  

の把握」，土木計画学研究・論文集，No．13，pp．525－533．  

海老原毅・石田東生・伊藤 雅（1995），「都道府県別乗用車ガソリン消費量の推定と分析」，  

土木学会第50回年次学術講演会講演概要集，第4軌pp．716－717．  

荻野久仁子（1996），高速道路が全国の市町村に及ぼしてきた長期的効果に関する実証的研  

究，京都大学工学部土木工学科卒業研究．  
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第6章 保有■利用のパネル分析モデルを用いた需要予測方法の検討   

第4章、第5章において、パネル分析手法を用いて構築したモデルは、時点・地域を考  

慮しない回帰モデルに比べて高い説明力を有することを示すことができた。   

本章においては、パネル分析手法を用いて構築した保有率モデルと台当りガソリン消費  

量モデルを用いて、各都道府県の将来の乗用車利用需要と利用に伴う環境負荷が、利用需  

要をコントロールするような政策によりどの程度変化するかを検討する。   

政策シミ土レーションは保有率モデルと台当りガソリン消費量モデルの説明変数に政策  

を考慮した将来値を代入することにより、保有台数、ガソリン消費量、二酸化炭素排出量、  

排気ガス排出量などの乗用車利用に関わる指標を算出するものである。これらの指模を算  

出するにあたっては、算出途上における各種パラメータの設定、政策変数の予測値に関し  

ていくつかのシナリオに基づいた条件設定を行い、設定条件間での算出指標の比較をもと  

に政策による影響・効果の考察を試みる。  

6．1 政策シミュレーションの概要   

本研究において構築した「乗用車保有率モデル」と「ガソリン乗用車台当り消費量モデ  

ル」を用いることにより、乗用車の保有台数、利用量、利用に伴う環境への負荷に関わる  

指標を算出する。そして、2つのモデルにおける政策変数を変化させることにより、政策  

による影響の比較を行う。   

世帯当り所得、道路整備水準、DID人口・面積、ガソリン価格の政策変数をもとに、  

保有台数、台キロ、排出ガス排出量を算出するための計算式は以下のように表され、算出  

過程のフローチャートは図6．1．1に示す通りである。  

（6．1．1）  

（6．1．2）  

（6．1．3）  

（6．1．4）  

（6．1．5）  

y ＝Xlβ1  

Z ＝X2β2  

CN＝H★y  

GSN＝CN★R＝H央R★y  

GSA＝GSN＊z＝H＊R★y＊z  

GSCK＝GSA＊E＝H＊R＊E＊y＊z   （6．1．6）  

NOX＝GSCK★COEFnox  
CO ＝GSCK＊COEFco  

CO2＝GSA＊COEFco2  
＜内生変数＞   

y：乗用車保有率、Z：台当りガソリン消費量、  
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［コ：外生変数   ⊂⊃‥内生変数  

図6．1．1政策シミュレーションのフロー  

CN：乗用車保有台数、GSN：ガソリン乗用車台数、   

GSA：ガソリン乗用車ガソリン消費量、GSCK：ガソリン乗用車走行台キロ、   

NOX：ガソリン乗用車NOx排出量、CO：ガソリン乗用車CO排出量、   

CO2：ガソリン乗用車CO2排出量、  

＜外生変数＞   

Ⅹ1‥保有率の説明変数（世帯当たり所得、1人当り改良済道路延長、DID人口密度）  
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Ⅹ2：台当りガソリン消費量の説明変数（DID人口比率、世帯当たり所得、ガソリン価  

格、台当り改良済道路延長、高速道路IC30分圏人口比率）、   

H：世帯数、R：ガソリン乗用車比率、E：燃費、   

COEFnox：NOx排出係数、COEFco：CO排出係数、COEFco2：CO2排出係数  

＜その他＞   

β1、β2：変数パラメータ、  

＜推計手順＞  

式（6・1・1）：＝Ⅹ1β1   

第4章で推定した乗用車保有率モデルにより保有率yを算出する。  

式（6．1．2）：Z ＝Ⅹ2β2   

第5章で推定した台当り消費量モデルにより台当り消費量zを算出する。  

式（6．1．3）：CN＝H☆y   

保有率yに世帯数Hを乗じることにより、保有台数CNを求める。  

式（6．1．4）：GSN＝CN＊R＝H＊R☆y   

各都道府県の乗用車に占めるガソリン車の比率Rを乗じることにより、ガソリン乗用車   

の保有台数GSNを導く。  

式（6．1．5）：GSA＝GSN＊z＝H＊R☆y☆z   

式（6．1．4）で導いた保有台数GSNに、台当り消費量zを乗じることによりガソリン乗用車   

のガソリン消費量GSAを算出する。  

式（6．1．6）：GSCK＝GSA＊E＝H＊R☆E＊y＊z   

式（6．1．5）で算出したガソリン消費量GSAに燃費Eを乗じることにより、ガソリン乗用車   

の走行台キロGSCKを求める。  

式（6．1．7）：NOX＝GSCK★COEFnox、  

式（6．1．8）：CO ＝GSCK＊COEFco   

式（6．1．6）で算出した走行台キロGSCKに、NOx、COの排出係数を乗じることにより、   

それぞれの排出量を算出する。  

式（6．1．9）：CO2＝GSA＊COEFco2   

式（6．1．5）で算出したガソリン消費量GSAに発熱量と単位発熱量当りのCO2排出量に基   

づく排出係数を乗じることにより、CO2の排出量を算出する。   

このシミュレーションシステムは、保有率と台当り消費量の説明変数の将来値、想定値  

を代入し、また算出過程における各種係数を変化させることにより、乗用車保有・利用に  

与える影響と、それに伴う環境負荷への影響の比較を行うことができるものである。  
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6．2 政策シミュレーションの条件設定  

6．2．1政策シミュレーションの視点   

本シミュレ｝ションで考慮する点として、①地域構造の変更に伴う需要管理の可能性、  

②ガソリン価格の操作による需要管理の可能性、③道路整備の進展が乗用車利用へ与える  

影響、を取り上げる。これらの政策を評価する際には、走行台キロ、ガソリン消費量の増  

減だけでなく、二酸化炭素、排気ガスの排出量の増減も評価指標として算出する。予測時  

点としては、地球温暖化対策としていわれている、2000年における二酸化炭素の排出量を  

1990年レベルに抑えるという視点から、推計基準時点を1990年、予測時点を2000年と  

して推計を行う。  

6．2．2 政策変数の設定   

本シミュレーションにおいて取り上げる政策変数はいずれも保有率モデルと台当りガソ  

リン消費量モデルにおいて用いられている説明変数に相当する。これらの政策変数の将来  

値の設定のためには表6．2．1に挙げる各指標の将来値を設定する作業が必要となる。以下、  

各政策変数の将来値の設定の考え方と、それ以外の指標の将来値の設定方法について述べ  

る。  

表6．2．1シミュレーションシステムの政策変数  

モデル中の説明変数   算出する指標   

ガソリン価格   ガソリン価格   

DID密度   DID人口   

DID人口比   DID面積  

人口   

道路／人   改良済道路延長   

道路／台   人口  

ガソリン乗用車台数  
（保有率モデルにより推計された  

ものから算出する）   

高速IC30分圏人口比  高速IC30分圏市町村数  

市町村別人口   

（1）政策変数の将来値   

政策変数として用いる変数の将来値はトレンドとして推移する状況を基本ケースとし、  

基本ケースとの対比として政策的な状況を表した場合の将来ケースを表6．2．2のように設  

定する。各変数は、以下に述べる考え方で設定する。  

ガソリン価格：2000年時点におけるガソリン価格は、近年の低価格傾向を考慮し、全国平   

均で100円／1となるものとする。比較する価格政策としては、1990年時点の水準（全  
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国平均129円／1）．および、現在の2倍の200円／1に引き上げることを想定する。  

DID人口t面積：2000年におけるDID人口・面積は過去のトレンドで推移するものと   

し、DID人口と面積の双方の増加により、DID密度が1990年よりもさらに低下するこ   

とを基本とする。政策的な状況としては、DID人口とDID人口比はトレンドに従うもの   

とするが、都市の再開発を促進することにより、DID面積を90年のレベルに抑える場   

合と80年のレベルに抑える場合を想定する。つまり、人口密度がトレンドの6，232人耽m2   

から7，471人此mg、8，741人肱m2へと高水準になるようにすることにより、公共交通の   

利用促進を図り、乗用車利用を抑制できるような地域構造にすることを考慮する。  

改良済道路延長：2000年における改良済の道路延長は、各都道府県の最近4年間の平均の   

伸び率（全国平均年率2，21％）で増加することを基本とする。比較する道路整備政策と   

しては、1990年時点の水準のまま道路整備をしない場合、および1990年時点で存在す   

る全ての道路が改良された場合を想定する。  

高速】C30分圏人口比：計測可能な最新時点の1994年における人口の比率を基本とし、1990   

年時点のまま道路整備をしない場合と、現在計画されている総延長14，000kmの高速道   

路が整備された場合を政策として考慮する。  

表6．2．2 想定ケース一覧表  
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（2）その他の外生変数の将来値   

県民所得：近年の低成長傾向を考慮し、実質成長率1％（年間）で所得が増加すること  

を仮定し、2000年時点の所得を設定する。   

人口・世帯数：1990年の国勢調査をもとに推計された、2000年時点における都道府県  

別の将来推計人口と世帯数を用いる（厚生省人口問題研究所（1992），（1995））。  

6．2．3 各種パラメータの設定   

シミュレーションシステムにおいては、保有率モデル、台当り消費量モデルにおける変  

数パラメータのほか、各種指標を算出する際に用いる原単位等のパラメータがある。これ  

らのパラメータの設定方法について述べる。  

（1）保有率モデルー台当り消費量モデルのパラメータ   

シミュレーションにおいて用いるモデルは、モデルの再現性が最も高く、将来予測にお  

いて良好な予測値を得ることが期待される、「期間別パラメータモデル」を用いる。そし  

て、2000年時点における予測は、モデルの推計期間の最終時点におけるパラメータ値をそ  

のまま適用することにより行う。  

（2）シミュレーションシステム内の各種パラメータ   

シミュレーションシステムにおいて用いられているパラメータは次の通りである。  

①R：ガソリン乗用車比率  

②E：燃費  

③COEFco2：CO2排出係数  

④COEFnox：NOx排出係数  

⑤COEFco：CO排出係数   

以下、これらのパラメータの設定方法について述べる。  

①ガソリン乗用車比率   

保有率モデルにおいて推定する保有率は、「自家用乗用車＋軽自動車」の世帯当り保有  

台数となる。一方の台当りガソリン消費量モデルは、「ガソリン燃料の自家用乗用車＋軽  

自動車」1台当りの消費量となるため、保有率モデルにより算出される台数にガソリン車  

比率を乗じる必要がある。近年、乗用車に占めるディーゼル車の比率が少しずつ上昇しつ  

っあるが（1996年3月現在、12．6％）、ここでは1990年時点のレベル（ガソリン車比率  

90．9％）が続く場合を想定して計算を行う。  

②燃費   

都道府県レベルでの燃費を調査したデータはないため、運輸省「自動車輸送統計」にお  
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いて運輸局別に集計された、自家用乗用車と軽自動車の走行台キロ、及びガソリン消費量  

のデータを用いて燃費（ガソリン1リットル当り走行距離）を算出する。そして、各運輸局に  

該当する県においてその運輸局別の燃費の値を採用する。なお、近年の燃費の推移を見る  

と、1990年の9．5km／1から1992年は9．1km／1へと若干悪化しているが、90年のレベルが  

継続するものと仮定する。  

③CO2排出係数   

CO2の排出量は、具体的な算出式は見られないが、   

CO2排出量（g此m）＝燃費（1／km）×高発熱量（cal／1）×かリー当り排出係数（g／cal）  

により概算することは可能である。いま、ガソリン消費量がわかっているので、高発熱量  

とカロリー当り排出係数を設定すれば、ガソリン1リットル当り排出係数を求めることができる。   

ガソリン1リットル当り排出係数を2．253kg几とすると、1990年の対象車のガソリン消費量  

は4147万klであるので、CO2排出量は9343万tとなる。   

OECD（1994）によれば、日本において運輸部門から排出されるCO2は、約2億600万t  

（1990年）と推計されており、総保有台数の約半数がガソリン乗用車であることを考える  

と妥当な係数である。従って、このガソリン1リットル当りCO2排出係数の値を本シミュレー  

ションで用いる。  

④NOx排出係数、⑤CO排出係数   

NOxとCOの排出係数は、ガソリン乗用車1台が1km走行する排出量をある特定の走  

行条件の下で計測されている（金安（1986））。これを参考に、自動車の平均走行速度が  

30km仏前後であることを考慮して、その走行速度帯における排出係数としてNOx排出係  

数を0．510gIkm・台、CO排出係数を3．280g／km・台とする。  

6．3 政策シミュレーション  

6．3，1 シミュレーションの精度   

はじめに、基準年である1990年におけるシミュレーションシステムによる推計を行う。   

実測値がわかっている保有台数とガソリン消費量により、モデルによる推計値と実測値  

との比をみると（表6．3．1）、各都道府県における誤差は、約－20％～35％の範囲にあり、  

全国値では3～4％の過大推計となっている。推計値のはずれ方としては、   

①保有台数・ガソリン消費量とも過大（過小）推計   

②保有台数が過大（過小）推計であるがガソリン消費量は当たっている   

③保有台数は当たっているがガソリン消費量が過大（過小）推計となっている  

の3種類がある。保有台数の推計は保有率に世帯数を乗じるため保有率の推計精度が、ガ  
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表6．3．1モデルの推計値と実測値の比較（1990年）  
保有台数  ガソリン消費量  

（自家用乗用車＋軽自動車）   がソ相乗用車＋軽自動車）  

（千台）   実測値との比  （千kl）   実測値との比   

北海道   2748   31．43％   2109   34．13％   

青森   647   19．27％   513   21．03％   

岩手   631   13．31％   480   16．5ひ施   

宮城   873   －2．72％   739   －15．93％   

秋田   550   6．98％   418   6．95％   

山形   515   －8．67％   418   8．61％   

福島   956   5．05％   780   9．79％   

茨城   1320   －1．88％   1098   －9．05％   

栃木   935   －0．35％   799   －6．5け施   

群馬   958   －9．37％   819   －4．95％   

埼玉   2223   0．51％   2134   11．23％   

千葉   2250   15．44％   2093   －5．8（弼   

東京   3690   17．81％   3802   16．16％   

神奈川   2687   8．61％   2659   20．08％   

新潟   1046   1．50％   909   2．48％   

富山   528   －0．62％   460   18．84％   

石川   491   －5．14％   426   －21．84％   

福井   356   －10．03％   307   0．02％   

山梨   387   －10．60％   328   －12．36％   

長野   1066   －6．04％   864   －2．08％   

岐阜   913   －8．73％   763   －5．83％   

静岡   1692   1．62％   1523   4．14％   

愛知   2989   2．50％   2786   －0．05％   

三重   856   －1．79施   716   －1．21％   

滋賀   527   －4．72％   447   －10．76％   

京都   732   －17．54％   696   －11．23％   

大阪   2493   －0．71％   2511   0．72％   

兵庫   1798   －0．96％   1678   2．37％   

奈良   481   －1．7鍋；   429   3．11％   

和歌山   432   －9．91％   360   0．50％   

鳥取   273   －5．6肌   216   －7．58％   

島根   356   1．33％   274   2．60％   

岡山   934   1．55％   784   11．45％   

広島   1228   7．84％   1095   4．71％   

山口   783   13．32％   651   12．87％   

徳島   365   －4．96％   292   0．91％   

香川   481   3．21％   394   1．17％   

愛媛   641   4．57％   534   12．16％   

高知   323   －13．37％   267   －9．43％   

福岡   1878   0．16％   1712   3．60％   

佐賀   349   －11．70％   283   －16．55％   

長崎   543   －2．0鍋   448   1．20％   

熊本   763   －0．4∈恍   626   1．89％   

大分   555   5．20％   451   6．11％   

宮崎   523   －7．07％   429   0．22％   

鹿児島   800   2．78％   650   6．37％   

全国   48566   3．11％   43170   4．09％   
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ソリン消費量の推計は、台当り消費量に保有台数を乗じているために、台当り消費量の推  

計精度が影響する。①の場合は、台当り消費量の推計は正しいものの、保有率の推計が誤  

っているために生じるものである。例えば、北海道、青森、岩手などは所得の割に保有率  

が高くないことが要因であると考えられる。②の場合、保有率、ガソリン消費量の双方と  
も誤っているが、結果として正しい値が推計されている場合である。山形、千葉、福井、  

和歌山がその例に当たる。③は、台当り消費量の推計が誤っているために起きているもの  

で、例えば富山は高速道の整備の割に消費量が少ないこと、石川ではDID人口比が小さい  

割に消費量が多いことが要因であるとみられる。   

都道府県別にはこのような誤差が含まれているが、全国値では3～4％前後の誤差の範  

囲に収まっており、ほぼ妥当な推計を行うことが可能であると考える。以後、この1990  

年時点における推計値を基準値として、2000年時点における各指標の値との比較を行う。  

6．3．2 各種政策の効果  

（1）全国値の変化   

表6．2．2で示した、「ガソリン価格」、「密度構造の改変」、「道路改良」、「高速道整  

備」の各改策がそれぞれ単独で実施された場合、2000年時点における保有台数、ガソリン  

消費量、環境負荷量などの諸指標が1990年と比較してどの程度増加／減少するのかを考察  

する。   

表6．3．2は各政策が実施された場合の各指標の全国値の変化である。シミュレーションシ  

ステムの構造上、ガソリン価格の変化と高速道路整備に関しては保有台数の増減に変化を  

及ぼさないものとなっている。   

保有台数とガソリン消費量の双方に影響する密度構造と道路改良政策の影響についてみ  

ると、DID面積がトレンドのまま推移すると、保有台数の14．6％の増加が見込まれるが、  

90年の水準のままだとほぼ不変、80年の水準に抑えると13．9％の減少が見込まれ、ガソ  

表6．3．2 各政策ケースにおける諸指標の変化（全国値）  
保有台数  カ◆ソル消費量  走行台キロ  CO2毛，  巨出邑   NOx排  出生   CO排出螢  

（千台）  （千kl）  （百万台km）  （千t）  （t）  （t）  

基準ケース  
（1990年）   48566  43170    34697l  97263    176955    1138065  

基本ケース  
（2000年）   55666  14．6％  51647  19．6％  415115  19．6％  116360  19．6％  211709  19．6％  1361577  19．6％   
がソル価格1  

（129円／1）   55666  14．6％  5005l  15．∈粍  402295  15．∈粍  112766  15．錮  205170  15．9施  1319527  15．9漁   
がソリン価格2  

（200円／1）   55666  14．6％  46142  6．9％  370875  ● …一  103957  6．9％  189146  6．鍋  1216－170  6．9％   
密度構造1  

（90年のDID面積）  49009  ● ●  45459  5．3％  366025  5．5％  102419  5，3Wl  186673  5．5％  1200561  5．5％   
密度構造2  

（80年の口ID面相）  41812  －13．9％  38830  －10．1％  313428  －9．7％  87483  －10．1％  159848  －9．m  1028044  －9．撒   
道路改良1  

（55万k皿）   53928  11．肌  4978l  15．31為  399851  15．餅  112159  15．3％  203924  15．2蒐  1311510  15．2絶   
道路改良2  

（110万km）   59643  22．飢  55903  29．5％  449210  29．5％  125949  29．瓢  229097  29．部  1473409  29．5％   
高速道整備1  

（4661km）   55666  14．6％  51524  19．4％  414147  19．4％  116083  19．3％  211215  19．4％  1358403  19，4％   
高速道整備2  
（1400〔ほm）   55666  14．6％  51934  20．3％  417464  20．3％  117007  20．3％  212907  2（）．3％  1369282  20．3％   
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リン消費量も約10％減少するというように、保有台数とガソリン消費量の減少に対して大  

きな影響力を持つことがわかる。これは、人口密度の変化が公共交通の利便性を向上させ、  

自動車以外の手段への利用を促すという状況の変化が起きることによるものと想定される。   

一方、一般道路の改良延長の増加に対しては、これまでの改良の進捗状況で行くとガソ  

リン消費量で約20％の増加が見込まれる。また90年時点に存在する全ての道路を改良し  

た場合には約30％もの増加となり、90年時点のまま改良を進めないとしても約15％の増  

加が見込まれる。この道路改良は人口密度構造の改変とは逆に保有・利用の増加に対して  

大きく影響することがわかる。   

ガソリン消費量の減少に直接影響する構造を想定した価格の変化に対しては、現在の約  

2倍の1リットル当り平均200円の場合においても90年と比較して約7％の増加が見込まれ、  

さらなる値上げによらなければ90年の水準に抑えることができない状況となっている。高  

速道路整備に関しては、計画されている14，000kmが整備されても基本ケースより若干増  

加するにとどまっており、一般道路の改良ほど影響が大きく表れない構造になっている。   

他の指標の変化については、走行台キロは燃費の地域差のためにガソリン消費量とは若  

干の違いがみられるが、ほぼ同様の変化が表れている。CO2排出量はガソリン消費量をも  

とにした排出係数であるため■、ガソリン消費量と同じ変化を、〃0∬とCOについては走行  

台キロをもとにした排出係数であるため、走行台キロと同じ変化を示している。   

従って、第出した各指標の変化はほぼ同様の推移を示しているので、都道府県別の指標  

の変化については政策評価の視点の一つとしてみているCO2の排出量の変化に着目するこ  

とにする。  

（2）都道府県別の変化の状況   

図6・3・1～4は4種類の各政策が単独で実施された場合の各都道府県のCO2排出量の変化  

を示したものである。   

まず、基本ケースにおける都道府県別の変化率の違いをみると、増加率が比較的低いの  

は、青森、埼玉、神奈川、山口、熊本の各県、増加率が比較的高いのは、群馬、福井、岐  

阜、滋賀、京都、佐賀の各府県となっている。増加率が低い地域においては、DID人口密  

度が増加傾向にあるために保有の伸びが小さい（埼玉、神奈川）ことや世帯数の増加が見  

込まれておらず、結果として保有台数の伸びが比較的小さい（青森、山口、熊本）ことが  

背景にあると考えられる。増加率が高い地域においては、DID人口密度が比較的大きく低  

下していることから保有率が大きく上昇している（京都、佐賀）ことや世帯数の増加が多  

く見込まれている（群馬、福井、岐阜、滋賀）ことが影響していると見られる。つまり乗  

用車利用の増減は地域の人口分布構造や人口・世帯の変動と密接にかかわっていることが  

何える。   

各政策毎にみていくと、ガソリン消費に直接の影響を及ぼす「ガソリン価格」の操作に  

ついては（図6．3．1）、全国一律の比率で価格が変化することを仮定しているため、ガソリ  
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図6．3．1ガソリン価格政策に伴うCO2排出量の変化  

図6．3．2 密度構造政策に伴うCOっ排出量の変化  
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図6・3．3 道路改良政策に伴うCO2排出量の変化  

図6．3．4 高速道路整備政策に伴うCOっ排出量の変化  
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ン価格が上昇するにつれ各県とも同様の比率で増加率が下がっている。ガソリン価格の平  

均が200円几の時点において初めて排出量が負となる県（埼玉）が出てくる結果となって  

いる。   

DIDの面積の増加を抑えることにより人口密度を高めていく「密度構造」の改変につい  

ては（図6．3．2）、DID人口密度が増加傾向にある地域（埼玉、神奈川、奈良）や基本ケー  

スでDID人口密度が10，000人／平方kmを越える地域（千葉、東京、滋賀、大阪）などで  

増加率が低くなる傾向にある。DID面積を1990年時点の面積で固定した場合、4県でし  

か減少に転じないが、80年の面積にまでせばめて密度を上げることによりようやく過半数  

の都府県が減少に転じるようになる。   

道路整備の進展に関しては、90年時点のまま整備を進めない（ケース1）、従来通り整  

備を進める（基本ケース）、従束以上に整備を進める（ケース2）の3つの段階を考慮し  

ている。一般道路の改良に関しては（図6．3．3）、90年時点のまま整備をしない場合と、基  

本ケースとの間ではそれほど大きな差はみられないが、全道路が改良された場合には、1  

人当りの道路延長が大きい地域（岩手、茨城、群馬、長野、島根、徳島、高知）で排出量  

が大幅に増加する傾向がみられる。逆に道路整備をしても排出量が増加しないのは1人当  

りの道路延長が小さい東京や大阪などの大都市地域に限られている。   

高速道路整備の場合（図6．3．4）、高速道路ICに30分以内に到達できる人口比が全国  

値でみるとケース1で78．1％、基本ケース：83．0％、ケース2：94．5％とすでに全国をカ  

バーできる段階に達しているためにケース間による差はほとんどない状態である。  

6．3．3 複数の政策の組合せによる効果   

政策の単独の実施においては、強い価格政策と密度構造の改変により一部の地域でCOフ  

排出量が減少に転じた。ここでは、複数の政策を組み合わせることによる効果をみること  

にする。   

政策としては、4種類の政策のうち、それぞれ単独で排出量抑制に最も効果のあるもの  

を取り上げる。すなわち、「ガソリン価格2（平均200円几）」、「密度構造2（80年の  

DID面積に固定）」、「道路改良1（90年のまま）」、「高速道整備（90年のまま）J  

の4つの政策の全ての組合せについて検討した結果を表6．3．3に示す。   

CO2排出量の変化に着目してみると、道路整備に関する政策の組合せは、ガソリン価格  

政策単独の効果も期待できない結果となっている。また、密度改変以外の3つの政策を組  

み合わせても全国値で排出量を減少させるまでには至らないものの2．7％の増加に抑える  

ことが可能な組合せとなっている。   

密度構造の改変に関しては、単独でも10％の減少が見込めるがすべての政策を組み合わ  

せることにより約24％の減少が見込める結果となっており、乗用車の保有・利用のコント  

ロールにおい ては、地域の人口分布構造を管理していくことが他の政策と比べると影響が  

大きい構造となっていることがわかる。  
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表6．3．3 複数の政策の組合せによる各種指標の変化  
ガ  がリル消費量  走行台キロ  CO2排出量  NOx排出量  CO排出量  

ス  

2   イ千kl）  （百万台km）  （千t）  （t）  （t）  

基準ケー  

ス（1990     48566  43170    346971  97263  176955    1138065  

基本ケー スr2000     55666  14．6％  51647  19．6％  415115  19．6％  116360  19．6％  211709  19．6％  1361577  19．6％  
○  55666  14．6％  51524  19．4％  414147  19．4％  116083  19．3％  211215  19．4％  1358403  19．4％  
○    53928  11．0％  49781  15．3％  399851  15．2追  112159  15．3％  203924  15．訊  1311510  15．2謁  
○  ○  53928  11．0％  49662  15．0％  398918  15．0％  111889  15．0％  203448  15．0％  1308452  15．0％   

○  55666  14．6％  46142  6．9％  370875  ● ●■▲  103957  6．9％  189146  6．9％  1216470  6，9‰   
○      ○  55666  14．6％  46019  6．6％  369907  6．6％  103680  6．6％  188653  6．6％  1213296  6．6％   
○    ○    53928  11．0％  44446  3．0％  357002  2．9％  100137  3．0％  182071  2．9％  1170965  ●－－   
○    ○  ○  53928  11．0％  44327  2．7％  356069  2．6％  99870  2．7％  181595  2．6％  1167907  2．6％  
○  41812  －13．9％  38830  －10．1％  313428  －9．7％  87483  －10．1％  159848  －9．7％  1028044  －9．7％  
○    ○  41812  －13．9％  38729  －10．3％  312637  －9．9％  87257  －10．3％  159445  －9．9％  1025450  －9．9％  
○  ○    40074  －17．5％  36964  －14．4％  298164  －14．1％  83280  ■－14．4％  152063  －14．1％  977977  －14．1％  
○  ○  （⊃  40074  －17．5％  36868  －14．6％  297408  －14．3％  83064  －14．6％  151678  －14．3％  975499  －14．3％   
○  ○  41812  －13．9％  34700  －19．6％  280108  －19．3％  78180  －19．6％  142855  －19．3％  918753  －19．3％   
○  ○    ○  41812  －13．9％  34600  －19．9％  279317  －19．5％  77954  －19．9％  142452  －19．5％  916159  －19．5％   
○  ○  ○    40074  －17．5％  33005  －23．5％  266234  －23．3％  74359  －23．5弘  135780  －23．3％  873249  －23．3％   
000    ○  40074璽 －17．5％   32909  －23，8％  265479  －23．5％  74143  －23．8％  135394  －23．5％  870771  －23．5％   

6．4 まとめ   

本章は、第4章、第5章で構築した保有率と台当り消費量モデルのパネル分析モデルを  

活用して、乗用車保有・利用に関わる各種指標の将来予測を試みた。  

（1）シミュレーションシステムに関して   

利用量予測の方法として、保有水準と利用水準の地域属性に伴う変化を考慮する方法を  

提案し、保有率モデルと台当りガソリン消費量モデルを組み込んだ形でシミュレーション  

システムを構築した。このシミュレーションシステムにより、地域属性の変化に伴う乗用  

車利用ならびに利用に伴う環境負荷の評価を都道府県別に行うことが可能となった。  

（2）考慮した改策について   

保有率モデルと台当り消費量モデルの構築に際しては、保有・利用に対して影響があり、  

政策的に保有・利用のコントロールができる可能性のある変数を採用した。そして、保有  

に対しては、道路整備状況の影響とDID人口の影響の把握を、利用に対しては、ガソリン  

価格、道路整備状況、DID人口の影響が把握できるようなモデルとなっている。   
さらには、シミューレーションシステム内の各種パラメータの操作により、ガソリン車  

比率の動向、燃費の改善効果、排出源対策による排出係数の変化に関しても考慮できるよ  

うなシステムとなっている。  

（3）政策評価について   

シミュレーションシステムの現状再現性については、1990年における都道府県別の保有  

台数、ガソリン消費量の推計において、－20～30％の誤差の範囲にある。全国値では、約  

＋3％の誤差となっており、国全体の集計値としては良好な再現を行うことができるシス  

112   



テムとなっている。  

1990年を基準年とし、2000年における状況を各種の条件設定のもとに予測した結果、  

現在のトレンドで地域属性が推移した場合に、約20％の保有台数、利用量の増加が見込ま  

れる。二酸化炭素の排出量に着目して、2000年時点における排出量を1990年レベルに抑  

制することを達成するためには、DID人口密度をより高い水準に保つことが必要であり、  

特に大都市地域以外の地域のおける人口密度の減少対策が重要であることが示された。  

（4）シミュレーションシステムの適用範囲   

本研究で構築したシミュレーションシステムは、ガソリン価格の上昇や高速道路の整備  

が保有台数に影響しないような構造となっているという点や政策変数として取り込むこと  

ができる政策が限られるという点においてモデルとしての限界がある。しかし、複数の政  

策間における影響の大きさの相対的な比較や政策の組合せによる影響の大きさを比較する  

ことは可能であり、また都道府県単位で影響の比較を行うことができる点において従来に  

はないシミュレーションシステムを提示した。  
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第7章 結論  

7．1 結論  

本研究において明らかにしようとしたのは次の3点である。  

（1）パネル分析手法を用いた乗用車保有・利用の地域別時系列分析方法の提示  

（2）乗用車保有・利用構造の地域■時系列特性の把握  

（3）乗用車利用に対する地域的政策の評価  

以下、各項目について得られた知見を述べ、本研究の結論とする。  

（1）パネル分析手法を用いた乗用車保有・利用の地域別時系列分析方法の提示   

乗用車利用の政策評価のための需要予測モデルを構築するにあたって、保有・利用構造  

の把握のための方法を従来の研究のレビューをもとに検討するとともに、保有・利用構造  

として重要なイ反説を政策評価との関連から位置づけた。さらに、保有・利用構造の把握の  

ための分析の枠観みとして、分析地域単位と分析期間・時点間隔についての検討を行った。   

その上で本研究は、乗用車保有水準／利用水準と地域属性との地域的時系列的特徴を把  

握するために、乗用車保有率モデルと台当りガソリン消費量モデルの構築を行った。モデ  

ルの構築に先立って、基礎分析として、都道府県別の過去28年間にわたる推移をもとに、  

時点差の把握、並びに要因の影響度合の地域差と時点差の把握を行い、保有水準／利用水  

準の地域、時点に関する構造化を図った。そして、地域あるいは時点の特性を考慮し、「ダ  

ミー変数モデル」、「可変パラメータモデル」の2つのパネル分析モデルを用いてモデル  

を構築し、地域・時点の特性を考慮しない「プーリングモデル」との比較によりモデルの  

説明力及び予測力を検討した結果、次のような知見を得た。   

パネル分析モデルにおいては、地域・時点特性を考慮しない通常の回帰モデルと比較し  

て、パラメータ借の過剰推定の緩和、決定係数の向上が見られた。また、時系列分析やク  

ロスセクション分析だけでは十分明確にできない変数の影響要因の関係を明らかにするこ  

とができた。その結果、モデルの説明力を時点毎に見ると、時点差を考慮しないモデルに  

比べて、パネル分析モデルは観測値とモデル推定値の一致の度合が高いことが明らかにな  

った。さらに、外挿テストによる予測力の検討を行った結果、地域・時点差を考慮しない  

モデルに比べ予測誤差の小さい予測が期待される結果が得られ、予測モデルとしての適用  

可能性を示すことができた。   

また、バネノレ分析モデルは地域・時点差を考慮するためにパラメータ数が多いモデル構  

造となるが、サンプル数を多く取り、地域・時点構造を表現することにより、パラメータ  

数が多くとも被説明変数の基本構造を忠実に表すモデルとなるため、説明力・予測力とも  
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に向上する傾向が見られた。  

（2）乗用車保有・利用構造の地域・時系列特性の把握   

本研究では、都道府県別時系列推移の特徴が大きく異なる保有率と台当りガソリン消費  

量の2つに対して、パネル分析手法の適用を試みた結果、それぞれに特徴ある地域・時系  

列特性を見出すことができた。   

保有率モデルにおいては、保有率が単調増加の推移をしているために時点差を考慮しな  

くても、ある程度の説明力を持つモデルを構築することは可能であったが、パラメータの  

過大推定を招く結果となった。しかし、時点による差異を考慮したパネル分析モデルにお  

いては、パラメータの過大推定が緩和され、モデルの再現性も高まることが確認された。  

しかし、モデルの予測力においては、パラメータ値の将来値を固定した予測方法をとると、  

要因の影響度合が年々変化しているために予測値がはずれやすい傾向が表れた。   

もう一方の台当り消費量モデルにおいては、地域により増減の傾向が異なるために、地  

域差を考慮しないモデルにおいては、十分な説明力を持たなかった。しかし、地域差を考  

慮することにより、地域消費量の増減に違いに対する変数の影響度合の違いを明らかにす  

ることができ、モデルの再現性も高まる結果が得られた。しかし、将来予測においては、  

時間的な構造変化が存在するために時点による差異を考慮したモデルの方が良好な予測力  

を持つことが示された。  

（3）乗用車利用に対する地域的政策の評価   

パネル分析手法を用いて構築した保有率モデル、台当り消費量モデルを用いて乗用車利  

用に伴う環境負荷指標を算出するシミュレーションシステムを構築した。シミュレーショ  

ンシステムの再現性は、都道府県別には最大30％程度の誤差が見られたが、全国レベルの  

集計値では3％前後の誤差におさまり、比較的精度の高い政策評価を行えることが期待さ  

れるものとなった。   

政策変数の変化による乗用車利用への影響予測として2000年における影響を試算した  

結果、一般道路改良の進展は乗用車利用の増加と環境負荷の増加に対して大きく影響する  

ことが明らかとなった。一方、ガソリン価格の引き上げによる効果は、現在の価格の2倍  

に引き上げたとしても10年の間に利用量が減少するまでには至らないが、DID面積の抑  

制による高密な人口集積の政策によれば利用量が大きく減少する地域があり、全国値にお  

いても10年間における乗用車利用の減少が期待される結果が示された。  
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7．2 今後の課題  

（1）パネル分析モデルの改良の余地   

本研究では、保有・利用の地域・時点構造を明確にした上で、その構造をモデルに反映  

させ、頑健性のあるモデルの構築をめざした。そのために、予備分析として被説明変数の  

変動の把握、影響要因の変動の把握をもとに地域と時点の分類を図り、その分類によりダ  

ミー変数、可変パラメータを導入した。その結果、時点の違いを考慮しないモデルと比較  

して再現性、予測精度の高いモデルを構築することができた。しかし、地域・時点区分の  

妥当性については、十分検討ができているとは言えず、さらなる再現性、予測精度の高い  

モデルの構築のためには、今回構築したモデルの精度を踏まえて、再びモデル構造の検討  

へフィードバックさせるような方法を考慮する必要がある。   

また、将来予測に際しては、本研究では将来パラメータが変化しないものと仮定してい  

たが、より精度の高い予測のためには、過去のパラメータの推移をもとにパラメータの将  

来値を設定するような方法を検討する必要がある。  

（2）様々な政策を考慮するための課題   

本研究では、乗用車利用需要の管理に関わる政策評価を行うための分析フレームとして、  

保有水準と利用水準に関わる線形回帰モデルの活用を提案した。しかし、回帰モデルにお  

いて考慮できる変数には限りがあり、本研究では非常に限定された政策しか取り扱うこと  

ができないものとなっている。   

本来、乗用車利用の需要は、交通発生レベル、交通分布レベル、交通分担レベルにおい  

て様々な要因が影響しており、各段階において乗用車利用需要を制御するような方策を施  

すことが現実には考えられる。本研究は、発生レベルに対して直接作用するような要因の  

みを対象としており、例えば公共交通との関連については、人口密度を代理指標として考  

慮してはいるものの、公共交通整備の直接的な効果を評価することはできていない。   

また、保有と利用の間には相互関連的な関係が存在するが、本研究では保有が一方的に  

利用に影響するような関係しか表現できていない。   

このように、公共交通との関連や保有と利用の相互関係など多段階にわたる関係や相互  

の関係を表現するた捌こは、同時方程式体系によるモデル化が必要であり、今後このよう  

な分析フレームを検討する必要があると考えられる。  
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課程5年間の指導教官として、私が筑波にいた9年間、大学生括のイロハから、研究に対  

する取り組み方、研究者としての生き方について、大所高所からいっも暖かくご指導いた  

だきました。ここに、心から感謝する次第です。   

また、筑波大学社会工学系石田東生教授には、筆者が研究室配属以来、終始ご指導いた  

だき、研究の進め方から分析方法の1つ1つに至るまで懇切丁寧にご教示いただきました。  

また、私が京都に移ってからも、お忙しい中、筑波で、京都で、ご相談にのっていただき  

ました。本研究を取りまとめることができたのは、ひとえに先生のお力添えの賜であり、  

ここに深く感謝の意を表するものであります。   

筆者が筑波大学在学中には、多くの方々にご指導、ご協力をいただきました。   

当時筑波大学に赴任されていた、室蘭工業大学工学部田村亨助教授、岡山大学環境理工  

学部谷口守講師、計量計画研究所渡辺一成氏、そして筑波大学社会工学系大野栄治講師に  

は、多くのご指導、ご助言、励ましのお言葉をいただきました。特に、谷口守先生には、  

京都大学出身という縁もあって、筆者が京都大学において研究活動を進めていくに当たっ  

て数多くのご指導、ご助言を賜りました。   

筑波大学大学院社会工学研究科都市・地域計画学専攻の教官の方々には、本論文を捏出  

するにあたって、数多くのご指導、ご助言をいただきました。なかでも、腰塚武志教授（社  

会工学頼長）には、修士論文を取りまとめるときから、貴重なコメント、ご助言を賜りま  

した。また、流通経済大学坂下昇教授には、在学当時参加させていただいたRUSEワー  

クショップにおいて、経済学的な観点から多くのご助言をいただきました。   

また、社会工学研究科長の斯波恒正教授にはパネル分析に関する参考文献をご紹介いた  

だいたほか、論文の提出にあたって多くのご助言をいただきました。   

そして、都市交通研究室に所属していた先輩、後輩の皆様には研究を進めるにあたって、  

数多くのご協力をいただき、特に海老原毅氏（現在九州旅客鉄道勤務）には分析作業にお  

いて多大なご協力をいただきました。   

ここに、深く感謝の意を表します。  
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筆者が京都大学に助手として赴任してからも、数多くの方々にご指導、ご協力をいただ  

きました。   

京都大学大学院工学研究科青山吉隆教授には、筆者に自由な由究環境を与えて下さると  

ともに、研究姿勢に対するご指導、ご助言をいただきました。京都大学大学院工学研究科  

中川大助教授にも、筆者に十分な研究環境を捏供して下さり、また研究の進め方等につい  

て懇切丁寧にご助言、コメントをいただきました。このほか、大阪産業大学天野光三学長  

をはじめとする天野研究室OBの諸先生、諸氏には、多くのご指導、ご助言を賜りました。  

特に、京都大学経済研究所藤田昌久教授には、都市経済ワークショップにお招きいただき、  

有益な議論をさせていただくことができました。   

このほか、都市地域計画研究室学生諸兄には、研究を遂行するにあたりご協力をいただ  

き、特に永井孝弥氏（現在東日本旅客鉄道勤務）には分析作業において多大なご協力をい  

ただきました。   

ここに、心から感謝の意を表するものであります。   

学会の発表の席上や研究会等においては、京都大学大学院工学研究科北村隆一教授をは  

じめとして多くの先生方に、ノぺネル分析に関する有益なコメント、ご助言をいただきまし  

た。ここに、感謝の意を表します。   

最後に、長年に渡る学生生子吉せ支えてくれ、その後の研究活動に対しても常に暖かい励  

ましを送ってくれた両親に深く感謝の意を表します。  

平成9年1月  

作敵 粗  
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